
7.3.5 気象・海象状般の観測と予報の展望

船舶の安全かつi・;~務的な運航には気象 ・ i毎匁の状態をなるべく長期間にわたっ
て、正確に予測できることが要求される。現状では船舶からの気象観測通報も

使われて、各地の5at泉台等の観測や気象観測待rh~の観測結果をもとに予報がな
されている。この予報は~像通報やファクシミリによって船舶へ通報されてい

る。あるいはまた、この予報に基づいて独自にさらに昨細な予報を作成し、個々

の船舶の運航に合わせて気象 ・i毎象の予測を行ってM適な航路計画を作成し知

らせるとともに、出航iをは気象等の変化を追跡評価して必要な時には航路計画

を修正するようになっている。大洋を航行する船舶ではこのようなウエザール

ーティングサービスがー・般的に使用されている。

船舶で直tが OAA(l50トIHzJ，ff)や「ひまわり J(1.7G Hz椛汚の気象衛星で観測

された気象の映像作j微を受信している船舶も多L、。これは大型商船よりもむし

ろ漁船等の方が大多敏であり、漁1獲高に直J姿関係する/Jく温情報をNOAAのデー

タ等からなるべく早期に入手したいというT理由からである。しかし、「ひまわ

りJのデータを受信するにはパラボラアンテナを船の助活や旋回に合わせて衛

星の方向へ指向させることが必要である。 ~OAA からのデータを直接受信し表

示する装置一式I;U見伝では槻めて高価である。そこで、水温やその他の情報を

処理したディジタルな映像情報を短波帯の通信で船舶へ無線伝送しようとする

方式も実験され、その省効性が確認されている。

大洋を航行する船舶では漁船のように-gf，の海峨の併.細データもさることな

がら、航行していく前方の広い海域の状況が知りたいわけであるから、陸上の

支濯機関において収集された広範な海域全体のデータをもとに予測された情報

を利用する方が過している。けれども個々の船舶の近傍に関しては、予測値と

は異なる状況も多く予想されるので個々の状況の阜県については、再予測なり

予測lの精度の向上を図る等の方法で差異を縮めていかなければならなL、。いず

れにせよ、船舶上では将来においても自船の周囲の気象 ・海象観測を実施し、

そのデータの通信も含めて自動的に実施されなければならなt、。無人化船や気

象 ・海象の自動観測のためには、自船の周囲の波浪の観測は波浪レーダで、ま

たは甲板上への波浪の打ち上げは育波センサ等で実施されることになろう。し

かし、天空の2の観測や前線性の雲等は、乗組日が肉眼で行えば簡単なもので

あるが、これを機械に自動的に観測させるには、まだまだ開発を要するもので

ある。

さて、海洋観測術毘としてわが国でもM0 S l'盟主将巴が1987年に打ち上げられ

るなど、国内外の衛庁による気象 ・ 海象観測体制は~備されつつある。極軌道
の海洋観測術援(M0 S 1、NOAA )と「ひまわり Jのような静止衛星とがあり、
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{走者は実用衛星としてすでに定訂ーしたサービスを実施している。前者は実験?'ij

患としてマイクロ波散乱計によるリモートセンシングにより海洋の海面風、波

浪、海流、および海水等のm綴を計測することができる。これらの情報はリア

ルタイムサービスに近い形での利用が可能であるので船舶の航行支援情報とし

ての利用の確立がt:{!まれる。

7.3.6 時計の発達と地域的p-p航法への展望

航海術の発達において経度測定上の理由から発した正(i{fな時計の発明は極め

て軍要なことであった。クロノメータと呼ばれる正確な時計の出現は1757年の

ことであり、その後殺々の持つ腕時計は当時のクロノメータの性能をはるかに

しのぐものとなっている さらに安定、正確な時聞が必要となって原子標準時

計が発明され、 1964年には時間の基準に採用されている。‘当時まだ緩めて高価

であったルピジウムやセシウムの原子標準発仮器 (AtomicStandard)は、いま

や 150万円""1000万円舵庇で間入でき、 しかも小型になっている。このような

技術の発展が人工待rli[による航法の出現の基礎となった。また従来では困難で

あったρーρ航法もこのような高精度な時計を使用できることで可能になった

のである。さて、これからの時計・原子標準時計の先述と航法技術の今後の発

展との関連については、まずliHlJには広く ρーρ航法が使用できるようになる

ことが予想される。かつてのオープン付きの水品発痕器のモジュールの大きさ

でルヒジウムやセシウムの原子標準器が大量に安価に生産できるようになって、

世界中の無線局や飲送付の一部が、その送IJする電波の中に誠別コードとタイ

ムマーカーを入れてくれるなら、船舶や飛行機では、その識別コードとタイム

マークから送信向までの距離が測定できる。現在.でもU本のテレビ局の放送也

波はカラー放送の色IJi}の基準となるサブキャリアの問波数の安定のためにル

ビジウム発展器以上のものを使用している。航法へのやj別を符慮して24時間中、

隣衝の無い飲送サービスを行い、同期信号の前後に議別コードとタイムマーク

を入れてもらえれば不可能なことではなL、。もっともゴースト偽像が問題となっ

ているような地続では他の面倒な問題もあろうが。このような方式が可能にな

れば LandNavigationでも使用できるであろう。至るところにある放送局を、

しかも大電力で送はしている局を電波標識として利用できることとなる。

ρーρ航法形式の測定装置は一般に精度が良く、 GPSもρーρ航法と言える

ことができる。 9Gllz械を使用するトランスポンダ唱のislJlJ用機器では公称精度

土1m分解能O.1mとJわれている。筆者の実験結束からもこの9GHz第のトラン

スポンダで0.78叫}ISの制度で位置が求められた。
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7.3.7 人間の役割と知的情報処理の展望

使いやすい、傑作の簡単な機同は、使う者が誤ったf栄作をしにくいので、放

陣しにくい。よく燃作するツマミは操作しやすい位置に目き、誤操作をすると

重大な結果をもたらすツマミは操作しにくい、特にtJ~寵してf栄作しなければで

きない位置に目く等の地本的な配慮が必要である。これまでのテレビでも、よ

く操作するチューナーはお効きの人のために向かつてお側につけ、操作の際に

視野の妨げにならない位置につけられていた。しかし、人間の欲求は、テレビ

のチューナーをテレビの前まで行って操作するのでは函館lだからと、離れたと

ころで操作したいという要求から、超音波や赤外線を利用したリモートコント

ローラが、どのテレビにもつけられている時代である。レーダでも同じことで、

レーダの方がテレビのツマミより操作する部分も多いし、また調整のためによ

く操作されるツマミは、レータの種類が変わってもふーっと手を出して「この

辺のツマミで般か利得が変わるんだが.. . j と闘してみるとその通りであっ

たというものが良~\o 近年、これらの航海計認の調務用ツマミ類の表示を文字

ではなく、シンボルマークで表現しようという国際的な基準が示されているが、

併せて重要なツマミの位置はある程度統一化された方が良い。

電子工学や周辺の関巡技術の発展はより使いやすく、より綬切な機械を開発

している。銀行の現金自動支払機のように非常に多くの人達が使用するもので、

間違いがあってはならず、しかも待たせていらだたせることが無いように迅速

正確に処理させるための一方法として、ほとんとの支払機はテレビ式の表示装

置を採用している。そして、テレビの画面の脇に入力周の機能キーやテンキー

を設けていたり、あるいはタッチセンサー形式で入力できるようになっている。

同じような目的から、島近全面パネルには何のツマミも無く (電源スイッチ

と輝度調整ツマミのみ盤面下部にある)タッチセンサーで切り替えたり調整が

できるレーダが開発された。

音声認識の分野では、人間の音声を認識して掠舵する装置が試作されたこと

があるか、安全性の罰で心配があり、応答が遅かったり、 2重3重の安全回路

を付加しなければ安心できず、結局、時期尚早であったものもある。現在は簡

単な装置で人命に危険を及ぼすことの無い目的の用途には多く使用されつつあ

るので使用実績が積まれれば、近い将来には必ず出現するであろう。 さて音

声認識は問題があるとしても合成音声でも良いからこれまでのベルやブザーに

代えて優しい女性の戸でARPAから話しかけてくれれば一味違う装置ができる

のではないかと考える。

人間と機械が同時に侮在しているような環境においては、 人聞がその環焼に

いる限り、無人化船のレベルまで自動化が進んだとしてもまだまだ人聞が監視
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し、最終判断がなされなければならない。

第5世代コンビュータという言葉はもう聞きなれて久しいが、新しい仕組、

情遣を持つ知議情報処m機能を持つ汎用コンピユータの持及が期待されている。

人聞がより高次な判断に専念できるように機械が膨大な日報から有効な情報の

み正確、迅速に選択し、学狩能力を持った良きアシスタントとなる支援システ

ムが要望されている。人聞がLi終判断を正確に下せるよう配慮されている設計

が必要である。

毘近の装置は内部が被雑化して、初めて模作する人にとっては俊作手順すら

わからない装躍がある 何をするにはどんな手順を踏めば良l.のか操作する人

にわかり易く理解できるものでなければならなL、。装置を購入するとダンボー

ル箱一杯に取級マニ斗アルが届けられるようなミニコンビュータだとマニュア

ルを一読し終るのに 2年かかり、 4年~52手でそのミニコンビュータは旧式化

してしまうのが現状である。これはミニコンビュータだけに限られた事ではな

いと考えられる。

前述したタッチセンサfj式のレーダでは必要な説明の一部がスクリーン内に

メニューの形で表示され、そのメニューに沿って間作することにより初めて操

作する人にも対応できるように設計がなされている。このようなマン ・マシン

系を考慮した設計がスペクトラムアナライザやデータロガーなどの多目的CRT
を使用する計測装置等で民間されておりメニュー形式の入力は定着しつつある。

このような設計はメーカと利用者双方に時間的、および経済的余裕が無いと難

しい事であり、やっとその時期が到来したものと考えられる。このようなマン ・

マシン系は現世代の技術であり、将来妓術としては、知識的判断処理が含めら

れたマン ・マシン系が必繋と考える。初めて操作する人にはその人の操作レベ

ルに応じた綬切な応答を出し、特に知識的判断処理の過程において判断結果を

持く過程は明確に把握できるような応答を行い、適切な支慌をすることが重要

である。次世代の航法技術の中には第 5世代コンビュータを基礎とした高度な

マン ・マシン ・インタフェース、会話機能、および知識ペース機能が含まれ、

有効に機能していることが必須である。

7.3.8 自動操船へのー提案

大洋航行中のような広い海域での操船ではなく船体の運動性能、操縦性能を

考慮しなければならないような狭水道や港内保船、しいては右岸燥船時の自動

保船についての展望を述べたい。展望を述べるにあたって船長や水先案内人の

傑船技術について検討すると、水先案内人は初めて采船する大型船であっても

慎重な操船で芯'岸させる。経験によって渚われた燥船技術によるものであろう
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が、現在の船位が微妙にEZI設され船の微妙な動さから出作に対する船体の応答

特性を学習し、将来位置が予測されるものと考える 間船に対応する将来位置

が正確に捲測できるようになればf魚崎は容易になろう。状況判断を加えた自動

操船方式を凶7-9に示す。この方式では緊急、11与の対応状況も状況判断に加え

て基本的な操船方法を決定する。図 7-1 0に示すように C岸壁に着岸させる

際に操船方法としてハ方式を採るかあるいはB方式を掠るか迷うところである。

風や潮の外乱、 UKCによってもまた、載貨状況によっては大きく操船に影もが

ある。経験的に学習した県船に対応する航跡パターンからとちらの方法が最適

か検討され、選択されるものと考える。

自動視船方式に対するー提案であるか、開水、相対風向・風速やむKC等の条

件に対応したfht縦に対する応答特性を抗跡パターンの形式でデータペースとし

て蓄積しておき、民過な航跡パターンの部分組合せに法づいて操船するような

万法も可能ではないか。

学習方法としては返似的事遭動方程式を求める

方法も考えられるが.燥船方法に~じた鍛跡パ?

ーンを学習，.蓄摘し.パヲーンとの比般による銀

総も人間的な方法と考える

図7-9 自動接岸の流れ図

さつ鼠

将来の位置.姿努の予浪:J機能

繰紛方法のi怠択と事Jl!F
推進織関および操舵のタイミングの判断

図7-10 自動操船方式
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7.3.9 自立航法への展望

一つの自立航法として推測i航法が実施されてきている。推測l航法は、出発点

からの時々刻々の臼船の針路と速度をもとに白船のベクトルを積分することに

より自船の位田を求める刀法であるが、絶対的な対地ベクトルを推測すること

が要となる。船舶では潮流や風庄差による真のベクトルを11十測することが、ま

た航空機でも同様に気流や風で流される分も含めて以のベクトルを計算するこ

とが重要である。

ここでは船舶における自立航法について述べる。船舶における自立航法は

(1)ジャイロコンパス(針路)とログ(速度)から自船の位置を推測する方法、

そして気流や潮泌に圧流される盈は、それまでの他の方法による船位計測結

果から補正畳を求めて首fJ正する方法。

(2)ドプラソナ一等の対地速度を計測できる機器を使mして自船のベクトルを針

is付ーる方法。

(3)レーダを用いて自船の{立山を連続して計測する刀法。

等がある。船舶でも航空機でも備すべりするように流されることがあるので、

n船(機)の現在の船首方位ではなく真のベクトルを計測しなければならなt、。

者岸している小史船が針路を反転して出航するまでの状態をドプラソナーと

ジャイロコンパスを使悶して針演iした例を図 7-1 1に示す。この例ではドプ

ラソナーは対地速度が計測されていたが、計測中のエラーデータやドリフトの

処理の問題があった。織すべりが無いlandna¥"igalionでの推測航法の実験結

果例を図 7-12に示す。この実験はジャイロコンパスと事輸にとりつけたオ

ドメータからの信号のみで彼測位誼を測定したものだが、約 1700mの往復距離

を走行して出発点までに使った時、その指示誤差はが~3 .5m となり、 02%の誤

差であった。 landnavigationの分野では、位置センサーとしてロランCやGPS

が使用され、その実験結果が多数発表されている。あるいは加速度センサーと

して新しい形式のセンサーが使用され、方位センサーとしては地磁気を検出し

て方位を計測する方式や，仮動ジヤイロを使用する方式なとが発表Eきれている。

興味深い方式としては，背の中国にあった指南車のように左右の車輸の回転数

の差から初期方位との偏差角を参考値として使用する形式も発表 2什されてい

る。

慣性航法の船舶への応用は、ノーチラス号が1958年8月に北極海を潜水して

航過して以来、もう30年来の拶である。民間の大型旅密機では一般的な航法と

して慣性航法装置が使用されているが、いまだに a 般船舶用は出て来なL、。航

空機航空機ではmisSlon t imeが最長でも 12時間将位ですむことが利用可能な

理由である。船舶では10日間"""'14日間もの航海が継続し、しかも航空機程に加
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図7-11 ドプラソナーによる

船位の測定例

図 7-12 陸上における推測

航i去の実験例

速度が早くないことから碍々の問題がある。データは少し古くなるがジャイロ

センサのドリフトについて図7ー 13 2 ~ Iに掲げる。この表にも示されている

ように船舶用!貫性航法センサとしては航空械用よりもさらに 1桁以上精度の良

いものが必要とされる。最近、 RingLaser Gyroや光ファイパージャイロの研

究が多数発表されているが、まだ研究過程にあって実際に我々が使用できるよ

うになるのは21世紀になってからであろう。船舶用に使える、極めて低ドリフ

トレートなジャイロの方式としては静也ジャイロがある。この方式は、静m気

によってジヤイロを浮上させる方式で軸受けの影却を解決し、 ドリフトレート

は0.0010 /h程度である。 ーー_M1!l之乞仁o 一一喧
市!・JIEJャイロツャイロヨ〉パス 官ネ量周ジM イロ同じように軸受けを使用しな 酷軍用ノ.，. ~_U ""./J'..::!ー一 一ーーー

~~.mゴ主こをヤル
い方式としては、超電導現匁 掛偶イナーシヤル

化において電涜が永久に涜れ _!t竜之エA'::Jー
ノ Yレー斗・ジャイロ

続11る現象、いわゆる永久電 ¥曽内向摩ソキイロ

流によってジャイロを磁気的 ドライチューシドツャイコ (7レフクスツャイロ}
党耐白白月Fジャイロ

に浮よさせる超電導ジャイロ ・・・山
ー さ o' 1 0' . 01 1 O' 1 1 0 1 6 1 0' も開発中である。現，(.f.のとこ 10 10 10 '0 10 

シャイロドリノト(度/h)
ろ小型軽量なIMU (Inert ial 

~easurement Unit)や， IRU 

(Inert ial Reference Uni t) 図 7-1 3 ジャイロのドリフトレー ト(Hl
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は開発段階の過程にある。 RLGや光ファイパジヤイロは初期方位からの偏角を

績分するものなので北からの方位を示す機能は無い。小売1で精度の良い真方位

センサーの出現が安部される。今日のジャイロコンパスは10Kgf立まで小型になっ

ているが、さらに1/10のif(さ、サイズになるには10年はかかるであろう。あま

り精度を要求しない別途には氾子回路的に偏差や自追を修正する磁気センサー

が用いられている。4li皮の到来方向を基準とするコンパスとして無線方位探知

機やラジオコンパスがある。庭近の包子工学技術を背照とした電波の到来方位

センサーとして注目すべき技術もあるので展望も含めて表 7-3に掲げる。こ

の他にも先端技術を駆使したセンサーが種々開発されつつあるが一般船舶用と

して利用可能な時期はまだ予想ができない。

表 7-3 電波発信源の方位計測技術の現況

簡略名称 発t芭語、 tt 事恒 。〉 内 容 展 望

電波六分骨量 天体 |人工永平台に乗せられたパラホラアンテナ 特殊目的に綴られよう
電波干渉it 天体 2カ所の?ンTナで受信した電波のt立網. 繍度はアンテナ間同と

(Z i) から天体の方位を計測 航空織等での幸IJm 使用周波敏に依存する
を機射している アンピギュイテイの間

間もある
GPS方位 GPS 2つのGPSアンテナを使用し.受{書信号 光フ7イバジャイロの
測定4幾何1) 衛星 の処J!:から 10秒の更新聞織でO.5度の 1I能補間用中程度の
(船上.繊よ} 分解能で方t立を計測する f貫性航法を自得とする
スペクトラム 地上 同離れた2つのアンTナで受信された.デイ 妓衡が高級すぎてこの
直後悠敏方式 送信局.シヲル待号のビット差測定によってIt澱 形式での普及は図費量
方向然知器E 人工衛 アンテナ間隔3m.符号速度100Mbps. S L A.R.形式の応用で
:ZI 星など 測定1高度1/100bitでO.9度の方位分解能 実用上大きな効実t1JJ1

をもっa 待される
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7.4 r高信頼度知能化船Jの開発

7.4. 1 r高信頼度知能化船Jの概要

昭和58年10月より半成JC年 3月まで、 6ヶ年にわt-って船橋無人化を目指し

た「高信頼度知能化船Jの捜索技術の研究開発がわが国で実施された。概裂は

1988年2月にシドニーでヲ己表されている 29)。この研究開発の目的は、エレクト

ロニクス、各磁向車!'il!rセンサ、人工衛星等の技術をiMIlし、陸上からの支援に

より船内作業の火桶句IJi戒を可能とするための、海賊ー体化の統合システム、船

体状態、およびうえ匁 .ihi忽状態等の科学的評価に基づき尼も経済的で安全な運

航のあり方をやl甑 v て、行動f乗船を行う知能システムC浮からなる。また、推進

健闘の主慌については 6ヶ月間の無開放を目標としている。

「高信頼度知能化船Jの開発にあたって、その前提となった条件の慨略を衷

7 -41こ掲げる。この加の運航については「乗組凶の作浪を原則として期待し

ないJとあるように、 Jι本的には無人航行が可能であることを目標としている。

しかしながら、完全燃人化の技術開発が達成されたとしても検討、対処しきれ

ない諸般の問題もあるので、 3人.....， 4人程度の.!UU日を想定し、非常事態時に

システムを緊急に停止あるいは回避するためのボタン拠作をするための人臼と

して考えている。

「高信頼度知能化船」を構成する各システムについてその機能の概略を友7

-5に掲げるu

表 7-4 r高信頼度知能化船J開発の前提条件の概略

1.鉛種.航路

2. i盗用法規

3.乗組員数

4. 乗組員のf'J~

5. f~重量性水準

6.安全性水準

:特に限定しない

. .現行法規にとらわれない

:少人数を想定する (3-4人.もしくは O人)

:紛の運行の全局萄における作為lil寮費IJとして期待しない

: i殴短開放間隔6カ月を考慮する

:自動化による安全性向上を図るが.船本来の後背Eに関してli

在来船なみとする

7.陸上作業員 : f.反積桟後出航までの間.係紛.荷役.船内点検.保守などは

による支獲 すべて陵上作業員により行われる

8.陸上からの通僧 :衛星通信により総合的支媛を受けるが.本船には自己完結機

指令による支ti 能を最大限に付与する

9.軽量器類の開発の :自動化もしくは高度自動化に直後関係する部分を開発する

対象車E図
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表 7-5 r高信頼度知能化船Jを偶成する各システム

システム名称 機 両E
総合巡航符I里システム 船内総合

テータi副画

陸上支綴

港内自量b航行シスァム 港内航行』主導統指

港内自己紙調'

港内総位総除

港内航路段定

港内衝突予防

総i直航iU十~システム 広i義級適航路

狭域級i直航路

局所級iI航路

Êl tb~世情銭シスァム 娘婿桟制御

船イ立~ht

曳船支t量
海象.気象状態監彼シスァム 波浪観測

波浪予測

荷役システムおよび総体状態 船体状悠監~l

IHll.姿勢制御システム 姿努百日j御

7.4.2 将来的技術の展望

「高信頼度知能化船」のプロジェクトは造船所、大学、宮公庁、および船会

社の多数の関係者により進められたプロジェクトであり、プロジェクトの内容

を細分して、それぞれの研究開発がなされた。このプロジェクトの全体的な内

存や研究開発の成果は今後さまざまな機会を通じて紹介報告されていくものと

思うので、ここではは第舌が関係したいくつかの将来的技術について述べ、今

後の動向を探りたいと与える。

(1)座礁予防システムの開発

座礁予防のためには、自船の緊急停船に要する距離以速にある暗礁、浅瀬、

あるいは陣害物の存従が正確に検知できるものでなければならなL、。水中にあ

る障害物を水平方向に検知するにはソナーがあるが、水中における音波の伝搬

経路(音線)が真直ぐに進まない点に大きな問題がある。これは水中における

寄波の伝搬速度は温度に大きく影響されることにある。一例として，水面で水

温25.60C、水深33mで水温が170Cとなる場合、伝搬速度は1528mβから1509m/s 
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まで変化する。このような水温の勾配の水域で10国の深さで水平に発した音波

は300m前方でが'130mの探さまで屈折していくのでIOOOm前方の陣書物や浅瀬を

発見するには若干仰向をつけて発しなければ到述しないこととなる。しかし、

航海中に各水深における水温の計測lということは組めて難しく、また仰角をつ

けて発した音波の反射1.1号から、 1000m前方の13頗しうる水深情報を得られる

ようになるには難しいものがある。

水中での音波の使用にはまだまだ難しい問題があることから、海図に対して

正確な位置を計測し、 î~t図との関係から前方の浅瀬や陣書物を計測する方法が
開発された。このシステムはレーダ映像と特別に作成された電子海図との映像

マッチングによる方式であり、実験結果も侵れている。陸俸をレーダで観測す

るとき、海図よの陪伴綿とレーダ映像上の陸庁線とでは、特に砂浜の場合には

一致しないことは良く知られていることである。今回のレーダ映像マッチング

方式では、特別に作成された屯子海図にi毎回上の陸作線や物標についての強度

や位置の情報に関司る同性を設けて、重み付け係数がつけられている。

このようにしてマッチング方式で求められた船位は、{也に何も支援システム

が無い海域でも、適当な角度の方向に陸俸があれば制度良く自船の位置が求め

られる。言わばあらゆる方向の物標のレーダカ位と距離を測定して海図上に位

置を記入するような形式であり、位置情報の信頼性も高~'o 浦賀水道航行中に
実験した例では絶対誤差で 70mの成果が得られた 浦賀水道のように良く整備

された水道や航路を航行する場合であるならブイに姥触しないよう分縫された

航路の中央を十分進めるであろう。このシステムは座礁予防のためのシステム

として開発されたものであるので前述の電子海凶内のデータを基礎として浅瀬

の方位距灘、~倣の危険性についてデータを出力する機能も備えている。

このシステムは他からの支援を全く受けないで白船の現在位置を自動的に測

定できる点で函期的であり、将来の自立航法の開発においても一つの柱になる

ものと思う。

( 2 )船陸聞のデータ通信の開発

鉛舶と陸上聞の通信は「高信頼度知能化船」や将来の航法において極めて毘

要な問題である。 i迫(@に関する必須条件としては

a)高信頼であること

b)保守管理が容易であること

c)各樋通(.1網間との接続が可能であること

があげられている30}。 a)は船陸聞の神経機能として不可欠の問題であり、

正確に大震のデータが通信できるものであること、 b)は機器の信頼性が高く、
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しかも通信経費も低燃であることが含まれる。 c)では電話以外の多綾なデー

タ伝送網、例えばlSD~ (サービス総合ディジタル網)等にも持続できるように

配慮されていることが含まれる。このような要件-に見合う全世界的に利用可能

な通信体系あるいは通信網としては、現在および近い将来の範囲において、イ

ンマルサット等による1ar日通信を利用する他はない。インマルサットは現在を

第l世代とされ、アナログ系の伝送方式で行われている。そのためディジタル

データの伝送には不向きなi函がある。インマルサッ卜は近々ディジタル系の伝

送方式による第 2t世代に吏代することになっており、データ伝送向きに改良さ

れ、 9600bp扮データ伝送が簡便に利用可能となる。

そこで「高信頼度知能化船Jの研究開発においては、船内で発生する多種多

様な情報の形態に合わせたマルチメディア多後化および術毘回線の有効利用に

向けて以下の技術開発が行われた。

a)船陸間通信の路データを一元的に取り抜う.it!1(;'J処用装置の試作と評価

b) 船陸間データ辿(~における経済的伝送ソフトウェア

c)船陸間での各組ニューメディアの適用

データ伝送はパケット泌白方式を録用しており、船の位置とrt継する衛星によっ

て変わる回線品質に応じた尼適な通信パラメータを設定して、伝送効率を高め

るようにしている。この袋町は，棋擬実験において回線品質のビット誤り率か

10→の状態でも9600bpsで128KBのデータを約 2分間で送ることができ、約90

%の通信効率を述成した。

このような装置が簡便に利用でき、しかも音声通信も安価に利用できるよう

になれば通信の面からも航法技術は変化していくことになろう。

( 3 )衝突予紡システムの開発

従来の衝突予防システム(ARPA )(こは知能的な回避動作機能を加えたものは

無いように思える。 r高信頼度知能化船」では無人航行が可能な技術を目標と

しているので乗組民の判断に委ねることなく、自動的に衝突回避の判断をしな

ければならない。

2船が衝突や危険な状態に陥ったとき、汽笛を鳴らして相手船に意志の伝達

を行うが、相手船積の追いによる優先順位等を自動的に判断することが重要で

ある。しかし、汽笛を附らした船舶の自動識別、帆船や週転不自由船の形象物

等の半IJ別、漁労iflの漁船であるか否かの識別等まだまだ機械ではかなり困難な

問題もある。レーダ映像から得られた相手船の位蹴悩搬をもとに、座礁の危険

も考慮しながら自動的に避航する衝突予防ロジックが開泌され、ふく奏海域に

おけるかなり複雑な見合い関係にも適切に避航することがシミュレーションで
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は検証された。また、緊急時の避航動作についても検証されたので今後、災船

笑験による検証へ移る段階にある。

( 4 )船内統合シスデムの開発

船内統合システムは凶7-14に示すように船の内外の他のサブシステムか

らの情報や自船の船体状態の情報に基づいて、 :*H!Hlの介在なしに運航させる

システムである。その具体的機能は

a)船内統括官理機能

b)船内データペース管理機能

c)船内外通信管理機能

である。

船内統括管環機能とは、本システムの中核をなす部分で、知識工学的手法

(エキスパートシステム)を採悶し、船長エキスパートシステムとして高度な

判断処理を可能にしている。運航状態に応じた航泌形態の切り換えや各種シス

テムの状態監視、船内データの処理と判断およひ白動保船の各機能を実行して

L、る。

船内データベース官思機能とは、自動運航および統治官慢のために必要なデ

ータをデータベースという形で一元的に管理し、週間するものである。

船内外通信管理機能とは、船内通信および船陸間通信の管理を船長エキスパ

ートシステム内で行わせ、統括管理する。つまり、船内統括システムが判断に

~ 様よ文民サブシヌ子ムとのi量ft
腎古島、 基本績行計直

- '"  .買9l.気象，湾Ot情頗
f 、 各樋f邑令
/ '¥ N容積報告等

l7 V¥ 

S-L 

Gとごン

図7-1 4 鉛内統合サブシステムの構成
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必要とする各種データを船内LAXを通じて収集し、船長エキスパートシステ

ムからの判断結果、指令を各装置に伝えること、また、必要に応じて気象 ・海

象情報、運航情報、あるいは緊急事態の発生などの船陪開通信を行うことをい

つ。

以上は「高信頼度知ijt化船」のために開発され、昭fll63 if.度にシミュレーシヨ

ン実験まで実施されたものの一部である。平成元年度に-$を東京商船大学練

習船汐路丸に終戦して尖船尖験を実施した。 ここで開発された筏術は近い将

来船舶の運航、航法技術のーっとして現れてくると考えている。

7.5 次世代航法技術への課題と展望

7.5.1 電波航法システムと通信システム

次世代の電波航法として、 GPSを軸とした研究発裂が盛んである。 GPSの宇

宙セグメント(衛ht部分)の完成時の精度予測や米国政府による安全保証上の

理由からの精度劣化がとりあげられ、いかにして制度を保っか、あるいはGDO

Pの低下している地域や港湾、あるいは一層の制度を唆求する空港などの特別

な地域での疑似後'Ifilの配置などに妓術開発が向けられている『また、 GPSでの

ディファレンシヤル方式もRadioTechnical Commission， Special Committee 
101において詳細が規定されている。具体的な補正データの伝送方法(データ

リンク)も有線、主義線級送や中波ビーコンの利用など多段姥表されているもの

の本格的には運用されていない 著者は多数ある電波航法システムが精選され、

G PSならばGPS(こ統合・元fじされることには賛成するものである。一時のオメ

ガ航法のように、全世界的システムとして「補正すれば実用的な精度が達成で

きる」と期待された航法システムがあったが、期待した程の位置精度は得られ

なかった。 GPSではそのような事はないと倍じるが、 GPSの衛星が設計数分だ

け打ちょげられてシスデムが早期に完成することを願うものである。ちなみに

現状 (1988年11月)における陸上走行中のGPSによる測位結果を図7-1 5 
に示すが、この状況ではランドナピゲーシヨン周には厳しt、。 今回、 GPSの

利用が騒がれているが、これを一時の流行で終らせることなく真に全世界的な

システムとして利用できることを願うものである。加えて、このように大きな

測位システムが一国だけの予算によって運用されることなく、仮に衛星測l位シ

ステム条約とでも呼ぶなら条約加盟国の総意の下にシステムの仕様、性能が定

められ、 技術的にも経済的にも加盟国全体で運用すべきものではないだろうか。
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図7-1 5 鐙上走行時におけるGPSによる測位結果例

電波航法システムと通信システムは閉じ電波を使用するl蕗からは総合できる

ものであり、 INMARSATの標準Cのように通信と測位の両機能を兼備したもの

が間もなく(1989年6月)運用されようとしている。このような機能は利用者

が待ち望んでいた装置であり、装置の価絡的な問題と通信測位経費が合理的な

ものであれば相当に普及するであろう。ただ、この照準Cでは音声通信ができ

ないが音声による通lo:iは人間的な基本的欲求でもあるので近い将来、"標準D"

なる仕様の出現を待ち望むものである。

その時、利用者はこれまでにも多くのシステムに合わせて、個々の受信シス

テムを購入し使用してきた。新しいシステムの探用と普及で、すぐに陳腐化し

用をなさなくなることのないような、将来的な配慮が要望される。軍用の機器

ではよ述の傾向がさらに早い周期でシステムの変~が行われるために広帯域送
受信機、ディジタル信号プロセッサ、 CPU、返示出)J、入力キーボードを備え

てシステム変更はソフトウエアの変更で対応する形式の装置もある31)。民間

用では購入時の初期投資額が高くなると購入時に問題となる。

近年、電卓は大量生産され、 500円程度の原価の汎用電車LSIチップに利用者
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の要求に合わせたキーボード、表示器やケースをつけることで安価に製造され

ている。 GPSが照準的な電波沸l位システムとなるならば~;本的な信号処理部分

は世界的に共通するようにLSI化しておき、あとは個々の利用者の目的用途に

合わせたソフトウェア、ケース、および表示出力袈躍を備えさせれば良い。 l

万円以下で買えるm41サイズの国際標準型GPS受旬機やポケット衛星電話は可

能だと考える。

7.5.2 自立航法から自律航法ヘ

次世代の航法妓術の3つの形態として

a)画期的な技術の開発、出現

b)従来筏術の尚度化

c)従来伎術を組み合わせて機能を補完し新機能を作り出す

が考・えられる。

これまで船舶や航空機の航法は地文航法や有線界航法で周囲の鼠色を頼りに

位置を認識し、航海、航空が実行されてきた。しかし視界がJ尽くなる霧中等の

ように虫色が見えなくなったならば使えなL、。星や太陽等の天体を使用する天

文航法も時間的な制約と天候の制約もあるので十分な自立航法とは言い難い。

従来の鉛舶は自立航法の第 l世代であったと考える。 r自立」とは外部から支

径を受けずに測{立が可能なものと考える。さて、天候に左右されない、つまり

全天候型の航法システムとして電波航法システムが目的、用途、使用範囲に応

して多数のシステムが開発された。

しかし全世界どこでも使用できる精度良く位置の求まる電波航法システムは

完成状態のGPS(こ期待されるのみである。そのGPSも制度劣化や期待通りの良

L 、GDOP値が得られるか否かにある。外部からの支援電波によらず、自立航法

装置として慣性センサーを使用した方式が研究されている。

さらに測定された粘度の良い位置を基礎として、自己誘導機能によって目的

地へ向かつて航行していく自律航法へと進む。陸上や遠隔地からの誘導が困難

であったり、誘導や支控が突然、断たれることがあっても自船自ら航行できる能

力開発は進められるべきである。自律航法のためには自律航法に加えて、外部

からの気象等の情報iiulJに支挺され、自分自身で目的地までの航海計画を立て

て進行できる自体航法が次世代の航法技術と考える。これらの関係を図7-1
6に示した。

一般船舶用自立航法についてはその心臓部となる高制度慣性センサーの開発

に将来の発展、応用がかかっているが一般船舶用のセンサー開発は経済的に難

しいであろう。むしろ自動車用に開発される高粕度な慣性航法センサーか、あ
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るいは画期的な技術箭新による新しいセンサーの出現によることになろう。

~国→|電波航法|→ |自立航法 | 一 一
夫支‘地文 地上i制面局 IN S.各種センサ I

7.6 おわりに

人工衛星 レーダ l 

i自律航法|
自己誘減.

自船および周辺の状況計溺

|情報支援j _j
気象 ・ 海象. 交通~況.

各種規制

図7-16 自立航法から自律航法への発展

次世代における航法技術について、現在の技術水準を基礎に勝手な推測を加

えながら述べた。火航海時代の頃から航海、航法は米知なる領域に進むという

ことから当時の先端妓術が駆使され発展してきている。 Space~a\'ig3tion につ

いては現代も全く同じである。つl、20年前までは高価であったクロノメータと、

同じ精度の腕時計が今日では使い捨てされる程安価になった。自立航法に{交問

する慣性センサは現(1:では極めて高価であり、まだ一般船舶用のものは考えら

れないが、周辺技術の同期的発展に支えられ大悦生産されるようになれば、一

昔前のクロノメータとなるのではないか、そして、今日騒がれているGPSも斤

の航法として勉強する時代が来ると考えるのは早過ぎるだろうか。
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8.結言

本論文は自作航i去を目指した舶用レーダ映像処J1p.に関する基礎研究について

述べた。本研究では、 )I~礎的なレーダ観測や橋梁によるレーダ映像への影響調

在に関する観測を多数[tI]尖施して多くの知見を収集した。これらの観測から物

標(船舶)の判別の品礎となる貴重な知見が得られ介。つまり、 「小さな物僚

でも形状の影響はあるが反射波は観測される。あるいはF大な物標であっても

対向する面のわずかな反射面が有効な反射面となるだけで照射ビーム簡の範囲

をこえる部分は反射波の受信強度にはあまり寄与しなL、。また、アンテナの高

さにほぼ対応する高さの部分(鉛直になっていることがほとんとであるので)

が反射の強度に大きく現れる。したがって、巨大な椋造物であっても電波が照

射されるわずかな部分の面積を考慮しておけば良L、Jことが分かり、船舶の

外形や上甲板上の構造物のイI燃が分かることを夷付ける。これらの結果から、

貨物の積載状態で船の唄水が変わり、海面上からの船側部分の高さが変わった

均合でも、その反射強度の変化は大きくは現れないので総トン数の計測が可能

であった事実と整合する。この事実から、レーダ映像と船舶の総トン数がレー

ダ映像の分布面椴や反M強度の平均高さとの比例関係を持っていることが示さ

れた。総トン放400トンを越える船舶に関しては、レーダ観測による総トン

波の推定がほぼ可能になったと考えている。

PPIレーダ映像においては点として認識してターゲットの位置(方位と距

熊)を観測していたものが、その点を拡大表示することにより、特徴が現れて

多くの情報を見て取れることが分かった。この観点から比較的大きな船舶のレ

ーダ映像からは船紬の判別も可能なことを述べた。船舶を判別 ・類型化する襲

来となったのは、出維な僻造部分では多重反射のために反射信号が伸びる傾向

にあることと、 fl管造が視維なところでは、数回にわたる反射があるために反射

波の僑波面が回転していることである。つまり、照射した偏波商に対する反射

波の僑波面の成分比中は構造の緩緩さと相関性があることを観測結果から示し

た。観測例からも船側の平綬からの反射は水平偏波成分が卓越しており、船積

を含むマスト部分からの反射波には垂直偏波成分が多く含まれていることを示

した。しかし、ほとんどの船舶がそれぞれ固有の構造 ・形状を有しているので、

全てを正確に判別することは肉眼でも難しい。またレータa映像に船舶の構造の

特徴が現れに くいアスペクト角の場合の検出の困難さの克服と自動的な判別方

式の検討が今後の研究ぷ姐と今えている。

判別 ・判定された船純、アスペクト角、総トン数を寝京として、レーダ映像
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を烏甑図方式で'.1A1)ミずることをを試みた。このjjJt.は直感的な問囲の状況判断

に適している 今筏はそれらの情報の信頼性の向 Iこを凶ることが鍵となるが、

昭昧な情報であったときの点現方法も検討を!援す・る。船純、アスペクト角、総

トン数を安京として、1'P1方式を烏撤図方式でt<示する。映像の特徴をlH見
ずる船舶の形状は、 t: Il'板ヒに予め緩類によって定めた綿造物を付け加えるこ

とで、これまでの抑~，tと位置だけの情報しか;t<Jll しなかったものが、周聞の状

況判断に布効な映像を公示することができるようになった。船舶の映像表現の

際の信頼性にはまだ検討と改善を必要とする部分が践る。たとえば、映像表示

の際の尺度比、つまり、単純に造方にあるからと小さく去現すると目的である

船舶の後頭やアスペクト ffjを遜切に表現し、正しくレーダ観測l者に伝えられな

いおそれがある。しかし反面、遠方にある物僚のf量級を正確に表現することは、

レータ観測で何られている映像データが少ないことから船路の識別も容易では

ないので、峻日米さのお1見と映像の大きさを対応させゐこともひとつの方法であ

ろう。

未来の船舶に関するレーダの役割を含む全体的なnllt航法の体系についても

考察した。レータは他からの助けを必要としない自己完結の航法システムであ

る。予め海凶などのiVl仰があれば沿岸を自動的に航海することができる。レー

ダ映像と電子:毎回との映像マッチングにより白船の位置を求め、さらに周囲の

船や障害物を自動的に検円することができれば無人化船が実現できる。調位の

ためのレーダ映像のマッチングでは、偏波函回転1¥'1や符合化レーダレフレクタ

のような電波式の航路枯し誌の建設 ・整備が進むことによりその効用はさらに人

きくなる。しかし、刻印はまだその後な整備は進んでおらず、また、電子海凶

とのレーダ映像γッチングの粕度が向よできるための脳性などもまだ考慮され

ていない。

レーダを使用する航法は自立的であり、他からの支援がなくても航海できる

点で優れている。その観点から、レーダ航法は自立航法である。さらに航路の

選定や衝突回避などを自分で判断できる能力を持つようになれば、自律航法と

なる。しかし、気象i匂;~の変化の予測なと広い範囲の観測データを得ることは

できないので、気(~データの提供の支援は必要である。そこで、将来の船舶航

法としては「外部から情報支媛を受けた自律航法」が版関されるものと考えて

いる。 レーダによる物棟の判別、障害物の判定、レーダ偽{象の低減やその判定、

周辺の船舶との自動的な通信、電波式航路標識 (航行捜助施設)の整備が基俄

となると考える。

情報の信頼性の向上には、対象とする相手方との適切な通信の確保が肝安で

ある。紹手の議別が難しい海上において、通信したい相手方を呼び出して出船
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の意志確認や衝突 ・陀t症を防ぐための行報の伝述が['j動的にできるようになれ

ば、海上における各捕の災特 (i毎鐙)の防止に大きく良献する。しかし、海上

での通信は、航行している全ての船舶の動静を把がしているような管制センタ

は無いので呼出符りも分からないのが現状である。そこでこのような現状を改

苦できるように、地球上の経純度を呼出符与とする.iui1:1辿絡システムの開発を

提案し付録で述べた。保知、識別そして通信は航海の安全を確保する基本であ

る。

今後に残されている服組は、垂直儲i度成分の受信{弓号の活用と自動識別であ

る。水平{扇波で送IJ し、受信した反射波の波汚とlH~i偏波成分を受信した波形

との間に大きなiH'(が見られた。垂直偏波成分での波形は、全体に滑らかで丁

度消幅平野域幅の狭い刑制穏でI曽幅したような、宮い伴えるとローパスフィルタ

を過したような波形になっていた。観測で使用した中!I¥lm]波地幅器の稽域幅に

主があったが、 illul fI，~ if;主成分の受信波形はこのfi?域幅の泣を紐えていた。この

問題も船体椛造の識別に大きな鍵を与えてくれる可能性があるので、今後も研

究誠査を続けたい。

また、偏波面回転型のレーダレフレクタを紹介したが、さらに進んだ祭給危

型の符号化レーダレフレクタの容貫録的な研究開発・応別も進めたt、。そのよう

なレーダレフレクタを船舶や浮僚にも装備させ、レータ映像に特徴を付けさせ

るなとの積僚的な対策も検討して行きたい。

今後もさらに多放の観測結果を積み重ねて、舶用レーダのより確かで有効な

利用が可能になるように労力する所存である。

この研究が海難lH依の減少の一助となることを願うものである。
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付録

付-1 レーダと連動した情報通信と識別

レーダの電波に情報を載せる方式、陸上のレーダJ，_Jで観測'1した映像を処理し

所要の情報をデータ伝送して画像を構成する方式、データ通信機能を持つレー

ダ・トランスポンダによる方法およびGPS受信機を述動させた緯度経度を呼

び出しコードとする国際港湾無線電話通信システムについて述べる。

付1一 1 レーダ・ アスベクタの研究

[概要〕

レーダのパルス繰り返し周期を1000μSから1400μSまで変えて、各周期の

依に予め定めた情報の内容を設定しておく。 針路および速度のほかに操船の

意志情報 (右転、 Ji:転、 u'i進、減速、地速、後進など)の的報を周囲の船舶に

送信する。 情報を知りたい相手船のレーダ電波の繰り返し周期を測定すれば、

これらの情報がわかる。

レーダ ・アスベクタの研究

1.まえがき

近年、港湾や狭水道において、かなり船舶の組事実する状況が見うけられる。

このような水域では、航海土には栂当な注意力が~求され、周囲に存在する船

舶およびその他の附古物との衝突や接触を避け、安全に航行していかなければ

ならなし、このため、このような水域における航海士のJbl:大の職務となるのは，

H 見張り"である。特に他船の運航状況を適確に把握することが大切で、危険

な状況に陥る以前に起こりうる危険を察知し、早期に危険を回避していかなけ

ればならない。このような状況で船舶間通信は、きわめてその重要性を増し、

国際VHFや衝突予防レーダ等の通信手段に頼るところが非常に大きくなって

いる。しかし、これらの通信手段ではまだ不備な点が多いため、より有効な通

信手段が必要であると考えられる付)(5) (7)。

船舶の姿勢、見合い関係が即時にしかも適確に把出する装置としてレーダ ・

アスベクタの開発がなされた。この装置ではレータから発射されるパルスの繰

り返し周期を変調しているが、このパルス周期をより多くの情報内容 (針路、

速度、操舵、機関使用、その他)に従って制御し、レーダによりこれらの情報

を送受信するデータ通信装置の試作および実験を行ったので、ここにその結果

を発表する。
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2.通信システムに要求される基本的な要目

イ也拍との衝突の危険を早期に推定する要Aとして、

1 .他船の位置

2.針路

3.速度

4.慢舵

5.機関操作

を挙げることができる。これらの情報を知ることにより、自船が他船と衝突す

るか否かの推定ができ、状況に最も適応した衝突阪触を回避するセめの動作を

とることができる。

また、

1.行き先

2.船舶の長さ、 トン数、喫水

3.危険物の熔般の有無

がわかれば、今後の他船のとるであろう動作及び針路と、衝突回避にあたって

の運動性能が把慣でき、効果的な衝突回避のための動作を行うことができる。

このような口的のために、さきに述べたような梢傾をifjるための種々の補助

的手段が使用されている。それらの中で特に有効と忠われるものとして、衝突

予防レーダと国際VHFがある。一般的な衝突予防レーダは、レーダでとらえ

た他舶の針路と速度の数分間のデータを処理して、他船をベクトル表示し、ま

た他船の危険水域への進入をアラームで知らせることができるようになってい

る(2)。国際VHFは、航海士どうしが直姥通ぷできるために、意志の交|裂が

可能で、衝突を阿避するために磯実な協力動作が実行できる。しかし、これら

の補助手段にも次に示すような問題点が挙げられる。

衝突予防レーダでは、

1.表示されるベクトルが過去の数分間の情報に必づくもので、現時点の情

報ではないこと

2.変針、変速時においては、相手船の追跡に誤差を発生し、正確なベクト

ル表示ができないことい}。

国際VHFでは、

1.呼び出しに時間がかかり、逸話全体でかなりの時間を要すること。

2.相手船の船名が判lらなければ呼び出しが行えないこと。

3.対外国船の場合、言語上の問題があり、内容が粗雑となったり、情報量

が希少となったりすること。

このようなことでは、情報量の割に時間を費やし、そのうえ航海士の負担が
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大きくなる。

船舶が輔教する水域においては、航海士は見張り及び操船に専念することが

盟ましい。従って、これらの職務を補助する情報公検システムは、次のような

条件を具備している必唆がある。

1 .航海土の負担とならないように、自動的に情報を舵供するもの。

2.航海士の衝突回避の判断に良い援助を与えるもの。

3.情報の信頼性が?，':jl、もの。

4.取扱いがやさしいもの。

5.時々刻々に変化する情報が交換できるもの。

このような条件のもとに開発されたのが、レーダ ・アスベクタである。

昭和 50年 10月の航海1:会講演会で発表されたレーダ ・アスベクター I刊 )

では、レータアンテナの船首方向からの回転角に比例したパルス繰り返し間期

を出カする装置が試作Zされた。受信船舶は他舶の出すレーダ波のパルス繰り返

し周期を測定すれば、他船のアスペクトアングルが平IJるという方式である。

そして、これらに改良を加え、情報量をかなり増大させたもの (3)がレーダ ・

アスベクター 11である。このう安置では、情報内符を数?符号に変換し、これ

に基づきレーダfEi皮を制御して情報交換を行う。この通信システムの効果とし

て、

1.現在の情報を正確に、瞬間的に受換できること。

2.重文字符号変燃により情報量が増大したこと。

3.自動的に通信を行い、受信した情報内容は見やすい文字及び数字表示を

すること。

4.見張り業務の妨げとならないこと。

5.取扱いが容易であること。

が挙げられる。

このようなレーダ ・アスベクター 11 につき、送受信装置を試作し、実験を

行った。

2. 1.通信原理

レーダは、一定問期でパルスを送信する装置であるが、このシステムにおい

ては、レーダのパルスJo'i]期を制御し、情報を表わす数字の組合せとしている。

送信しようとする柄報内容に相当するパルス周期の組合せとなるように トリガ

パルスを発生させ、これに従ってレーダアンテナからパルス波が外部へ送り出

主れ、情報が送信される。受信側はこのパルス間期を正li(fに測定することによ

り情報内容を受け取り、数値及び文字を表示する。{変則する周期は 1000μ 
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S~1099μS とし、これらの下 2 桁の数字に :k 付 1 -1 -1に示すよう

な意味を持たせた。
表.付 1ー 1-2

表.付 1ー1-1 情報交換用コード 送信パルス周期と方位幅

パルス繰泌し }.'.JJUJ 1λl 2号 数 111¥ パルス川IUJ 方{立恥i

100 0μs-1003μs コースの 10 <の折f 0-3 1 1 0 0μs 0000-009" 

1 004μs-1007μs .al免の 10の桁 0-3 1 1 0 1μs 0100-019。

1 0 1 0μs-1019μs コースの 101の桁 0-9 1 1 0 2μs 0200-029' 

1 020μs-1029μs コースの 100の材i0-9 1 1 03μs 0300-0390 

1 030μs-1039μs ):t度の 100の桁 0-9 : 

1040μs-1099μs その他のい綴悶 1 1 35μs 3500-3590 

104 0μs~1099μSについては、同際信号;句の一字符号のような形

式を対応させることを々えている。例えば、受{J間期を 1050μSとすると

表示は rTurnto the rightJとするものである。

また、この通{，iシステムでは"呼び出じ'も数倒情報として行う。自船から

他船を見る真方位に1<.f寸1-1-2に示すような数字のパルス繰り返し周期

を10度の幅で送{i:;し、相手船に自船との情報交燃の意志と相手船側から送信

してほしい方位を示す方式としている。

2. 2.通信方法

相手船との交信が完了するまで

を例をあげて説明する。いま、図 N

付 1-1 -1のように八船がB船

をレーダのPPI嗣面上で 056

度の方向に認めたとする。 A船は

B船から情報を送信してもらうた

めに所定の呼び出しを行う。つま

り自船レーダの送信機を強制同期

して、スキャナーが真方位050 A船

度~059度の聞を帰引する時は、

パルス周期を 11 0 5μSで送信 図.付 1ー1-1 他飴の呼び出し

する。 B船はこの呼び出し信号を

キャッチすることにより奥方位050 度~059度を知り、反方位である 2 3 

0度~239度の方向にだけ情報の送信を行う。後は送受信装置を作動させて

おけば、自動的に情報交倹が行われる。
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3.通信システム

3. 1.送信装置

試作した送信装置は図.付 1-1-2のブロック凶のように偶成された。

~ 
JUfli 
速 度

その他の情報 .ー

船首級信号 ------' 

モード切舘 一一一」

『
置
戸

一
装
一

一
信
一

F
g
X
九 庁長37

F斗函
図.付 1-1-2 試作したレーダアスヘクタの偶成

3. 1. 1.テrータ ・セレクタ

コース、速力、その他の情報を数字符号に置きj換え、ディジタルスイッチで

B. C. D. (Binary Coded Decimal)コードに変検し、データ ・セレクタへの

情報入カとしている。

受信側で十分相関回数がとれるよう、レーダ画面よを 10回スキャンする聞

は、前半の情報内容、次の 10回は後半の情報内容を出カする。またMODE

の切り替えスイッチを設け、 MODE1 とした時はコースと速力だけ、 ~OD

E2とした時は全ての情報内容を出力している。

3. 1. 2.パルス変調器

データ ・セレクタから出カされた数字符号に 1000を加えたものと水品発

慌器で発振された lMHzをクロックパルス積算器で指呼したものとの比較一

致をとり、一致したとき、比較一致パルスが出力される。このパルスを単安定

マルチパイプレータで波形嘘形し、さらにパルスt首相周トランジスターで増幅

してレーダへのトリガパルスとしている。
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3. 2.受信装置

3. 2. 1.受信回路

ぷ作した受信装置の綿flXは前出の図.付 1-1-2に示されている。

受!自されたデータパルスは検波地幅回路で雑音を除去され、 t首相されて所要

のバルス幅と信号レベルをうえられる。

3. 2. 2.周期測定比較回路

受I，JIJ号は周期測定カウンタのリセットパルスとなり、次のパルスが入るま

でカウンタを働かせ、 f&l期を計数させる。測定された周期は一時保持されて 1

000μS"""1099μsγ該当するか百か判断され、該当するものについて

は劃定.li:t月の下2桁か加点内容として相関回路に入る。

i )四捨五入回路

送信践と受信機のクロック周波数のずれにより、位相誤差が生じる。周期

のislJ定誤差をなくすため、 1 OMH z の;J(Ù~I発仮器を用いて、 O . 1μSの

単位でカウン卜し、四捨五入して lμSの中位にまとめて、パルス周期を読

みll'l(るようにしている

i i )パルス周期 1000.....， 1099μS以下の判別回路

受信されたパルス周期の値が 1000μS以上 10 9 9μS以下であるか

の判断をマグニチユード比較器により 10の位の"1"と10 zの位の"0" 

を比校することによって行っている。この純間内のパルス同期の下2桁の値

は比較自脅から出力される一致信号により、 RAMへの書き込みがなされ情報

内'8として記憶される

3. 2. 3.相関回路

受IJされた同一内容の回散が自船側で便宜選定した相関回数以上でなければ

表示しないという処理回路とした。相関用RAMに記憶された同ー間報内容の

偶数が、予め設定した相関回数以上でなければ情報からの比較喧政信号が出力

されず、表示用RAMへの占き込みがなされない。

3. 2. 4.マイ クロ・ プロッ セサの使用

3. 1および3.2で述べた装置は多数のゲート回路やカウンタ回路などの

ICを使用して試作された。この装置では相関岡路の処理能力やぷ示回路の機

能が制限され、また変史や拡張は容易ではない。マイ クロ ・プロセツサは処理

泌度が遅いので、周期測定回路やパスル変調回路の機能までも含めると処理能

力を越えてしまうことになる。マイクロ ・プロセッサには相関処湾、コード変
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検処理および友示制御機能を実行させることとした。

図.付 1-1 3にマイクロ ・プロッセサを使用したレーダ ・アスベクタの

構成を示した。

---:z..> 
受信用yンァナ

パス ライン

ー三三ー

Example of Dlsplay 

αス』司SL103 • SPEED 24Kno t s 
Turn to the left 

図.付 1ー 1-3 マイクロ ・プロセッサを使用したレーダ ・アスペクタ

受信検波、 fli]矧測定比較回路では悩手続内容に相当する 2桁の数億情報を、マ

イクロ ・プロセッサに:tlJり込み処J1Rさせるため、比較回路出力により割り込み

は号を発生させている。自船の針路と速度は自動的に入)Jさせるためにインタ

ーフェース回路を設け、また相関処均の係数や旗りゅう信号の 1字符号に相、ヨ

するような情報についてはキーボードから入カできるようにした。パルス変説

穏では、送いする級位情報をマイクロ ・プロセツサから受けて、周期変調され

たパルスを草次発生させ、増幅したのちレーダ装置を強制向期させるトリガを

出力している。表示袈置にはキャラクタ ・ディスプレイを使用したので、他船

から送信されてきた情報がコード変検されたものを表示することが可能である。

例えば下 2桁の数{Illが50であって、この数値の情報が rTurnto the rightJ 

に相当するコードとすると、マイクロ ・プロセッサのコード変換機能によりキャ

ラクタ ・ディスプレイに上記の文zyが表示される。表示安置やキーボード等に

ついては一般的なものを使用したが、レーダ ・アスベクタの機能に合わせて簡

略化することができる。マイクロ ・プロセッサを使用して処理する方式に改良

したので、ソフトウエアのレベルで処J1ll方式の改良や変史が容易になった。
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4.実験と結果

4. 1.実験方法

4. 1. 1.室内実験

i)有線による実内実験

試作送信装置から発生されるトリガパルスを、試作受信装置の信号入カ端

子に同軸ケーブルにより目係搾続して、情報の伝送状況を観測した。

i i )ガンダイオード発仮器による実験

悶.付1-1 -4に示唱ようなガンダイオード発揮器、ピンダイオードス

イッチ、アツテネー夕、ホーンアンテナにより椛成した。ガンダイオードは

定屯庄を加えるとマイクロ波を発展し、ピンダイオードは電話:が流されてい

ると、通過するマイクロ波を大きく減衰させる栄子である。ピンダイオード

スイ ':Jチに試作送信袈置のトリガパルスを地幅して加えると、ガンダイオー

ドのマイクロ波がパルスとなって、ホーンアンテナから送信される。受信機

ではこのパルス波をホーンアンテナで受け、クリスタルダイオード検波器で

検波しビデオ増幅した後、ぷ作受信織に入れ、送信された情報内公を知る。

塵亙生凋

図.付 1-1-4 ガン・ダイオード発振器による実験

4. 1. 2.他の電波の混入による妨害率の測定

図.付 1-1-5に示すように、試作送13装置のトリガパルス出力端子とマ

イクロ ・プロセッサを使用した受信装置信号入力端子を直接接続するとともに、

{ヨサ入力端子に妨害波発生器で作り出された妨苫波を混入させ、受信された情

報はすべてタイプ印刷させた。妨害波は、 d式作装置から出カされるトリガパル

スと同レベルとし、周期を 10 0 0μS、 11 1 2μS、 1 2 5 3μS、 14 
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二レーダ・アスベクタ
千マイクロプロセッサ

使用~

2 9μS、 1 9 8 8μSの場合につ

いて妨害率の測定を行った。妨害本

はタイプ出力ぷ示されたデータ個数

中に含まれる送信情報と異なるデー

タ個数の百分率化とした。(実際の

実験では送信前線は針路 10 3度、

速度 24ノットとした。従って数字

符号ではo1、 1 0、23、06、

34となる。)

図.付 1-1-5 妨害率の測定方法

4. 2.実験結果

4. 1. 1.の誼内実験の結果としては、

1 .送信情報内符が蛍光表示官に確実に表示されたこと。

2.送信情報の変更に対して同時に受信袋置の表示変9:!が行われたこと。

以上の点が確認された。

4. 1. 2.の妨害本測定実験の結束を図.付 1-1-6に示す。

妨害率 10%の時は、数字表示管の表示には全く影響がみられなかったが、

妨害率が 20%のところからちらつきが見られるようになり、誤った情報が受

信されていることが観察された。妨苫本が34%では、もはや情報内容がはっ

きりと読み取れない状況であった。

同レベルで同間期の信号が入 (%) 

ってくると、現在の試作装置で 。
結果はその中から情報内容を取 妨

り出すことはできない。妨害波 書

の周期が 1000μSの場合に 50 

は妨害率 100%となるはずで 揺

あるが、実際には初級周期が変

動しているため、たまたま受信

される場合が生したもので、妨

害本は 100%とならなかった。

。
100。 1>.。 1400 180。

筋書aの綱期

180。 ..0。
(" $) 

尚、この実験は、妨苫波が信

号波と同レベルの場合で、現在

図.付 1-1-6 妨害率の測定結果

の試作装置にとって最もきびしい条件で行われたものである。実用上では、組

員立の相手船までの距離の遠近や、レーダの出カに応して受信装置の感度を制御

することで妨包を緩和することができる。
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5.まとめ

5. 1.問題点とその対策

1 )白船レーダ・ムコーの影響の除妾

この通信シスヶムにより相手船と情報の交l換を行っているときに、相手船の

発したレータパルスと臼船の発したレーダパルスの反射波との区別がつかず、

混同して受伝しているときは、通信内容の受1..;が乱されてしまう。本装置では

1000~1099μSまでのパルス周期についてのみ情報内容として受信す
るので、その情事実内谷の聞に自船の発した反射波が混入しては情報の受信がな

されない。このため、 n船の発した反射波は除去して、{色船からの情報のみを

受信するようにしたL、。反射波はかなりの減交があるので、リミッターにより

スレッショールドレベルに達しない場合は受{乃されなL、。しかし、スレクショ

ールドレベル以ょに受口される場合のために、レータトリガパルスから 10μ 

Sのゲート{Jりをつくり出し、 STC回路にかけて自船の反射パルスにゲート

を施し、受信しないよう除表する。

2 )波紋位の同時送信に対する処理

複数隻から発せられるパルス波を各々の船舶につき区別して情報交換しなけ

ればならなL、。この通信システムにおいては、特定の栂手船に対して呼び出し

を行って通信をするので、ある程度の方位分解能を持ち、区別がなされる。同

方位に距厳だけ異なって 2隻以上の船舶が存在する湯合は、各々の相手船に対

して正確な情報炎換は試作した通信装震では行い狩L、。しかし、この問題はコ

ンビュータの下記のような使用で可能である。受白器内に入るパルス波はラン

ダムな綾数の相手船からのパルス信号である。相手船のスキャナーか白船に向

いて送信を行っている問は、一連の周期をすべて受1.1測定し、その中から、げi

報としての周期性をもつものを時間相関作用を持った相関器を返してフィルタ

ーをかけ、複数佳からの情報を分離して、主主列に受信させる。最初に受信した

パルスからフィルターにより 1000μS以上 11 0 0μS未満か否かについ

て所定時間偏について相関処理させることを検討している。

5. 2.将来に向けて

レーダ通信システムは本来一定であるところのパルス周期を変動させ、その

数値に情報として意味をもたせ、船舶聞の冗いの的報交換を自動的に実施しよ

うというものである。その最大の目的は、船舶の衝突防止のために航海土に対

し、自動的に確実な情報を提供し、よりよい援助をうえることである。

この通信システムを、このような目的のために実用していくよで、解決すべ

き問題として、次に示す事項があげられる。
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1 .コ ンビューター使用による綾政隻に対する処理に関すること。

2.法律よの規制があること。

しかし、この)illIJシスデムの利点は、

1 .現在の最新の川報を交換できること。

2.自動的に、しかも瞬間的に情報交換ができること。

3.見やすい数'N.示、文字表示をすること。

4.既存のレータに簡附に付属させることができ、しかも装置が安価である

こと。

で、既存の補助手段に比べ、非常に効果が大きいと思われる。従って、先にあ

げた問題を解決し、実用化すペく今後検討する予定である。
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付-1-2 マリトラビジョ ン・ システムの研究

[概要]

陸上のレー夕日で観測した映像を処理し、映像をm成するための情報を予め

定めたコードで送はする。また、船舶の種類や行き先や工'jl区域や規制など所

要の情報を伝送する。 VHFまたは中波での無線伝送による方式で設計した。

マリトラビジョン ・システムの研究

1.はじめに

海上交通官制システムにおいて、陸上の管制室で監視する情報処理されたレ

ーダ ・ディスプレイは、船舶の運航上有用なれ守徹が衣示されている。これを船

舶上でも見ることができれば、自船の置かれている状況、他船の針路、速力、

船穫、行き先及び彼1突の危険度など種々の情報を仰ることができる。このシス

テムはショータr ビジ三ン (Shorder-¥'ision: Shore Radar Tele¥'Isionの略)シ

ステムと呼ばれている。

このシステムの受信側に通常の家庭用テレビを用いることができれば、大変

安価に情報を得ることができる。レーダを装備できないような小型船にも普及

させることができ、海上の安全に大きく貢献すると考えられる。

しかし現実には、商用テレビ周波紋をこの目的に利用できる可能性は低い。

ぶ研究では他の方法として、現在交通官制のラジオ紋送用として割り当てられ

ている 1665kHzの周波数で、ビデオ情鍛を船舶に伝送するコード伝送方

式について検討した。ー応、の結果を得たのでここに綴fきする。

本研究は従来知られているショーダビジョンシステムとは技術的に多少趣き

を異にしているため、特に「マリトラビジョンJ (¥bri -Tra-¥'i sion : ¥Iarine 

Traffic Televisionの略)と名付けることにする。

2.マリトラビジョン ・システムの利用上の要件

2. 1.表示情報の種類

海上での事故の1Il倍原悶についてアンケートした結果によれば、

・睡眠不足や過労・によって思考カが低下していた。

-緊急時に定石通りの操船ができなかった。

. t期合上必要な栂識等の不在、または視認困難のため注意を奪われ過ぎた0

.特定の船にi主愈を海われ過ぎた。

等が上位を占める。マリトラビジョンによって適切な情報が与えられれば、俊
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鉛者・の状況判断を助け、 m放の軽減に役立つであろう。この観点から本システ

ムに要求される表示情報を列挙すると、

a.線で表す制報

陸岸線、避険線、航路線、港域線、位以}.t昨日線

b.シンボルでぶす情報

燈台、プイ等の航行提助システム、開笹物、航行上の著名物様、

船舶(大きさも表示)、危険物船、自船、速カベクトル、注意喚

起信号

c.タグ(文字)で去す情報

船舶岳号、行く先、船種

d.文字における行制情報、気象情報等の提供

e.その他

ノースアップぷ示、距離スケール

が掲げられる。

2. 2.伝送所要時間について

通常この装置が利用される海域は狭水道や港湾であるとJ5-えられる。わが国

では主要な狭水道では海よ変通安全法が適用され、船舶の速力は 12ノット以

下でなければならない。この速さで l万総トンの船舶が、自船の長さ(約 15 

o m)の分進むためには25秒ほどかかるが、この間同屈が静止していても船

舶相互の関係に大きな変化は生じないと思われる。そこで、この時間を情報表

示間隔の一応の目安とし、情報伝送所要時間もこれに見合うものとすることを

考えた。

2. 3.使用レンジについて

狭水道におけるレーダの使用は、衝突防止が主な目的であることから、先行

船あるいは後続船に対する監視を最優先とするのが普通である。先行飴に対す

る距離として、東京湾情報センターでは、巨大船同士では 15分間隔、危険物

船に対しては 10分間隔、 l万トン以上の貨物船では 5分間隔で入航させてい

る。

この水域は前述したように最大 12ノットであるから、この時間間隔は距離

にすると 3海里、2i毎皇、 1i毎里に相当する。但し、これは 1万トン以上の船

舶についてで、この聞に l万トン以下の非管制船が入り込む。

狭水道航行船は、このように概ね3海里以内を監視していれば良いし、レー
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タ画面にはいる船の放、それらの船の動静の黙視のしやすさなどから、通常 3

海里レンジを用いている。時々1. 5海里レンジの小レンジに切り替えて、近

くの船舶の挙劫を制測することもある。

マリトラビジョンも阿じ機な利用のされ方をすると考えてよいので、利用役

が任意にレンジを選択できるズーミング機能を持つことが阜適である。また船

舶の画面は、自船を常に中心において表示されるように両面の自動切り替えが

できればなお便利であろう。

2. 4.情報表示の優先度

さきに述べたように、 l[函面を箔き、表示するのには時間の制約がある。そ

こで、全部のシンボルを順々に表示するのではなく、航法よ必要なものから促

先して描くように予め促先度を決めておく。

2. 1.に挙げた的械について優先度の向いものから11固に列挙する。

1.船舶

2.自船の出別

3.速力ベクトル

4.危険物償載船表示

5.注意喚起日号

6.障害物

7.航路線

8.航路プイ

9.遊険船

3.マリトラビジョン・システムの概要

1 o.行く先

11.船柑

1 2.船舶番号

1 3. i立恒通報線

1 4.港問線

1 5.陪防総

1 6.燈台、陸傑

1 7. ~p.Mスケール

3. 1.マリトラ ビジョン ・システムの基本的な情成

マリトラビジョン ・システムは陸上レーダ局で観測されたレーダ映像を基本

として、必要な処理と付加情報を加えたカラー画像を作成し、この画像情報を

船舶に搭載された受信表示装置で表示するシステムである。図.付 1-2 -1 

にマリトラビシヨン ・システムの基本的織成を示す。船舶への情報の伝送には

無線が使用されるが、同時に公衆電話回線を利用すれば、無線では受信が難し

し¥!也域でもマリトラビジョン・システムを利用できる。

船舶側に搭載をれる受信表示装置としては、日解限度のブラウン管を持つ将

用装置のほか、家庭用カラーテレビ受像機に付加させて利用できるようなアダ

プタ装置も考慮している。また、ブラウン官式表示装置のほかにグラフイツク ・
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プリンタを取り付けることもできる。

操作盤によって表示茨置と対話形式で部分拡大したりする機能を選択できる

ようにして、誰もが容易にしようできるように配慮されている。

通信

医亙固~ミト九

図.付 1-2-1 マリトラビジョン・システムの基本的橋成

3. 2.マリトラビジョン・システム設計の基本的要件

3. 2. 1. d幻十のための革本的要件

( 1 )基本的要件

前節で基本併用立を示したが、マリトラビジョン ・システムは比較的狭い海域

で、その付近を航行する船舶に対して、銃行の安全を促進するための画像情報

を提供するものである。このようなシステムを設計するにあたっては基本的な

前々の要件を検討し設定しなければならない。

まず、マリトラビジョン ・システムをどの械な海域に適用するか、その具体

的な地域を日本国内で倹討すると

1 )東京湾

2 )関門海峡

3 )瀬戸内海の各狭J.k道

4)伊良湖水道

5)視界不良となることが多い港や水道

6)その他船舶交通が幅轄するところ

が考えられる。

また外国籍の船舶が出入港する際に限った事ではないが、マリトラビジョン

受信装置を所有しない船舶の場合などに対するー時的な情報伝達手段について

も考慮されていなければならなし、。

システムの設計上々慮すべき基本的な要件として

1 )利用可能な範囲の設定

2)対象とする船舶
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3)情報の伝送方式

4 )送る官級の内符と毘及び形式

5 )利用する延世に関してそのサーヒスレベルを選択できるようにし、 いわ

ば漁船等でも経済的に大きな負担をかけずにすむ等、実用化への配慮が

なされていること

を検討した。これらの匁件の決定はシステムの嵐悦、 ltl大情報量の設定や、実

験による評価をfrう上にもきわめて重大な影響を与えるものである。

( 2 )利用可能な範囲

利用できる範囲はできる限り広く、かつ高い画質て・範囲内にいる船舶の位置

等を表示できることが認ましい。ただし、システム全体からみたとき表示能力

ばかり高分解能としても効果がなく 、陸上レーダ向で得られるレーダ映像の分

解能を合わせてnLiしなければならない。そのよで利用可能な範囲の全ての位

置を指定できるように汚え、またレーダの性能と船舶の大きさを考慮して、 l 

メッシュポイントの大きさを 20mとした。

いくつかの地域に対して、このマリトラビジニヨンの適用を考えているが、こ

こでは東京湾浦賀水道付近を航行する船舶を利用対象としてモデルシステムを

検討した。

図.勺 1-2-2に示したように爽京湾全域をカバーするためにはメッシュ

ポイントの紋を2、400x4、500としなければならないが、今回のモデ

ルシステムの研究においては

1 )電子計算機によるデータ処理

2 )船舶へのデータ伝送

3 )今回のモデルシスデムで

は浦賀水道を，[r点的な対象

とすること

4)範囲の鉱大は範囲内にあ

る船舶放の飛躍的鉱大にも

つながること

の問題点の検討から、メッシュ

ポイン トの数は縦、被それぞれ

11ビッ ト(2048x2048)

とした。 この範囲の紘張につい

ては、情報伝送の項 (4. 2. 

2項参照)にも関係するが、予 図.付 1ー2-2

備ピットを設けることで拡張性
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を残している。

また図.付 1-2-2に示されているように，障とレーダ局の位置は必ずし

もその中心にある必唆はなく、この図の例では(l024x768)の位置に

ある。またこのシステムは海上を航行する船舶を対匁としているので、陸ょに

該当するメッシユポイントはその意味を持たないが、他の海域への応用や陸上

部分を指定したその他の情報の表示に利用することを々え、情報f立の冗長性を

削減する処理は特に行っていない。

( 3 )対象とする船舶紋

浦賀水道は日本有数の船舶変通が緩較する水域であり、巨大船から雑種船ま

でが航行している。また周辺には遊漁稲等も出ている。これらの多数の船の中

でレーダで観測しうる放について検討すると、昭和56年 10月27日16時

から 22時までの間にレーダ観測を行って航跡記録のとれる観測ができた船舶

数は 267隻であった 1)。そこで、レーダで探知可能な船舶を画像として表示

する対象船舶とした。しかし、漁船等の小型の舟艇レーダで探知することが確

実にはできない船舶の動静も盟要なので~戒船等からの泌報等によるものとし

て対象船舶数の起大数を 200笠とした。

3. 2. 2.情報収集

マリトラビシヨン ・システムにおいて情報の収集はシステムの有効性を決定

する重要な要素であるので、船舶の位置はレーダ観測によるもののほか笠戒船

等からの通報等による方法を活用する必要がある。

現在、鴻賀水道を航行する 1万トン以上の大型船は航路に入る時刻等を航路

通報として東京湾海上交通センターに通報することになっている。 このような

情報の収集をレーダで確実に探知可能な 100トン以よ程度の船舶についても

行えるようにすることが、マリトラビジョン ・システムの街効性を高めること

となろう。

陸上レーダ局におけるレーダ観測によって船舶の位置、針路及び速カを求め

る。陸上レーダ局では観測されたレーダ映像に次のような処理を行うこととし

た。

1 )レーダ干渉、海副反射波による影響の低減処瑚および映像の鮮明化に関

する処理

2)固定物楳と灯i判禁句の映像と海図位置との照合

3)移動体の検出と位置及び大きさの測定

4 )移動体の速力 ・針路の計算

5)船舶間の衝突危険性の判定
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このような処想.をしたデータをもとに画像情報を作目覚する。

3. 2. 3.伝送方式と伝送速度

映像をイ云送するん式には、パターン伝送方式、コード伝送方式及びそれらの

混合によるハイブリッド伝送方式等がある。パターン伝送方式は雑音の影世に

はきわめて強いが、凶Hiiiの更新間期を早くするためには広い悶波数彩域幅を持っ

た専用の通信問チャンネルを必要とする。コード伝送方式は、送信側と受信側

とで予め定めた符号(コード)によってデータの伝送を行って、画面を術成す

る方式であり、狭い周波紋帝域幅の通信用チャンネルでも目的を達成できる利

点がある。ハイブリッド伝送方式は両方式の中間的な方式である。

近年の周波数割当ての過密状況を考慮すると広い周波紋帝域幅を持った専用

チャンネルの割当ては期待が幾しいことから、災!日化の容易さを考慮して、コ

ード伝送方式を採用することとした。この方式では、一般の音声通信用回線の

lチャンネルでも伝送できるよう考慮して、裕域仙を 2. 2kHzとして設計

した。この程度の都城幅でも一般的な周波紋悩移変~;).\J方式 (F S K)で毎秒 3

00ボーのデータ伝送が可能である。

3. 2. 4.画面の更新周期

マリトラビシゴン・システムがサービス対縁とする海峨で画像情報として送

信される船舶の数は最大200隻とされた。これだけの多数の船舶の情報を伝

送しつつも、画面の児新周期はできるたけ短いガがよし、。更新周期の平均fiJIは

3. 2. 1に述べた理由から約25秒とした。

船舶に伝送される桁綴は船舶の位置等に関ヰる情綴のほかに、文字として伝

送される文字情報、海図の修正情報、手続き符9&び誤り検出 ・訂正のための

符号情報なとも併せて伝送する必要があるので、これらも考慮しておかなけれ

ばならなL、。

伝送すべき船舶の位置等に関する情報が少ない場合には、その時間分だけ早

い更新周期で更新させるか、あるいは文字情綴等を伝送の促先順位に応じて伝

送することとして、前述の更新周期約 25秒を余裕をもたすためにも 30秒と

して設計することとした。

この30秒間に伝送しうる情報量は前項の検討から毎秒 300ピット (30 

0ボー)となったので 9000ピットで 1岡雌に点示する情報を伝送すること

となる。画面に表示する海図情報に関しては修正情報のみにとどめることとし

ているが、その他の文字tf'j報を伝送する分を考慮すると船舶 l隻当りの位協等

の表示には40ピット程度が割当て可能である。この数値は後述する船舶の位
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置等の表示のためのデータ形式からも妥当な値である。

3. 2. 5.受信表示装置の機能

受信表示装置として 4 般に利用しうるものとしては、家庭用テレビ受像機か

中級程度のグラフイツクディスプレイ用モニタテレビと17えられる。このよう

な表示装置での解像度はドット単位で表現すると、それぞれ200x250ドッ

トおよび400x640ドット緯度である。陸上の送IJ/，Jからはサービス範囲

全域にわたる2048x2048メyシュポイントもの制報が伝送されている

ので見やすい表示を行わせるためには次のような機能を備えることとした。

1 )全範囲を表示するときは、データを間引く:r;の処理を行って表示内容が

煩雑にならないようにする

2)表示される情報け膨たとなるので、表示の隙には適切な表示の量となる

ょう内容男IJに選択ぷ'1'ができる機能

3)必要に応じてi'J舶の問聞の限られた範聞を拡大して長示できる部分鉱大

Jミ示機能

4 )自船識別i<ポ機fji

3. 3.模媛実験のためのマリ卜ラビジョン・システムの偶成

マH トラビジョン・システムの開発研究のために具体的な例として浦賀水道

周辺の水域を対象として拠擬笑験問システムを偶成した。悶.1-2-3に慨

略を示す。

( 1 )送信局側聞像w示装ほ関係

送信側画像表示淡町は 1024 x 1 024ドットの解限度を有する 26イン

チの大型ディスプレイを保問した。大型であるところから各時の受信表示装置

の表示能力の評価も行える。

( 2 )シミュレータ関係

任意の隻数の船舶の運航をシミュレーシヨンして、位置、迷カ、針路のデー

タを出力する。このシミュレータでは 10までの経過地点と変速コードをもと

に、針路速カの変更及ひ追越しが自動的になされる。また、このシミュレータ

の他に、東京商船大学付属練習船「汐路丸」に浴場tされている CAS航跡追跡

システムや同じく東京商船大学富浦実験場の研究用ハーパ ・レーダ ・システム

とも陸続できるようになされ、実際的な評価ができるように構成された。

( 3 )データ処理用コンピュータ

情報量及び要求される処用速度の面からミニコンビ2ータを使用した。

( 4 )情報の伝送関係

-187-



この慎燦笑験システムでは送信側装直と受信側袋置との開を 300ボーの音

智カブラーで持続した。これは研究分担者間での研究途中におけるデータ交燥

の便宜も考慮したものである。

( 5 )受信表示淡町関係

200x640ドットおよび400x640ドットの 2騒類の解像度の表示

装置を使用することとした。

家庭用テレビ受像機に対してカラー函像をアンテナから入力させる形式につ

いては、かなり高級なカラーエンコーダ装置を{交問しなければ色彩の表示や解

像度も低下することが判っているので、今回は使用しなかった。

最近では、赤、峰、狩の色信号電圧で直姥ドライブできる入カ端子を兼ね備

えたRGB対応デレピ受像機が市販されるようになったので今後は検討したい。

|β| 

( MT 
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図.付 1-2-3 模綴実験用システムの禍成

4.情報の収集及び処理

4. 1.情報の種類

船舶の位置等に関する情報のように陸よから伝送される情報と、海図情報の

ように量が膨大で、かっ、変更等の修正があまり無いような情報であって予め

船舶倒の受信装砥内に記憶しておける情報とに分煩できる。後者の受信装置内
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に記憶されている海国情絡は送信局側で使用するものと同一でなければならず、

工事やその他の規制等で小変更が生じた場合などは修正絹絡を受けて使用され

るものとしている。

船舶に伝送される情報の樋類としては

1 )船船の位置匂に関する情報

2)文字情報(船舶識別選号等)

3)陸岸線、航路境界線などの修正に関する情報

がある。

4. 2.海図情報

i毎図情報として表示される内容は表.付 1-2-1に示したような線とシン

ボルマークとした。

この海図情報は、;案内水域を海図か 表.付 1-2-1

ら20m単位で縦、徽 2048単位に 海図情報として表示するもの

わたってタブレットデイジタイサ.で襟

本化処理したもので作成した。この海

図情報のデータ量は膨大となるので必

要に応じて表示の際の分解能を損ねな

いように、データ電を圧縮する処理が

行われている。表示例を図.付 1-2
-4に示す。

これらの海図情報は随時更新する必

要の無い情報で、手IJJTll.iによる部分拡

大や表示範囲の変更にも即座に対応で

きるためにも受信装置内で保持してい

総として火ぷ

されるもの

シンボルマー

クとして}(_t(;

されるもの

F名目。総

航路I克界線

泌抗l

(11m水道付近ではこの

{也に的自自からの位ill.iili

w線，管~J区主主指示線

がある。)

抗名物保

航ht混似~h包設

附書物

ることが望ましL、。こうすることで船舶に伝送すべき情報量は大幅に商l服され、

修正する場合のみ伝送すればよいこととなる。

4. 3.支字情報

一般的な情報を船舶に通知するために文字として伝送する情報を文字情報と

呼ぶこととする。この文字情報として伝送されるものとしては表.付 1-2 

-2に示すように定時的、臨時的および特別に伝送されるものを考慮した。
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図.付 1-2-4 海図情報の表示例 (1024X1024表示)
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4. 3.文字情報

一般的な情報を船舶に通知するために文字として伝送する情報を文字情報と

呼ぶこととする。この文字情報として伝送されるものとしては表.付 1-2 

-2に示すように定時的、臨時的および特別に伝送されるものを考慮した。

表.付 1-2-2

文章として伝送きれる文字情報

定時的に伝送さ if'Jj"ε 

れる文'f:f:J鈍i 航路制限

LU，~~の航行

i1伎船舶の現況

漁船llf.
気象.il!j縁関係

(i 1: o!(" 111.sli兄)
fliL断t:~~ci般のI&~;;t

臨時的に伝送さ 航路の航行;I，iWU
れる文ア仙鈍! )， J~f'.!if，j i官の状況

特別に伝送され 信(交が (-fJ.!されたとき

る文rf:fÎ~綴 のit応、映tt!

航U:!J正のためのit.怠

険~

i!'JjliJi依mw.不良時に

おける危険[IIJ選のため

のii政l咲起

その他

これらの文字情報は特別緊急なも

のを除いて伝送崩序の促先度は、船

舶の位置等の情報に比絞して{臥、。

利用船船において l回受信され情報

内容が保持されるなら、定時的に更

新されれば良い。船舶開有の文字情

表.付 1-2-3

各船舶固有の文字情報

船舶品百'1孫.J 1 6 1-65536 

阪irJ 160 2 0文?以内

( 1文字8ピyト}

fJ:r"Ji{; !li京湾内の行港のコ

ード孫~;-

)lli航予定航路 81 ~守航路のコード t炉J

および敏郎i~;をコー

ドJEEJで入)J
品，'t(.:jのUi知 4 コード孫ワで}).，(;

(伊'1:ftl険物fM~船は Di
総トン紋 9 100トンをt州立とし

た~~政自白

船長 9 1 ml~.{立の怒紋llÏ

F史水 9[ O.lm単位の~紋{(i

船手重 4 コード記号で，k'l"

(例・タンカーはT)
パイロットの 2 コードu己弓でぶぷ

釆船のイj~!1 (伊~:釆船中・ H

1i求:G) 

航路人航FIi: 1 8 [1(、t，時，分

終2文字

特別消防設備 2 1 :>ぐ子

の配G"lのイi由民 {例:イ1，策，不明)

同l! 80 1 0文宇

船r:WJ 80 1 0文字

ノw、、ロきい1ι 405 

報としては表.付 1-2-3に示す (ピット)

内容を送信局側で収集しておき、こ

れらの中から船名、仕向名、通航予定航路、船穂については船舶側にも可能な

限り伝送することとした。船の大きさや積荷の種紙は船舶の位置等に関する情

報で色分け及びマークの大きさで表示することとした。
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これらの船舶へ伝送される情報の伝送順序の促先度について検討するが、一

般的には次のような併がいえる。

1 )鉛舶の位置等に関する情報は優先度が最もi\~~ 、。

2)特別な文字制械を除いて、文字情報の促先度は{尽く、船舶固有の文字桁

報は最も低L、。

3)文字悩報の促先度は情報が発生してから時rmが経つにつれ変化し、伝送

時期を逸すると侵先度は消滅する。

4. 4.情報の処理

4. 4. 1.情報の処理と識別方法

船舶の位置等に関する情報、海図の修正情報および文字情報は必要時に伝送

の優先度に応じて伝送される。これらの情報はなんらかの識別符号を併せて伝

送することが必裂であり、本モデルの場合には、識別符号で区切ってブロック

単位で送信することとした。受信装置側ではこのプロック識別符号を検出して

対応した処理を行うようにしている。また情報の中に予備ピットがあり、この

ビットを識別ビットとして使用している。

4. 4. 2.伝送するデータの形成

(1)線およひシンボルマークなどの表示に関するデータの形成

対象範囲の全ての地点を指定できるように、 X軸(繍)、 Y軸(綴)それぞ

れ12ビット (2048Xポイントの指定は 11ピットでよいが、 1ピットは

予備ビット)とした。また、線については始点、継続および終点のコードを付

けている。このJ5法でl11J図の修正が速やかに実行できる。

( 2 )船舶の位置等に関するデータの形成

船舶の表示に関しても線やシンボルマークと同様に 4j'iイ卜形式としている。

自船認識機能の一方法としてバイト形式も検討した。

船舶の位置はX軸、 Y軸の位置の表示に 12ビyト(11ピット+予備 lビッ

ト)を割り当てている。針路、速カの表示はそれぞれ 16方位と4段階で表し、

船の大きさも 4段階とした。

このような表示段階としたのは、受信側の表示袋町として検討している問解

像度ブラウン管あるいは安価な家庭用テレビブラウン行を表示装置として利用

する上ではあまり細かな表示をさせることが不可能であるためである。予備的

な実験を行った上でシステム全体的な面から検討して定めた。

申 192-

4. 5.漁船喜平等の表示

漁船が多数存在している水域では、個々の漁船の位置や敏をレーダで正確に

観測できないおそれがあるので、レーダ観測による情報と件戒船等からの通報

をもとに漁船群の俗在を枠で範囲として表示する方法をとっている。この表示

方法は海図情報の修正と同織の方法で可能であり、簡潔な表示で見やすく、情

報伝送畳を大幅に削減できる利点がある。このように枠として表示することが

望ましいものとしては

. ~争、船群

・障害物の集中する区成

.工事や掃海中の水域

.広範囲にわたる浅瀬

などがある。

4. 6.情報伝送中に発生する誤りの検出と訂正のための対策

無線回線によってディジタル ・データを送受するシステムでは、雑音、 i昆信

あるいはマルチパスによる干渉やその他の1Ui皮伝綴上の影詔を受けやすくピッ

トエラーやパーストエラーの誤りを起こしやすいコード伝送方式では 1ピット

の誤りであっても、その影曹はきわめて大きいので誤り検出及び訂正はこのシ

ステムの基本的な問題である。

情報伝送系における誤り検出及び訂正の方法としては、返送照合方式、連続

送信方式あるいは誤り検出訂正のための冗長ピット付加方式などがある。利用

者数を制限しないためと?な波利用よの問題から一般の放送と同じように単方向

通信J5式とするため、ハードウエア的な方法である返送照合方式は採用できな

い。マリトラビジョン ・システムにおいては表示される柿綴のシステムよの制

約規則から、ソフトウェア的に誤りが検出できる次のような方法を考える。

1 )誤り検出-訂正符号の付加による方式(ParltyCheck， Cyclic Redundancy 

Check，Error Correclion Code) 

2)データの伝送レートに従った正確な時間間隔で新しいデータが受信され

るか否かによる検査方式

3 )送受信に誤り倹出、訂正用の特別なコード(たとえばハミング ・コード)

などで変調、復調する方式

4 )基本的に雑音等に彫符されにくいような変説!万式や阿波数得を選択する

こと

等である。
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マリトラヒジョン・システムにおいては、少なくとも間違った情報を表示し

てはならず、間近いのおそれのある情報は棄却するなどして表示された情報に

対する利用者の白紙を出ねることの無いよう設計されなければならない。その

ため、誤りの検出訂正刀法は可能なあらゆる方法を採用すべきであろう。

船舶の{立はに|対する情報は最短4バイトで設計したので、誤り訂正のために

は冗長ピットを付加することが可能である。

5.情報伝達部

5. 1.情報伝送部の概要

情報伝送8sの任制は、与えられたレーダ困像データを危波に乗せ、受Ii]側で

それを忠実に再生することである。このような伝送系で最も問題となるのは伝

送路に入る雑音や干渉波の影鮮である。後百・により受iZ信号のS/Nが劣化す

るとデータの伝送速度が厳しく制限される。また、系の占有帯域幅によっても

制限される。よって、災際に屯波で伝送実験を行うがjにこれらの影響を調べて

おくことがm愛である。そこで、変復調部と送受信機を含む伝送回路及び伝送

路をシミュレーション回路で模擬し、画像伝送実験を行った。

5. 2.伝送速度の機討

マリトラビション ・システムにおける電波の厄j盛岡波紋は、変調方式とデー

タ伝送速度で決まる占作者字減幅、電波伝栂特性、問波紋宮IJ当などの総合的判断

のよで決定される。務域幅からみると VHF1flゃUIIF械は伝送速度を向よさ

せることができるが、 m波伝搬特性の観点からは、環境の舵't!Iを受けやすく、

マルチパス成分との位相干渉によるフェーシングの問題がある。船のような移

動穏で受信するには比較的安定な中波帯または知波仰が良い。占有可能な初域

幅は3kHz程度である。

理論上、 3kHzのときの伝送速度は 3KbiL/sである。実際はそれよ

り遅くなるが、それでも 1200bit/sは符坊に達成できるだろう。

もし、 1200bit/sが可能ならば、船情報(位置、大きさ、方向、速

度 :4バイト)のみ伝送する方式においては 200世を6秒以下で伝送できる

ので十分な速度といえる。

本研究では、屯波による伝送を行うための予備実験として、 電話回線を利用

したレーダ情報伝送実験を計画した。そのため、回線に合わせ 2値FSKによ

る300bit/sの速度で行う こととした。
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5. 3.伝送部のシミュレーションとその特性

データ伝送系の品同は受信信号から復調した(sf}のピット誤り率で評価でき

る。この誤り率は、伝送速度が与えられた 何 V

時、受信信号のS/Nと系の裕域幅に左右

される。

実際の伝送路における雑汗源は、中短波

有?の場合、空電、人中雄昔、回路雑音なと

であり、さらに他局との混信やフェージン

グなども伝送路を劣化Eさせるものである。

伝送路のシミュレーシヨンにおいてこれら

全ての要因を考慮することは悶難である。

そこで、電話回線による実験も考慮して模

擬伝送部を構成した。すなわち、変復調器

はCCITT準拠低迷非同期式全二藍モデ

ム (FSK、スペース :1180Hz、マ

ーク :980Hz、300bit/s)を

用いており、雑音源は白色雄吾を用い、手存

域福制限の効果をみるために図.付 1-2 

-5 (a) '" (c)の特性を持ったBPF
を選択して行なった。

棋擬伝送部の特性は、 M系列疑似ランダ

ム信号を用いてピット誤り不測定した。 M

系列符号は 16 b i tシフトレジスタで発

生しているので 1r.'iJ期は (216_1)であ

る。結果を図.付 1-2-6に示す。 S/ぷ

の劣化と共に誤りょがは指紋関紋的に精加し

ていることがわかる。また、宇野域幅が狭い

穫誤り率が高くなる。

ここで、S/Nは

S [U軽減即時のFSKいけのP-P111J

N [ 賞!11.11J II~Iの~f ì~ Il\ )Jの実行値 ] 

で定義した。

( a ) 

( b) 

(c) 

図.付 1-2-5

(IP('" z) 

BPFの周波数の特性

図.付 1-2-6によれば、 W=3.5KHzのとき S/N<9dBで、w
==2.5KHzのときS/N<12dBで誤りがが辺、激に地加していることが分

かる。 このことは次節で述べる画像伝送実験においても同織の傾向が見られた。
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ピ

• : W= 3. 5 KH  z 
x: W=2. 5 KH z 
D: W= 1. 5 KH  z 
(実測値)

ツ

ト

誤

り

率

56789101214 
S刈 (dB)

図.付 1-2-6 模凝伝送部のS/N対ピット誤り率の関係

5. 4.模綴伝送部を用いた実験

模擬伝送部を用いて実際に、レーダ画像の伝送実験を行った。受信側のカラ

ー表示器には陸岸や航路線などの固定情報をパーソナルコンビュータ (PC 

-8801)により予め与えてあるので、伝送すべき情報は移動体である船の

情報(位置、大きさ、方向、速度)だけである。

画像は) 1分毎に l両面が更新される。実験では55位の船舶を 10分間伝

送した。延べ550型の船情報が伝送されたことになる。 S/Nが十分大きい

場合は、誤りなく受信できた。これに対し、 W=3.5KHzに設定して伝送

路に雑音を加えたとき) S/N=9. 4dBでは l盟だけ位置情報が誤って受

信され、船が陣地に入ってしまった形跡があった。一方、 S/N=8.5dB
では，ほとんど全ての船位情報が誤って受信されてしまい、航路上に船が見あ
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たらなくなった。 S/Nが9dB近辺を境に急激に誤り率が地加していること

が分かる。問機に、 W-2.5KHzに帯域制限したときはS/N=12""1
3dBから急激に劣化してしまう。そしてさらに条件が思いS/N=11.2 
dBではすでに大部分の船位制報が誤って受信されており、航路上のほとんど

全ての船が消えてしまった。

このような実験から、

S/Nの劣化にともなっ

て誤り率が急激に崎加す

る様子を図.付1-2-
7に示す。このグラフに

おいて、縦軸は 115担

分の船の情報を伝送した

中で誤って受信された盟

数を表している。ただし、

諜りの種類は船の{立illば

かりでなく、大きさ、方

向、速度のうちいずれか

一つでも誤れば誤りとし

て3十数した。この結果、図.付1-2-6から予想された通り、 W=3. 5 K 
HzではS/N=9dBから、 W=2.5KHzではS/N=12""13dB
から急激に誤り率が増加していることが分かる。

このように、 S/Nがある値を境に誤り率が急、地する現象はFSKの復調後

におけるベースパンドパルス信号のピット周期変動によるものであり、最小限

健保しなければならないS/Nに闇値が存在することを示している。

市

14 

議 12 

益10

鐙 S

6 

4 

2 

o 1" 4 5 14 15 

図.付 1-2ー7 レーダ情報伝送実験における

S/N対誤りj隻数の関係

5. 5.検討

中短波帯の電波を用いたデータ伝送系を想定し、この伝送路を雑音(白色)

のある系としてシミュレーシヨンした。この模擬伝送部は S/Kと帝域幅を任

意に変化できるものである。その特性は、 W=3.5KHzのとき S/K=9
dBで、 W=2.5KHzのときS/N<12dBでピット誤り率が急増する。

また、この伝送部を用いた闘(~伝送実験の結果からもヒ記と同じ S/N以下に

おいて受信した船の的搬に誤りの急培することが分かった。このことは関値の

存在することを意味しており、その値以上にS/Nを確保することが必要であ

ることを示している。

実際に電波を用いるデータ伝送では、空電雑音のような持続性のある雑音や
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フェージングなどによりパースト誤りが起こる問題も検討しなければならない。

本章では変調方式や誤り訂正方式の一般的な考察は述べなかった。しかし、そ

れらは雑書対策ヒ車憾な限題であり十分に検討することが必要である。

6.マリトラビジョン・システムの表示部

マリトラピシaン・システムの表示は、パーソナルコンピユータのCRTで

行なった。このコンビュータに予め内蔵させておいたiflt凶パターンを表示し、

前述した伝送部から送られてくる、規融各イじされた (HS-232C)通航船仙

報などの信号をパターン化して表示する。

ここで用いた1=なコンピユータは、:'-iEC、PC8801およびPC980

1であった。これはCPUにZ80AあるL、は8086干目当を用いたものでク

ロック周波数は4Mliz、8MHzである切

6. 1.海図のパターン

海図を主交ぷずるには、予めi毎図のパターンをディジタル数値化する必要があ

る。ここではその方法について述べる。

6. 1. 1.海図の読み取り

i毎図のデータは、海上保安庁発行のヌ o.90 (取京港、簿尺 1: 100、

o 00)の海図から税み取った。読み取りには、東京水産大学計算センターの

図形読み取り淡諸をJIlいた。この装置はいわゆる全版の海図をほとんどそのま

ま読むことのできる読み取り面積を有している。そして、~擦を読み取ろうと

する物標にポインタを合わせ、読み取りスイッチを押すか(ポイントモード)、

あるいは読み取ろうとする線をなぞるだけで(オートモード)、図形を読み取

り、ディジタル数{~(化することができる。

読み取る際の分解能、つまりディジタル数{~({じされた 1ピットは O. 2mm 

で、この海図の縮尺では実長20mであった。銃み取りの範囲は浦賀水道を中

心として東西、南北に 40.94kmで南は三浦半島南端、北は横浜港まで含

まれる。

読み取りの際には後で表示するときのことを考えて、対象物を次の 5種類に

分類し、分類.;2号をつけてから読み取った。

1 )海岸線

2 )港界線

3)航路線

4)燈台
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5)浮標灯

さらに、島のようにjIJjI~i線が閉曲線となることを考えると、読みはじめの点

とその続きの点であることを区別する必要がある。均台と浮標灯の場合は点で

あるので始点のみで継続することはない。また、一般にi毎I戸線のうち自然の海

岸線は、細かな門凸があり、前述のオートモードで読み込み、埋立地のように

人工的な海岸線および成界線、航路線はポイントモードで間々の点のみを読ん

た。

6. 1. 2.海図データの数値表現

海図上の地形の l点を1<.1見するために、 4Bytcを使内している。

第 lByte と第 2Byte にX~標値が入っている。 X~標値はさいだい

2047であるので、 1 1 b i tあれば表現できる。 2Byte分の 16 b i 

tのうちのこり 5b i Lで、 1 b i t を開始点か継fJ'c t.~かの反別に使用し、 2

b i tを海岸線などの綿か燈台などの点かの識別に使111している。残り 2b i 

tは未使用である。

第3Byteと第 4Byteには 11 b i tにY腹開{ttIが入り、第3Byt

eの3bitに衷示の際の色が入っている。

6. 1. 3.海図データの所要メモリ一容量とデータ圧縮

i議賀水道航路を中心とする40.94km四方の範聞の海閃を 20mの分解

能で読み取り整理した結果、読み取り点の数は32 1 6地点であった。 l地点

は前述したように48yLcのデータとなるので、データの所要メモリ一容置

としては、 12. 86'lKBy"Leであった。

この程度の必憶~t主であれば、大きすぎることはないので、いわゆるデータ

圧埼は行わずにこのまま表示に用いた。また、一般にデータ圧縮すると、表示

の際に処理時聞が地加する可能性がある。それを避ける意味からも圧縮したデ

ータを用いることはしなかった。

しかし、一応データ圧縮の可能性を検討しておく必要があると考える。その

結果を簡潔に述べる。

前述の4Byte方式の表現にはかなりの無駄が含まれている。例えば、各

座標毎に含まれている開始記号や識別、表示色記号は、 ーつの地形 (例えば島)

の始めに 1回あればよし、。また、 1地点を表すのに1i¥・に l1bitx2を用い

ているが、隣合った 2地点聞は普通数bitの距離しかはなれていない。従っ

て一つの地形の開始点のみ、その座標を絶対値で与えておけば、その後の地点

の座標は数bi tの変位訟で表現することができる。この方式は音声のデイジ
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タル化などにおいて、 D刈 (Delta

知られている。

M 0 d u 1 a t i 0 n)方式として

この場合、変位置を何bitにするかによって圧縮の効果は異なる。変位置が

小さすぎればこの方式の懇味が無いし、大きすぎれば結局補完しなければなら

い。そこで、最も圧縮の効果のよがる変位置を調べるために、浦賀水道付近の

海図上のデータ 32 1 6地点で、隣合った 2地点がX，y軸方向、それぞれ何

bitずつ離れているか測定した。その結*を用いて圧縮の効果をシミュレー

ションした結果を表.付 1-2-4

に示す。

このように、 X，Y軸それぞれ4

bitの変位置とすれば、所要メモ

リ一容量5、320KByteで、

圧縮の効果が最も大きいことが分か

った。ただし、この時、港界線と航

路線は直線部分が多いので、別に取

り扱って絶対他方式で処恕した。こ

れらまで、変位量方式で処理しては，

これほとの効果はよがらないことに

留意すべきである。

なお、ここでいうデータ圧縮とは、

表.付 1-2-4

}j 式 変{~t.J，t

(b i t) 

4Byte ー

3Bytc 一
DM1 1 + 1 

DM2 2+2 

DM3 3+3 

DM4 4+4 

DM8 8+8 

海図データの

データ圧縮の効果

所要メモリ~:Jt

(KByte) 

12，864 

9， 851 

7， 933 

6， 975 

5， 991 

5， 320 

7， 092 

狭義な意味で用いている。広義には、図形の特徴を取り出してデータ圧縮する

ことも考えられる。しかし、その場合には海岸線が平滑化される効果もある反

面、平治{じされただけ原型から離れることになるので、ここでは検討の対象に

しなかった。

れらまで、変位E方式で処恕しては、これほどの効果は上がらないことに留意

すべきである。

なお、ここでいうデータ圧縮とは、狭義な意味で用いている。広義には、図

形の特徴を取り出してデータ圧縮することも考えられる。しかし、その場合に

は海岸線が平滑化される効果もある反面、平滑化されただけ原型から離れるこ

とになるので、ここでは検討の対象にしなかった。

6. 2.通航船のパターン

レーダ局で観測された通航船の情報を受信し4提示する際には、

やすいパターンにして表示した。情報は、各船について

1 )コース

-200申

その情報を見

司--

2 )速度

3)大きさ

4)船位のX座標

5)船位のY座標

である。パターンは円と円から出た直線棟で成り、円の大きさで船の大きさを

友し、直線棒で船速のベクトル(コースと速度)を点した。大きさと速度は 4

段階、コースは 16方位なので、 4x4x16=256通りのパターンで全て

の通航船を表示できる。

6， 3，表示後能

ショーダビジョンの利用者には適確な情報を吟味した表示で与えなければな

らない。文字たけで表示したのでは利用者は状況をすばやく把握できない。図

化できる情報はできるだけ図化して表示することが明ましい。また、情報量の

多すぎる表示も避けなければならない。

この研究では、組々のぷ示方式を検討したが、以下に述べる方法を一応の結

諭とした。

図.付 1-2-8に表示例を示す。海岸線は行、地台iま赤、浮標灯は賞、港
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界線はシアン、航路線は白色で海図が表示されていて、}.ill航船はシアン、自船

は黄色で表示されている。そして、海図の右側には、 i俗図の画面上の縮尺、時

刻およひ(1銅耐の状態を変えるためのkey操作方法が袋示されている。以下に、

薗面操作を行ったときの結果について説明する。

6. 3. 1.ズーム

ズームの機能は画面を拡大、縮小することである。 keyを1回押すと縮尺

が2倍または 1/2{fi(:なる。ただし、縮尺の民小値は、 1/25，000で、

愚大値は 1/200，000である。

6. 3. 2. シフト

シフトの機能を伺いれば、自船の移動に応じて、両簡を移動させることがで

きる。 Keyを押すことによって画面をその長さの 1/4ずつ8方向へ動かす

ことができる。

6. 3. 3.ワープ

ここでいうワープ (warp)とは、今表示されている画面から、予め設定

しておいた他の画面に切り替える意践に用いている。

選択できる画面として、 i蒲賀水道航路北部、中央部、南部および港湾側とし

て僕浜港、三崎港を準備した。

6. 3. 4. 自船職別(1 ) 

この機能で、臼船はぬ色で、他船はシアンで区別して1<示することができる。

映像からの自船の選択は手助で行う。

一度自船のマークを行なった以後、間違っても他船に自船マークが移るよう

なことがあってはならなL、。以後間違いなく画面上の自船を追跡するには、二

つの方法が考えられる。その一つは、レータ局から 30sec毎に送られて来

る通航船の情報のコースと速度から、 30sec後の自船位置を推測し、新た

に送られてきた船位と照合する方法である。しかし、これだけでは自船を間違

いなく追跡することは困難である。レーダ局から送られて来るコースの情報は

1 6方位に、速度iま4段階に概略化されているためである。変針して 30s e 
cも経過すれば追跡することはできない。事実、この方法でシミュレートして

みると、よく悶泣いを起こした。もし、この方法で追跡を可能にしようとする

のなら、レーダ局からの情報だけでは不十分で、白船で測定する別の船位情報、

すなわちログやコンハス、あるいはロラン等からの情報が必要であろう。
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より確実に自船を追跡する第2の方法として、レータ向から追跡周の情報を

送って来ることが27えられる。レーダ局では、各iiH航船を一隻一隻追跡してい

るので、前述した 4Bytcの情報の他に 1ByLcを加え5Byteとし、

その 1Byteに各.iiu航船の識別番号を入れればよし、。この方法では間違いは

表示例で起こることはなく、起こるとすればレーダJ;Jで、あるいは伝送上の誤

りから起こるだけである。

この第2の方法でシミュレートしてみたが結果はきわめて良好であった。

なお、識別番号に 1B y t e用いれば256坦のjIfi航船を識別できる。

6. 3. 5. 自船雄知J(2) 

表示画面内に多波の船舶が表示されているとき、どの友示が自船のものか識

別して表示されれば分かりやすく利用価値が高L、。

しかし、多数の表示から白船を識別するのは祭場なことではなし、。船舶の位

置に関する情報の4ByLcに、識別のための lBylcが加えられていれば、

比較的容易に識別できる。

その方法としては、白船に付けられている識別番号を国際VHF無線電話等

で問い合わせる方法、あるいは問い合わせることなく白船で調べる方法が考え

られる。

自船で調べる方法とは、自船の大きさ、速カおよび照略の位置を入力するこ

とによって該当する技示を翻べ、該当の適否を利用者に判断させたよで自船と

して登録するものである。この方法による自船認;設は利用者側装置のみで可能

であり、無線電品等の機~を必要とせず、該当の適否判断の煩雑さと過誤の問

題は残るものの、利!lJ/1-放の拡大にも対応できる。

6. 3. 6.ヘイント

以上の表示例では海岸線を線だけで示したが、陸上と海上を区別して、どち

らかをある色で塗りつぶすことが場合によっては必要であろう。 key"P" 

を押すと陸上あるいは海上を塗りつぶすか塗りつぶさないかの選択ができる。

6. 3. 7.ハードコピー

この機能を用いれば、 fdijt:fiiのコピーを取ることができる。図.付 1-2-8

はこの磯能でコピーしたものである。なお、これらの闘では、縦横の縮尺が正

確でなく縦方向に縮んでいる。これはプリンターの特性によるものである。

6. 3. 8.表示画面の作図時間
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画面操作を行って画面を切り答えるとき、できるだけすばやく切り替える必

要がある。図.付 1-2 8には、時刻が二つ表示されているが、実は、この

ニつの時刻の差が作図時間で、普通の画面傑作時には 10 s e c、ペイント時

には 50sec詑肢を盟している。

この程度の作図時間が利用者にどの織に感じられるか数人に意見を聞いた結

果、何も画面に出ていなくて待たされると 2、3secで待ち遠しく感じるこ

とが分かった。そこで作図の過程が分かるように両国を出して作図し、画闘が

動いていると、 10sec位までは我慢できるようである。

6. 3. 9.漁船訴の表示

漁船等は一部の1毎域に集中して操業している場合が多く、それらの漁船の位

置を詳細に表示する必要はなL、。操業中の漁船を避けなければならないときに

は、避けた方が盟ましい海減を知ることが草委なので、その範囲が簡潔に示さ

れればよい。

6. 3. 1 O.文字情報の表示

船舶の予定航路、積載貨物の種類、船名およひ大きさなどの船舶の固有情報

を船名を除いて、文字情報のコードで佳送されたものを一部漢字で表示する

一般的な文字情報は直面の脇に表示することとした。縦方向および横方向の

スーパ表示も検討したが、一般のテレビ放送を見る場合とは違い、終始画面を

見続けるわけではないので、見逃すことも考えられる。そこで画面の右もしく

は左の3分の 1位の範囲に文字情報用表示範囲を投げておき、新しい情報が入

ると旧くなった間報をスクロール ・アップする方式とした。表示画面から消え

た文字情報は、スクロール ・ダウンさせることにより再び表示することもでき

る。

6. 4.表示用プログラム

表示するためのプログラムを作成するにあたって特に紹意したことは、画面

の作図時間を短織することで、そのために作凶時間に影響する部分は機械品で

プログラミングした。その結果前述したように普通の画面の場合は 10s e c 

以内に作図が可能になった。

6. 5.シンボルマークの表示に関する色彩の割当の心理的印象

航行援助施設に対する色彩の割当として、位台湾は00色というように指定し

ても割合に心理的には受け入れやすい色がある。巨大船や危険物積載船を赤色
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で表示するのも同級である。

船舶の種類、用途に対応させて色彩を変えた方が表示としては望ましいが、

色彩の割当には検討を2きする部分もある。それは、維崎船等の小型の船舶に水

色や白色等を割り当てると、明るさのために突出して見え、心理的に巨大船と

同じ様な印象を与える。このことは実験評価中にもしばしば指摘されたことで

あり、シンボルマークと色彩の割当は今後さらに検討する必要がある。

また、問機に船舶の表示では船の大きさを示す円形マークと速カを示すベク

トルがあるが、前述の白色表示の小型船が長いベクトルを持っていると、かな

り大きな船という印象を与える。

船の速力を示すベクトルと船の大きさの円形マークの大きさにも表示マーク

としてJ'Iランスが必波である。

7.考察

海上交通情報センターの持っている情報を最火限活用し、個々の船舶の運航

に役立てるため、ショーダビジョンの一種としてディジタル通信方式であるマ

リトラビジョン ・システムの研究を行なった。その収若手は概ね次のようなもの

であり、問題点等も併せて倹討する。

( 1 )航海上必要な悩綴とシンボル

航海上どんな情報が必であり、それをどのようなシンボルで表示するかを

検討した。マリトラピシヨン方式では狭帝域伝送を仮定したので伝送速度が遅

く、

必要な情報であっても僅先度を考慮しなければならなL、まず、船舶の位置を

最優先とし、陸岸線のような的報は予め船側で記憶しておいて、ゆっくりと衝

く方式を採用した。

( 2 )海図の表示

上述のように、海図情報は航海に必要ではあるが、陸際線の記憶には多くの

メモリが必要であり、伝送にも時間がかかる。従つてなるべく所要メモリ容量

を少なくするようデータ圧鎗の検討が行われ、陸岸線等は空き時間を利用して、

ゆっくり描くこととした。しかし、航路船や航路などは優先度が高いため、さ

きに描く。

なお、必要に応じ、船側では必要水域を自由にズーミングできる機能を持つ

こととした。

( 3 )色情報

情報の内容をシンボルマークと共に色で表示すると情報置が多くなり感覚的

にも理解できる。例えば危険物を赤色にしたり燈台、プイ等を黄色の表示とす
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ると感覚とも一致す・る。しかし、色彩については、紫、赤、青等は白、賞、水

色等に較べて解像度、特にさを筒の解像度が悪いようである。

( 4 )伝送方式

本方式では実用{じの符易さを考慮してコード伝送方式を採用することとした。

3KHzの狭帯域相での伝送速度は 1200bps杭l立は比較的容易であると

思われるが、本研究では総合実験として電話回路を利用したレーダ情報の伝送

を計画したために、伝送速度はさらに遅い、 300bpsの2値FSK (周波

数偏移変調方式)とした。このような遅い伝送速度でもほぼ滋足できる結果を

得たので、 1200bpsではよりよい結果を得ることができるだろう。

( 5 )稔合実験

総合実験ではシミュレーシヨンによってレータ情報源に記憶されている情報

を音響カブラによって1ilJi5回線で送信し、これをお示した。実験の結果は初め

予想していた通りの満足な結果を得たが、次mで述べるような誤りについては

特別の配慮が必要であることを再認識した。

( 6 )誤りについて

本方式は数値伝送方式であるため、伝送経路のどこかで数値が間違うと、そ

れが直媛に情報の忠りとなって表示される。例えば、船の針路の誤りはベクト

ル線の誤りとなり、位置符号の誤りは、船が陸上へ上がってしまったりするこ

とになる。このような誤りは信頼性を績なうばかりではなく、舶の続行上危険

となるので、絶対に防止しなくてはならなL、。今回の実験ではS/I¥10dB
以下になるとこのような誤りが入ってくる可能性が検出されたため、今後この

点の対策を進めたい。

8.あとがき

以上ショータピジョンの一方式であるマリトラビジョン ・システムの研究を

報告した。研究は実験室段階では成功であったが、実用化の段階においては幾

多の問題がある。特に受信機をいかに簡便にするかという点はハードウエアと

ソフトウエアの両方の技術的問題として解決しなければならない。また技術的

問題とは直接関係はないが、周波数割当の問題もある。

マリトラビジョン ・システムがこのような陣苫を乗り越えて実現に至る日が

一日も早く来ることを笥んでやまない。
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付-1-3 船舶識別装置の研究

[概要]
東京湾などの船舶交通の混雑している海域では、大型船や危険物搭載船など

と小型船が混在して航行しており、しかも場所によっては漁船が操業している

所もある。このような危険な海域で、大型船なとには通行前の届出と国際港湾

無線電話での述絡が義務づけられているが、小烈船や漁船あるいは多数の釣り

客を乗せた遊i魚船では辿絡や通報の手段か砿立されていない。 そこで低価絡

な普及しやすい自動受信および応答で所要のデータを通報するレーダ ・トラン

スポンダ ・システムについて研究開発した。 このシステムは、レーダ局から

は30ヒメトの情報をおくり、小型船側からは 24ピットの識別符号を含む船

穂や情報提供の要求項目などの情報の授受ができる。

陸上レーダによる船舶識別装置に関する調査研究

1. はじめに

東京湾や瀬戸内海苦手、 t毎上交通の輯犠する狭水道や主要港湾には、海上保安

庁により近代的な海上交通システムが設置され、海簸防止に寄与している。

この海上交通システムは、陸ょに設置した高分解能レーダで船舶を追尾し、

気象その他の情報の提供や指導、??告等を行っている。しかし、これか有効に

機能するためには、船舶を識別、特定する必要がある。現在、 3000GT以

上(東京湾では 1万GT以上)の船舶については、規定の地点から、海上交通

センターへ位置通報することになっており、その十，'，報をもとに レーダ映像に識

別符号を付け、自動追厄している。

一方、漁船、遊漁船等の小型船は位置通報が7lJ~づけられておらず、更には、
材質、大きさ等のためにレーダ映像が不安定となり、識別、追尾は困難な場合

が多L、。そこで、小型船等に簡易な機器を俗載して、海上交通センターのレー

ダで小型船等も特定、追尾できるようにし、かつ小型船等へ文字や符号による

情報の提供もできるようにする船舶識別通報システムに関する基礎研究を行なっ

た。

2.船舶識別通報システムの概要

海上の船舶を探知識別し、特定して通信するためには、陸上よ り、 海よの船

舶への通信系と、その逆の応答通信系が必要である。

この2つを含むシステムを、有効距脅純圏、通fJ可自国生の点から比較検討し、
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その有利さから、 トランスポンダに高速通信を追加する方式を採用した。さら

に指向性、起動方法についても、種々の方法について比較、検討した結果、回

転指向性のレーダ波による起動と通報をすることとした。

2. 1. システムの鳩成

システムは陸上側の袋町と、船上側の装置とからなる。

陸上側の装置を描別通報装置と呼び、船上側を船上郡別器と呼ぶ。システム

のブロック図を図.付 1-3-1に示す。

識別通報装白は既設のレーダ装置、 GD/PPI表示装置に付属して使用す

る。情報を変調してレーダ電波に乗せ、応答電波を検出して処理し、表示部等

へ送る。応答電波を受iZするアンテナは通常のレーダアンテナとともに回転す

る。

船上識別器はトランスポンダ装置である。識別)!昨日淡ほからのレーダ電波を

受信し、応答電波を送位する。また送られてきたデータを表示する。応答電波

の周波数はレーダ電波に近いものを使用する。

なお、既設の陸上レーダ装置の主な性能は表.付 1-3 -1のとおりである。

Z答軍主主CiI: 3.:;:' C M之}

レーダ電波 {起動および;車鰻}

品;垣
間YZう

図.付 1-3-1 識別通報システム偶成ブロック図
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レーダ装慣の性能

1(1 (( (( 4止
}.'，J波紋 13，750Hz 

.ib.1，111I)J 40KW 

パルスt/，¥ O. 1μS 

パルス絞返し時113113阪 291-355μS 

(データにより変調する) ( 1μSステップで変える)

アンテナ形式 スロ f ト叩

アンテナJ如何t't H/V O. 2 51~/ 1 5度
アンテナ(11)転主主 10rpm 

アンテナ向さ 80m 
日二従事I!(I時 20km 

表.付 1-3-1
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程
ー出

制

.
0

2. 2.システムの性能要件

船舶識別通報シスデムの設計にあたり、基本とする行え方は次の返りである。

1 )小型船であっても、識別器を俗載すれば、陣t仮.IJで自動的に識別でき、

かつ自動的に追応できること。

2)陸上側と船上の識別器は短い情報の高速通ほができること。

3)船上識別総は小型、軽量、安価で普及性があること。

4)現在、使用しているレーダと相性がよいこと。距離範囲はレーダ局近傍

から 20kmまで安定に動作すること。

5)陸上からの旬波はレーダ波を利用すること。船上識別器の送信電波はこ

れと別のm波とすること。

この他、さらに注意すべき点として、

6)陸上レーダのサイドロープによる誤動作を防止できること。

7)超小型船用から大型船用まで4クラス程度に分け、機能、授受するがi鰍

について、各クラスに見合ったレベルとすること。 戸

。。
伺。由

l
ム
「て

o 
て;t

~ !とE目同
2. 3.回線設計

陸上レーダから船よ識別器への通報系と、船上識別器から陸上識別受信機へ

の応答系の二回線につき、受信レベル距離特性を図.付 1-3-2に示す。そ

れぞれをレーダほ号レベル、応答波受信レベルとする。

( 1 )通報系回線

レーダの送は電力が高いため、 20kmの距離においても充分な受信レベル
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(-27dBm)がある。このレベルでも通報符号平均検出率が99%になる

ように、鉛よ識別器のスレッシホルドレベルをー 50d B m(こ設定している。

( 2 )応答系回線

実験時、応答波の受信には既存のレーダアンテナを問いるので、実用機の設

計基準より受信レベルが4dB低くなっている。災問機のシステムでは利仰の

高いアンテナを問いるので、その場合の受信レベルも示す(図の中では正胤シ

ステムと表現している)。

応答符号平均検出$は、実験時のアンテナで 98%、実用機の設計基準のア

ンテナで 99%を舷保するように設計している。

直後波と海面反射波が相殺し、受信レベルが下がることがあるが、その発生

率は 1%である。災隙に追尾する時はその前後の受{，iにより補完できるので支

障は生じない。

2. 4.通信方式

2. 4. 1.通報方式

陸上から船上北別器への通報信号について述べる。

通報にはレーダ電波を用いる。このレーダの品πは表.付1-3-1に悶げ

た通りである。アンテナ回転速度、ビーム幅とパルス役り返し率よりビーム照

射時間の中に入るパルス数は 13個である。したがって 1困のビーム内で必ず

1フレームか受信されるためには、 1フレームのパルス数は6パルス以下であ

る必要がある。限られた伝送時間でより多くの間報を送るためにPPM変調

(パlレス位置変調)とPIM変調(パルス時間間隔変調)のどちらが有利であ

るか比較、検討した。

PIM変調は、必ず前のパルスを基準にして、変調データに応じた偏位した

位置に次のパルスを発生させる方式である。これに対しPPM変調はパルスの

一定繰り返し基準位置からの時閣ずれを変調データに応じて{扇位発生させる方

式である。この点が両者の相違点である。

パルス間隔の変動脳を同じにとった場合、 PIM変調は PP~変調の 2 倍の
変位数とすることができ、同期パルス数も少ないので多くの情報が送れる。例

えばPPM変調の情報底力s20ピットに対し、 PIM変調は30ビットとなる。

PIM変調の方が多くの情報を送ることができるので、ここではPIM変調方

式を採用した。使用地波の形式はMIDとなる。
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2. 4. 2.応答方式

船よ識別器から陪「への応答信号について述べる。

応答には、レーダf'il波に近い周波数のパルス波を用いる。送信するための変

調方式は、 S/N比、スレツシホルドレベル、倍サ民に，i1同し、 FM変調(問

波数変調)、PM変説I(位相変調)、 AM変調(絡を脳変調)を比較して選択す

ることとした。

FM変調はスレツシホルドレベル以上ではS/λ比の改善が期待できるか、

スレッシホルドレベル自体が高く、有効範囲か小さくなる。

P~変調は外来雑音に対する耐力はA河変調と向程度であるが、受信側で復

調するときに位相基単位号が必要となる。この情報を応答信号に含めると応答

信号が長くなり、応答(J号のー子渉が生じる距滋範聞が大きくなる。

AM変調は変調が比較的簡単で、スレッシホルドレベル、信号長ともに特に

問題はない。外来維ffにはやや弱いが、応答信号の問波数は 130Hz帯の中

に専用周波数が割り当てられることが考えられ、外来雑行は特に問題とならな

いであろう。

以上より、識別通報システムにおける応答電波の変銅として AM変調を選択

した。使用電波の形式はK1Dとなる。

2. 5.通信障害

通報時、応答時に巧・えられる陣害と解決策について述べる。

2. 5. 1.通報障害

ここでは、通報陣苫として海面反射波によるもの旬、 4 般的なものは除き、

本システム特有の問題として考えられるものについて触れる。

1 )他船への通報波の受信

2)陸上レーダアンテナのサイドロープ反射波の受日

3)他の陸上のレーダ波の混信

4 )反射電波の混{J
上記の不要な通報波のうち、 1 )と 2)は、自船がある他船に対して特定の

方位関係になり、その他船に対して笠報が送信され、さらに自船と他船の識別

番号の下5ビッ トが一致した場合に誤笠報となって生じる。しかし、このよう

な可能性は極めて低く、実際には起こらないとみて去し支えないであろう。 3) 

についても計算の結娘、低率は非常に小さい値である。

4)は自船が通報を受信しているとき他の反射体、特に大型船と同時に特定

の位置関係となった場合に符号エラーの発生の可能性という影響を生じる。し

-213-



かし、影響はわずかであると考える。

2. 5. 2.偽応答

応答信号に対してそ7えられる通信障害としては、一般的なものの他に次のよ

うなものが考えられる。

1 )他レーダへの応答によるもの

2 )反射によるもの

a.平副k射体(大型傍造物等の壁画)

b.主史雑形状反射{本(船)

3)アンテナのサイドロープによるもの

1 )については、スイープ相関検出で除去できるようにレーダの繰り返しを

互いにわずかずらせることで解決できる。

2 )、 3)については同一応答データが彼数例存在するので、まず同一距離

にある同一応答データのなかから受信レベルがM火のものを選択する。さらに

異なる距離の同一応答データの中から、最も近距離のものを選択することで解

決できる。

3.海上実験

試作した装置をまとめて総合的な海上実験を行なった結果をまとめて報告する。

3. 1.実験概要

実験船を、レーダ局より 20Km，1 OKm， 5Km， O. 5Kmの位置で

停船させ、各地点で).tu線と応答の各符号検出さ終、および応答位置とPPIよの

船位の比較等の測定を実施する。また、航行中適宜PPI映像の写真船影とレ

ーダ/応答ビデオ但号のVTR録画をする。

さらに低速航行をしながら、両符号の検出半を測定する。

( 1 )測定項呂

陸上:・応答符号検出本

-応答検出位置とPPI上位置の比較

.PPI映像の写真綴影

・レーダ/応答ビデオ信号のVTR録画

海上 :・ 通報符号の検出率

( 2 )測定方法

符号検出率:

停船時に通報と応答の各符号検出率をアンテナ200回転にわたって
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測定する。)Jll，~寝の送信方向は前回の応答信号から検出した船位の方向と

する。停船位置で l回当りの所要時間は、 6秒x2 00回=1200秒

=20分である。

(200回は臼頼度90%の信頼区間を測定算出仙:t1 % (通報)、±

1. 6 % (応符)とするために必要な回数)

位自の比較:

応答信号から倹出した船位のR、。とPPIから求めた船のR、θを

比較測定する。 lf亭船位置につき 10回測定(1 0回は信頼度90%の
信頼区間をRは土 10m以内、 θは:t0. 10

以内とするために必要な

回数)

航行時の符号検出ド:

約 3ノットで 2.......20Kmの範囲を航行しながら、 20分間隔毎によ

記の符号検出率と同級の測定をする。

3. 2.実験結果

海上実験の結果に附する全般的考察を次に述べる。

直後i皮と海面反射i皮の子泌による影響が実験結果にあまり見られていな

い。干渉の影響は他のマイクロ波を使用したシステムには一般に見られ

る現象である。今回の実験においては、計測が巡続的でなく数カ所の地

点での針演j結果であるや、実験当日の海象の状況は1.5mもの波がある状

態であったことなどが、結果に大きく現れなかった理由とも考えられる。

今回の実験では、船上間別器側での受信状態は符号検出回数の計測を船

上測定日が行ったが、詳細な受信状況の記録には何らかの自動記録装置

を使用が好ましかった。

問機に陸上レーダ側においても、応答信号の受信に陣富があったときの

符号状態の持細な針演j記録および海面反射波の影響によるようなパース

ト的な受信陣告の状況についての観測調査データを入手したかった。

通信の相手方との距離が近くなった場合などには、送信出力を自動的に

低減させるような機能を付加することも、将来的には船よ識別穏に必要

であろう。ただし、今回、開発された船舶識別通報システムでは、陸よ

レーダ局側にサイド ・ロープによる影響を除表するようにソフトウエア

およびハードウェアで処理して、船よ識別器のコストが増大しないよう

に配慮した。これらの陣宮対策は充分に機能し、その効架も確認された。

次に各実験項目に挙げたm項につき個別に考察する。
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通報符号の検出:

通報符号のアンテナ回転毎の検出ギは20Km以内の各距離で 10 0 

%またはこれに近い値であり、ほlま所期の特性を確認できた。

応答符号倹出，..(: 

応答符号のアンテナ回転毎の検出率は、 20Km以内の各距離で 98 

%前後のi~iであり、ほlま所期の特性を依認できた。

応答検出データの位置制度:

応答検出データとPPI映像の位誼比較結央は、方位角度差が約O.

2 度、距離差が最大~e~2 0 K mの時で約40mであった。この協はP

PIの測定制度以内であり、応答検出データの位置精度は充分ょいと判

断される。

サイドロープ応答除去機能:

応答検出データが数Km以内の近距離で、偽応答を生じなかったこと

から、本機iitは充分働いたとみなせる。

3. 3. レーダ映{象による評価

識別符号の検出状況を総合的に評価するためにレーダ信号を録画し、これを

後目、再生して観綴した。

PPI上に表示される実験船のエコーは、船が小さいため非常に小さく、ま

たアンテナ回転俸に表示されないこともあり、確認が大変であった。しかし、

識別信号は消えたり、ジツターすることなく安定に表示された。偽応答等の除

去処理も適切に行われているといえる。

4 船舶識別通報システムの評価

3 年間にわたる研究の結果、海上での現場~験を含めて当初の研究目的の成
果を得られたことを評価する。特にこれまでレーダで検出できなかったような

小型船であっても、船の位置やその他の情報の校受ができるようになったこと

は、おおきな成果である。

ただし、この実験では諸般の制約条件から、

現用のレーダを使用したこと、

別の周波数の割当てを受けないで実験したため、レーダと同じ周波数

でデータの受信を行った

その他

などの理由から、実際に使用される状況での設計に基づいた試作品ではなく、
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海上実験が実施された。そのため、いくつかの検証できなかった事項も残って

いる。

それは、

送受信を別々にしたときのこのシステムのデータの信頼性の向上

線数の船上品別器を使用したときに関連する問題、例えば混信や干渉、

個別の識別、応答抑制方式の検討など、

があげられる。

この他に検討すべき事項としては、海域内に入域する外国船や他の邦船、さ

らには全国で40万箆と言われる小型の舟艇までも対象にできる個別識別のた

めの識別符号の宮lJ付方式の検討を進める事が必愛である。

この研究成果を活川し、安全な海の実現のために、将米の実用化のための研

究の継続を希望するものである。

5. 将来展望

5. 1 将来への目標

船舶の運航において、相手船の総鉛意志を直接確認できることは、船の運航

者にとって理想である。しかし、肉眼で見えている相手であっても、船名や呼

び出し符号がわからないために通信が難しいのが現状である。特に夜間や外国

船の場合には困難である。本システムとともになんらかの通信手段によって相

手船と直接しかも符易に意志の疎通が図れるようになれば、その効果は極めて

大きいと考えられる。本システムをさらに開発し、船よ識別諸相互の通信敏能

を付加した方式への発肢を目標とする。つまり、さらなる高度な目標は、通信

相手を管制レーダに限定させるものではなく、容易に必要な相手と自由に通信

できることであると考える。陸上レーダは通信の栂手方のひとつであり、広く

一般に双方向通信ができるものであることを希望する 次に従来から要望され

ている船橋間通信の必要性について述べる。

くこの研究調査の位置づけ〉

この研究報告で述べられている識別装置は、将来の船楠開通信の方法の基本

的な一部分の成架を述成したことが評価できる。ここで開発された識別装置は、

陸上レーダ 1局と船よ誠別器 l局とでの実験であったため、多数の船よ識別器

が存在したときの問題は検証できなかった。また船よ識別総に相互間の通信機
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能を付加した方式への発展を期待する。

<船橋間通信の実現に向けて>

船舶の運航において相手船の操船意志を自f~({{fí~~できることは、船の運航

者(船長や航海土)にとって理想である。しかし、肉眼で凡えている相手であっ

ても船名や信号符字がわからずに国際VHFでの)j創立がむずかしいのが現状で

ある。特に夜間や外国船の場合には困難である。何らかの通信手段によって、

相手船の操船者と必搾にしかも容易に意志の融通がはかれるようになれば、そ

の効果は短めて大きt、。

5. 2 普及のために考慮すべき事項の分析

船船識別i瓜報システムの船上識別器は、広く i普及しなければその効果を先

様できない。広く普及するためには、第一に価憶が安いこと、そして価絡に見

合う以よの有効なれ1級が受けられるものでなくては、小型船にまではなかなか

浸透しなL、。次項からff-及のために考慮すべき必加を検討した。

5. 2. 1 利益の相互享受

使用者全体が相互に情報の授受によって使用上の利益を共有できるものであ

ること。つまり、管制'."J仮IJに自船の位置情報等を知らせていることに見合う利

益を船舶側(利問者)でも事受できることが基本である。この船舶識別通報シ

ステムが海上保安庁側が管制の目的で始めるものであっても全体の利益を目指

し、しかもその目的がわかりやすく、利用者に受け入れ易いものであることが

不可欠と考える。

5. 2. 2 普及する条件の検討

( 1 ) 広く普及する条件の検討:

装置の価絡が安く、しかも得られる情報の貨が慣れていること。

利用者が自ら情報を受信したいと興味を持つものであること。

利用者の晴好傾向を考慮していること。

機器の大きさ、情報の伝達方式が船内の騒音などに消されることなく、

分かりやすいものであること。

少品種多機能型として、オプションで機能拡張ができるようにする。

装置の性能に数段階の段階を設け、需要に応じた対応、がとれるものであ

ること。
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利用者の火部分が小型船やモータ・ボート等であることを充分に考慮す

ること。

ポケット・ペルのように簡便に使用できること。

緊急な情報(例えば、衝突のおそれ)は表示制に何台音とともに表示す

るが、時間的に余裕のある情報は利用者が別の)Ju信手段で問い合わせる

方法を併用する。

利用可能な他の必信システムの有効な併用。 既存の情報伝達手段の併

用、たとえば船舶電語、文字放送などの併用を考える。

( 2 ) 簡便に利用可能な装置であること:

電源 ; 船内のパッテリ一、将来的には低消岱電力化させて乾電池

でも動作できるようにする。

大きさ;表示mは見やすい適度な大きさとするが、空中線部分は小

さく特くする。

f栄作 ; 取級い説明占が無くてもf菜作がわかるように、内容を簡略

{じrるか、 1ページ程度の説明t!fを取り付けておく。

信頼性 ; t.'i報伝送の信頼性および機恕の機械的な信頼性もともに充

分に砿保されていなければならない。

価格 ; 免務用トランシーパの価格尽l!tを要望する。 現時点での

価絡は高くても参考程度の問題とし、実際に普及する時点

での技術と価絡を前提とする。

レンタル方式も検討する。

( 3 ) 社会環境面での強制

新しいシステムを社会に毘透させるためには、政策的に法令を整備して奨励

策を議じるか、あるいは民聞が積極的に取り入れる内容であることが必要であ

ろう。政策的にも、民間的にもその両面にわたって険肘することが船舶識別通

報システムの普及の基本であろう。

政策的には、船舶識別通綴システムは電波を発射する機器であるが、簡単な

型式検定と使用手続きの簡略化、また無線従事者の免許は不要とするなどの支

慢が必要である。また、船舶識別通報システムを袋航している船舶には保険料

が割り引かれる、あるいは税制聞での優遇などの経済的立慢の方法を検討を要

望する。

情報を提供する側の海上保安庁にあっては、船舶織別通報システムを管制の

ために使用するという喪併ではなく、安全な航行を積極的に支援するための情
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殺を提供する姿努での対応を要望する。 つまり、利用者サイドに立ったサー

ヒスの内容を宣伝し、普及を図られることを主是認する。
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この研究調査は(財)日本航路標識協会において「陸よレーダによる船舶識別
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委員会の電気通は入学教控鈴木努委員長をはじめ、委Uの皆様に謝意を表しま

す。
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付-1-4 GPSとの連携によるコード呼び出しシステム

[概要]

GPSで得られる他般的報を呼び出しコードとするシステムで、自船のレー

ダで相手の船舶等の位置を測定し、緯度経度の{自の 4 部をディジタル ・コード

として国際港湾無線f包括等での自動的な呼び出しを行うシステム。 現在のG

PSの精度である100m内には複数の船舶が一緒に存在する依率は少ないので、

レーダで見えている範囲(10海里程度)では有効な方式である。

GPSとの運嫌によるコード呼び出しシステムの提案

1.海上における VHF通信の現状

海ょにおいては目前にいる船であっても、船名やcall signが分か

らなければ通信ができなし、。識別の方法は相手の船に呼びかける際に、 r煙突

の色やマークから判断して船社名」を呼びかけたり、 rooo航路のO番ブイ

を南航中の鉱石船J というように呼びかけて、相手の判断と対応によって、ょ

うやく速絡ができる。海上変通安全センタが設置されている海域では、予め定

められている境界線を通過する際にそのセンタ宛に自船の船名を通報すること

で船名が登録され、以後その船名で通信がなされる。しかし、小型の船や旅客

船で無い船舶は焼界線を通過する際の通報義務は無いので、特別の場合を除き

船名はセンタにも分からない。呼び出しする場合には、付近の海域をパトロー

ルしている巡視艇の協力:を要話して船名を調べている状況である。

2.システム設計の基本的要件

2. 1 海上における船舶の交通密度

日本近海は世界の中でも最も船舶の交通密度が高い海域である。中でも浦賀

水道と明石海峡は際だっている。 i甫賀水道は大型船の交通が多いのに加えて、

小型船や漁船も多い。明石海峡は大型船はそれほどではないが、瀬戸内海航路

の旅客フェリーや3000トン未満の貨物船が多い。さてこれらの船舶は、航

行中には閉塞領域(通常の航行状態において、他船が入り込まない自船まわり

の領域という概念)を持って逆行されている。この領域の広さは一般に、図.

付1-4-1のように進行方向に 3から 4L、左-tiの償万向に 1.5L(L:

船長)程度の度の領域である。大型船に関してJえば、 i万総トン級で船長が

150m、5000総トン級で 120m程度である。つまり侵も過密な場合で
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も縦横 300m四万の中lこ1笠ずっとなる。この領域内

に他船が侵入することは特別な場合であり、港湾への入

港時など低速で混雑している区域に入る時に限られる。

2.2 GPSによる位置の精度

通常のGPS~Iらぬでの測位精度は S A (選択利用

性)の笑施されている現況において約 100mRMS

である。同じ{立問に 2合のGPS受信機を並べてはい

たときの位抵の測定例を図.付 1-4-2に示す。こ

の時にはまだ SAが実施されていない時期であったが、

測定結果は相関性がなくパラ付いている。 SAの実施

図.付 1-4-1

航行中の船舶の

閉塞領域

--ーー・受信轡A

一10

‘ 

-1 0 
酋

一ー一一ー受信栂B(基準局}

、、.~/'. 1 20 
¥ /'、、，
、、.1 、，

"ーーーーーーーー噌，
世帯悶 {秒}

..IJ{データの時間による変化

{闘定局， PDOPく? 0 9) 

経11データの時間による変化

ー-ーーー受信IIA
一一一一受信僚B (基準局〉

，~、 ，

，'¥ ;i、て・， -

--園田争

時間{秒}

(固定局. PDOP<Z. 09) 

図.付 1-4-2 2台のGPS受信織による位置の測定例
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後の2台同時受IJの測定はまだしていないが、 SAは受信機に共通に作用する

ので 2台が織って並行移動すると考えられる。 SA実施後の位置精度の保持対

策として DGPSが利用されつつあるが、条件の良いときで土 25m程度であ

る。しかし、 DGPSはまだ一般にさほど普及はしていないので、他のシステ

ムと連撲させる場合にその拡張機能として考慮すれば良いと考える。つまり、

今回提案するシステムとしては、番地呼び出しの純度経度コードの作成には通

常のGPSを使用するものとして考える。

2. 3 テrィジタル・コードの構成

緯度経度の放flfl(まGPS受信機と連動させ、適切な範聞を包括できる 10 

桁程度のディジタル・コードとする。

また、航空機との泌fit述絡の設定には、海よか、よ空かの識別符号を付加す

るとともに、対匁の範囲を拡大するコードを設定する。 I.;jf.設に、大型船と小型

船、漁船やプレジャーボートなどの概略の大きさの範問の設定を行うことで、

大型船とプレジャーボートの識別も可能なように設計する。

3 システムの概要

3. 1 緯度経度コードの作成

一般に市販されているGPS受信織の緯度経度の表示分解能は、 100分の l

度までの物が多t、。中には、それ以上の分解能で表示するものもあるが、

-位置の精度、

・自船も相手船も移動していること、

.閉塞領域の大きさ、

-相手の位置を測定して槻{立を求める際の精度

から、考察すると 10分の l分(約 185m)であろう。

さて、相手船の呼び出しには国際VHFの電波にトーン変調でディジタル信

号を送信するする方式を前提として、

-有効範囲を約20Km、

-ディジタル信号のコードの長さを 10桁程度、

として検討する。

以よの要件のもとに、ディジタル ・コードの構成をU.付 1-4-1の形式で

剖り賑ることを試案する。

余裕の桁を設けるか、あるいは 5桁目の数値に工夫を加えることで、

-相手船の大小

.船磁
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-航路

等の進行方向なとの識別を補助する情報を加えることができる。

霊安.付 1-4-1 ディジタル信号のコードの偶成

コ トの割当 議耳1)コートの内容

相手 6桁分の割当内容 経度 ・総皮の 10分、 1分および

総の 1 0分の 1分の数値。

位置 それぞれ 3桁分。

海上 呼び出し時は、海上=0、上空=1

上空 1 .行分の割当内容 応答時には 2として設定する。

応答 その他、鉱張性も考慮。

自飴 4桁分の割当内容 自船の:態別符号の4t行分のき定数字

識別

符号

拡張 2桁分の割当内容 相手船の大小、船種、航路の進行方向

識別 などの織別補助用の符号

3. 2 レーダとの運動による相手鉛の呼び出し識別コードの自動生成

相手船の呼び出しのためのディジタル ・コードの作成を容易にするために、

レーダで楕手船の位置をジョイ ・スティックなどのポインタで指定すれば、自

舶の位置から即座に計算し、コードを作成できる。

3. 3 呼び出し惜号を受信したときの処理

他船からの呼び出し信号を受けたとき、識別の{立問コードは必ずしも正確に

一致することは少ないと考えられる。つまり、両方の船が移動しながら相手の

位置や自船の位置を指定するために、移動にともなって常にコードが変化して

いる。また、位置の測定精度は 100mRMS程度のばらつきもあり、的確に

位置を示せないことにある。そこで指定された位置のコードに対して、経度も

緯度も 10分の l分の叡値に::!:2-3の許容幅をもたせることにする。このd
容幅の設定の適正値は、非常時の対応も含めて実態調査の上で決めるべきであ

ろう。

呼び出しを受けたとき、その呼び出しのディジタル ・コードから呼び出した

船舶等の方位と距離を算出しておき、応答する隙には呼び出した相手の現在位

置を計算し直して、新しくディジタル ・コードを作成し、 5桁自には応答を意

味する"2"を設定する。この場合の一つの検討llJ項として、応答時には呼び

出した椙手船等の識別符号を別に設定した場合の呼び出し ・応答の効率や確実
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性の検討も必要である。

3. 4 基本的な情成

(1)基本織成

呼び出しシステムの絵本的な締成を図.付 1-4-3に示す。

( 2 )各部の機能

呼び出す局および呼び出される局とも基本的には伺じ構成の設備を持つも

のとする。ただし、機能を制限して簡易化した織成も可能である。

同じ構成の機器を原則として使う

自船側 相手船側

図.付 1-4-3 呼び出しシステムの基;;$:的な構成
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G PS受信縄は時々刻々の現在位置を計測し、その位置情報を」呼出コード解

説設定器」に送る。

レーダは呼び出したい相手局の位置を計測し、点力位と距離の情報を呼出コー

ド解読設定器に送る。民方位と距離の情報はレーダに備えられているカーソル

で計測し、計測結米を自動的に伝送させる押ボタンスイッチ等で送出するか、

その数値を覚えて手動で「相手の位置設定器」に入力する。レーダを装備して

いない場合あるいは相手の位置が判明している均今にも、簡易な「相手の位置

設定器Jで相手の位宜を股定する。

塁主義では、

呼出の発信操作、

レーダと述動させた相手の位置の情報の伝送命令、

呼び出し相手品の位田の計算命令、

呼び出されたときのベル等の鳴動、

呼び出した相手方のコード番号(識別符号等)の表示、

コード呼び出しシステムの作動状態表示、

自己の識別コードの控定、

等に関連する操作と表示を行う。

呼び出しコード解M，~~Il~烈では、

準監堕1:.1正
GPS受信機、レータあるいは相手の位置設定烈からの「相手の位置情報J

および操作器からの命令により内部機能の状態設定を行うと供に、呼び出しコ

ードの自動作成を行い、通信制御器に呼び出しコードを送る。その呼び出しコ

ードは送信機から送信される。

霊畠堕ζi孟
また、通信機で受信された呼び出しコードはl!u{J'制御器によってデジタル信

号に変換された後、呼び出しコードの解読を行う。自船のGPSでの位置に該

当し、しかも鉱張識別コードも該当する場合には、呼び出されていることを操

作器に伝え、表示する。 その時、呼び出した相手船の識別コードを記憶して

おき、応答する時の呼び出し応答コードとする。

受信の場合には呼び出しによる応答の受信の場合をあるので、自己の識別コー

ドとの照合も行い、自分からの呼び出しに対する応答であることを表示する。
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進塁草壁
VHF等の送受信敏1iEを持った一般的なもの。

4. 検討すべき事項

検討すべき事項を次ぎに列挙する.

ディジタル呼び出し方式の海上での使用状況と実態の調査

混信

誤り呼び出しゃ不応答の確率

呼び出し ・応答の完成寧

緊急時の対策

ディジタル・コードの術成の詳細検討

ディジタル ・コードの巡正な長さ

応当時のコード構成

指定対象範囲の仏さ

信頼性 (ハードおよびソフト)

呼び出しコードの内容は， GPSでの位曜だけでなく，船名符字や識別符

号等も含めること.

ここでは検討議項としては列挙していないが，この「コード呼び出しシステ

ム」は普及度が要となる.そこでシステムの普及が進むように，システムの構

成や方式について詳細に検肘しておく必要がある.

例えば，

r呼び出しシステム」を貸出し型として普及させる.

現在普及しつつあるページャのように簡便な，しかも安価な形式にする.

国際VHFと辿動させずに受信専用型とするものや，いくつかの毘式も考慮

する.

外国船に対しては水先案内人が傍帯して乗船する方式.

等を考慮し，広く普及するように配慮する.

参考文献 (発表論文)

林 尚吾 :GPSとの巡仰によるコード呼び出しシステムの提案，

1 994年也子情報通信学会春季大会シンポジウム，

GPSの利用と応用技術 (SB-2-10) . 
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付録-2 橋梁によるレーダ偽像と対策について

付2ー1 既設橋におけるレーダ偽像の状況、および鶴見航路横断橋のレーダ

偽像発生予測ヘ向けてのレーダ断面積の計算とレーダ・エコーレベル・マップ

の作成

この{寸録は、昭和 57年度に建設省関東地方也段向から東京商船大学が研究

を委託されたものの制在研究報告書から抜粋したものであり、著者自身が現地

鼠査、実験観測、データ処理および原稿執筆について路姥担当したものをまと

めたものである。

研究実施の当時には、対象とした鵠見航路検断協はまだ計画段階であり、情

造の詳細も分からず計i山]梁に沿って研究が進められた。

第 1章調査の概要と総合成果

1. 1 調査の概要

本年度の主たる凋fi.研究項目は次の四つである。

1 ) 既設憾でのレーダ偽像発生状況と惜の形状との関連調査

2) 突橋地点におけるレーダ ・エコーレベル ・マップの作成

3) 既設矯のレーダ断面積の観測と計算値の比駁および鶴見航路検

断橋のレーダ断I踊積の計算

以下各項目について簡単に説明する。

1 ) 既設楠でのレーダ偽像の発生状況と備の形状との関連調査

現在、船舶が航行する海域での既設摘は|別門柚，大向六橘，大三!:j~命i立の

ものであるので，今回は大て島橋を除いて、これらの陥を調査した。大三島悩

はそれがアーチ怖というIれから、今回の研究対象となっている航路繊断楠とは

形が大きく契なるので関白から除外したものである。現在建設中の因島大縞に

ついては、レーダ偶像の発生状，児と工事の進捗状況に{~，なうレーダ映像の変化
につhて調査する刷ができた。困島大橋では、レーダ偽像を軽減するために也

波吸収材を装訂しているが、今後この経の研究にイf効と思われるので，その状

況、工事方法等についても調査した。

2 ) 架橋地点におけるレーグ ・エコーレベル ・マップの作成

昭和57年9月、銀楠地点において、本学練習船iタ路丸を用いてレーダ ・エ

コーレベル ・マップ作成のための観測を行った。レータ。 ・エコーレベル ・マッ

プは別に示す通りであるが、これをもとにレーダ偽伐のシミュレーションが行
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われる。

3) 既設橋のレータ断面衡の観測と計算偵の比較および鶴見航路僕断橋のレ

ーダ断面積の計算

イ.既設橋の観測

観測可能な東京近辺の捕で、しかも鶴見航路縦断備に獄似の斜張捕として

は、大黒大橋がある。当初はこの橋を観測する予定であったが、予備調査を行っ

たところ、大黒大陥近辺の船舶交通はふくそうしており、船舶を停止させた観

測は危険であること、また付近には石油タンク等があり、観測器材の置場がな

いことなど観測に人きな開告があって不可能であることが判明したので、斜張

備による観測は今回は断念し今後複の問題とする唱にした。昨年、瀬戸内海地

方の菜橋において析しい純頬のレーダ偽{象の発生が認められた。この備は図.

付2-1-1に示すようなボックスガータ形式の備であるが、この穫の形式の

備は今後多く建設されることが予想されるため、レーダ断面積の観測を行つて

なおく ことは重要であると判断した。サンプルとして、点京都中央区にある{回

大掘を選んで調査した。

斜下方より

図.付2ー1-1 新しい種類のレーダ偽像が観測された橋の構造

ロ.鶴見航路償断怖のレーダ断面積計算

この橋については研究当時には橘の構造の決定がなされておらず、
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シングルデッキ橘

タブルデッキ陥

の2つの案が縫策されていたので、その資料に基づいてレーダ断面積の計算を

行った。

2 調査結果

2. 1 既設橋におけるレーダ偽像の発生状況と締の形状の関連調査

レーダを使閉しなから航行している船舶において，橋梁が原因となって，レ

ーダ ・スクリーンょに偽像を発生させることがあることは，山口県大畠瀬戸に

設けられた大島大憾によって海事関係者の耳目を集めるようになってきた。

最近では、本州と四国との聞に長大な橘が建設されるようになり，しかも日

本でも有数の船舶交通が幅事長する航路を機断するように架橋される。そのため、

航行の安全を阻当すおそれのないよう必要な対策措町を議じる自的をもって，

レーダ偽像の発注予測がなされている。既にill設された一部の橋においては、

周辺を航行する船舶に対して閃光信号により柚への近係船舶が存在しているこ

とを知らせる泌総装置が、愛媛県大三島織に設置される等の例がある。

次に、現在までに建設されたいくつかの備におけるレーダ偽像の発生状況に

ついて述べる

(1) 大島大橋におけるレーダ偽像の発生状況と対策

大島大橋は、回.付 2-1-2に示すように辿続トラス俄造の矯である。こ

の橋の特徴としては，楠脚部の下部機からすぐに、相当な分量の構造部材があ

ること、また橘全体の泌面上からの高さが低いこと，構造部材の数量が吊偽情

造と比較すると怖の強度を部材の構造形式で支えるために、その本数も多く，

僚幅も異っていることがあげられる。

つまり、この人島大橋はレーダ偽像が発生しやすい条件が多かったと考えら

れる。

大島大橘のように，既に建設されている偽に対するレーダ偽像対策には，

325m一一一-.-，

本州 I //  I 大島

町 村rぷ』二i?:ツ日}ふ;すYJ以ニ可-:-rwー，"，

図.付2-1-2 大島大橋の概要
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レーダ偽像の発生を低減させる方法として，まず基本的には備に何らかの付加

術造物を装着する方法カ~JJ'えられる。

具体的には、

橋の締造部初の前面に反射板を装着する。(鏡面反射偽像の対策)

憾の構造部材に也波吸収Mを装着する。( u ) 

底面をふさぐ、あるいは原因部材の前面に多且反射経路を切断するように

反射板や電波吸収材を設置する。(多埠反射偽{象の対策)

などの方法か考えられる

大島大橋では，レーダ偽伎の発生に大きく影響を与えている航路中央の大畠

側の橋脚の柳井方面倒に対して、海面から鋼床版〔道路部分〕の高さまで反射

板を取り付ける対策がとられた。この反射板は，パンチング ・メタル機造のも

のであり，電気的には孔のあいていない金属板と同等の性能を街するものであ

る。パンチング ・メタルの反射板とした理由は耐胤特性のためであるが，孔の

大きさと向きを選ぶことにより，孔の無い金属板と変わらないものができるこ

とにもある。

大島大備では大白の市街地部分の熔造物がレータ偽{匁発生の 2次反射体となっ

ていた例が多いので、反射綬は上空へ 80 ，大畠の内街地とは反対側の方向へ

反対するよう 150 -200
の角度をつけ、矯脚部で反射されたレーダ電波が

海上部分に強く反射されるように対策された。 (第 l回目の対策)

このような配慮のもとに反射仮が装着されたが，

・反射板の対策が，前面、後虚の償桁構のうち前面部のみであったこと0

. その他の未対策部分が怖を斜め方向から見る際には影~が大きいこと。

-橘からの距離が辿い場合には末対策部分がレーダ也波の照射幅内に含まれる

こと。

による影響で反射仮の取付効果が低かったことから、後面の横桁備にも反射板

を取り付ける工事がなされた。(第2回目の対策)

第2回目の対策後の効果の定量的な測定と評価が現地で計画されている。レ

ーダ偽像の発生に対して，その低減のための対策としては，反射板取付による

方法の他に，電波吸収材を装着する方法がある。

電波吸収材の装清は、既設縞に対して分布加点が股8t許容値内におさまるな

らば、比較的容泌な対策である。

むi皮吸収材の装者については、対候性，ヱ司王の際の胞に性および保守性などに

検討すべき点があり，近年，新しく開発された新初料であることから経年変化

等に不明な問題が践っている。また、電波吸収材をう受訂する際の注意事項とし

ては，レーダ偽像の発生の原因となった部材の面積に対して，その半分の面積
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に性能の良い電波q吸収材を後符して、屯気的に凡た実質面積が半分になったと

してもレータ会断面積は 6d B低下するだけである。この程度の数仙では電波

股収材を袋着した効裂は万lfitfにはあらわれなL、。電波吸収材を附凶部材に装着

する場合には全面に装着してこそ低減効果が期待できるものであるu

( 2 ) 関門矯におけるレーダ偽像の発生状況

関門海峡に架かる関門備は，図.付 2-1-3に示すように任問712m、
主t??の日さが 143mという日本における代ぷ的な吊橋である。向備の海面か

らの日さは61 mである。|刻門橋は昭和48年11月に竣工したが， i録画から

の訂iさが高いことと、吊陥構造であることから関門海峡を航行する船舶におい

ては同備におけるレータ偽像は問題となっていない。

143m 

:i lríl~W-plト!Irr"r"，"._ 一一点制nnl[ffinrrrllr"ßil1lt.~;.:..み込J~U 辺凶JAitdwi4NFG?叩刈山崎伝品副吋以以刷出品、
~I. _ '1 -:_-r 

l問問 ~ 一 31聞 で二一二一三造 -:17mー- 7 12m ・ 一一~

( a )関門橋概要図

Ml
 

11L1才1 ~~ 
(b)熔一般図

図.付2ー 1-3 関門矯概要因
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関門橋の径間部のm造を図.付2-1 4に示すが，巡航トラス構造である

大島大橋と比E校すると部材の個々の帖も狭いよ、その長さも短L、。

図.付2ー1-4 関門備の径間部(補剛桁断面図)

(日ホ道路公団下関管理事務所管内概要因より)

また、関門橋の主I谷補脚部は両脚部とも陪伴際にあることと、海峡部の陸岸の

形状から主の形状から主I苦部で反射されることが原因するレーダ偽像は陸上部

分に現れることになる。そのようなことから関門循では問題となるレータ偽像

の発生が少なく、また発生するレーダ偽像としては、同海峡を西航するときに

は下関と門司の市街地部分に、そして、問海峡を東航するときには万珠島周辺

に出ることがあるが、東航の場合には航路が門司崎のところで曲がるのでレー

ダ偽像があまりt:~JJmとはならなかったようである。関門備におけるレーダ偽像

の例として報告されているものを悶.付2ー1-5に示す。

この例では前後の主塔聞で多重反射.fll急が発生したことによる多重反射偽像の

例であるが、このような例は極めて微妙な浴への入射角度範囲で観測されるも

のである。図.付2-1-6の例は径間部におけるレーダ偽{象であるが、これ

は前面および後面の桁材閣で反射されてレーダに戻ることに起因するもので、

その反射機構とレーダ映像として観測される状況を図.f寸2-1-7に示す。

このようなレーダ偽傑は、矯が平行に数本あるかのように現れている。また、

図.付2-1-6には渡峡されている高圧線もレーダ偽像として現れている。
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図.付2-1-5 関門橋におけるレーダ偽像の例

(リニア特性受信織使用，受信感度一 80 d B m) 

図.付2-1-6 関門橋におけるレーダ偽像の例

(リニア特性受信織使用.受信感度は-85dBm)
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後面桁

己主
《横断面図》

《平面図》

一一・一一一・一一一・一一一・一一・一一一・一一一・一一一・一一一

4属

一一一-..，梁
しーダ電波

一一____.しだいに弱くなる

、
《しーダ{乙桁聞の多重反射偽{象

が現れたときの映像の拭況》

、民 Hj聞における

多重反射偽{象

図.付2-1-7 橋が並んで見えるレーダ偽像の発生機備の説明図
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( 3 )因島大矯のレータ・偽伐の発生状況と偽{象の低減対策

国島大橋はJi!近 ・今治聞を結ぶように計画された本州四国連絡橋のルートの

ひとつで、向島と囚島との間に昭和 58年2月現r王建設中の橋で、閉合は昭和

58年度廷に予定されている。

因島大備はレーダ偽仰の低減対策として初めて氾波吸収材の貼付けが実施さ

れる。この電波吸収材の貼付け部分の選定にあたっては因島大橋の実際の 1ブ

ロヅク(2パネル分)を使用した大がかりな実験が%施されており、その調丘

報告書けに基づいている。

君Z波吸収材の鮎付け部分は、因島大鴇下の布刈洞戸を航行する船舶の状況と

レータ'偽{象の発生状況の予測シミュレーシヨンの結*2)に基づいて定められて

いる。それは電波目及収材を向憾の海峡部に面する部材について、後合同ボルト

がある部分を除く手踊的な部分のほとんどに屯波吸収材を貼付けるという内容

となっている。しかし、主培部分に近い径nll部で発生させられるレーダ偽伐は

航法上の影響が少ないことから、そのような径間部には貼付けられていない。

径間部の内部の量出Mや料材については貼付けた時の効果が少なかったことと

施行後の保守上の点から電波吸収材は貼付けられていな~\o また、主I苔部の外
面についても施行工事および保守の菌から電波吸収Mは貼付けられてはいない。

参考文献

1 )矯梁構造によるレーダ電波陣害軽減策の検討報告の(その 4)、 (財)泌

i羊架橋調査会、昭和 57年3月

2 )架橋が船舶用レーダ映像に及ぼす影響調査報告。守 (昭和 53年度および昭

和54年度)、 (社)日本海難防止協会、昭和 54.年 3月および昭和 55年3

月

2. 2.既設橋におけるレーダ断面積計算と実測債との比較

2. 2. 1.比較調査対象とした既設橋の選定

鶴見航路倹性詩情として予定されている掃の形状は斜張橋である。従って、比

較調査の対象とする既股織についても斜張織であることが望ましいので、*京

湾周辺の斜張摘について銅査した。しかし、レーダ断面積の実浪IJ実験が可能で

あるようなものは少なく、唯一つ鶴見航路横断怖と向じ大黒陣頭に架けられて

いる大黒大橋があった。

実浪!IJ実験の可能性について大黒大橘周辺の状況を海上より調査したが、同1誌
の周辺は小型船舶の航行が編鞍している。また付近には石油タンク等があり、

大黒海顕側では大型船舶が荷役をしているなど実験問観測機材を設置する適切
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な土易所が確保できないこと、実験日程の予定が鐙しいことなどの理由から大黒

犬橋、つまり斜張摘を対象としての実演j実験は今後の課題として残すこととし

た。

信近、一部の形状の楠

で従来には観測されなか

ったレーダ偽像の発隼が

認められたので、この点

について調査を進めるこ

ととした。このレーダ仇

像とは図.付2-1-8
に示すようなボックス ・

ガーダ構造の橋で歩道部

分を支えるブラケットの

部分が後面の平板との間

アノヘこの部分がコーナレフレクタ
11 として作用する

レーダ電波

図.付2ー1-8ボックスガーダとブラケッ

トがレーダ電波のコーナレフレクタとなる例

でちょうどコーナ ・レフレクタのように作用することから発生するものと考え

られ、自船との多血反射により自船と橋までの距離をあけて 2本自の矯がある

かのように観測されるもので、犠2おな場合には3本も観測されることがある。

これは矯のボックス ・ガーダ部の平板か垂直となっている場合に観測されて

おり、東京都中央区にある佃大橘も同じ形状をしていることがわかったので、

斜張橋の実測に変えて佃大橋について調査することとした。また、実橘を対匁

とした実測実験は本研究報告によるものも含めていくつか実施されているが、

この種の形式の橘についてはまだ実施されていないことも選定の理由であった。

2. 2. 2.佃大橋のレーダ断面積の計算

flB大橋は東京~ß中央区明石町から佃島町へ墨田川のよに :?I!けられた橋である。

他大橋の傾姿['gJを図.付2-1-9に示すが、佃大協は惜下を中型の船舶を通

す必要もないので可航高さは8.4 mと全体が低い備である。

噌・ーー司ーー・

佃島

側面図

明石町側僑脚
図.付 2-1-9 11聞大橋概要図
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この他大備に所定他国(後述する実験観測におけるレーダ装置の投低位置と

同ーとする)からレータ-mi波を備に照射した場合にレーダ電波はどのように反

射されるかを計算によって求めるものであるが、同構周辺は高潮対策のため高

い箆岸に閉まれているt-め、制約条件が厳しいので実験観測を行なった地点お

よび条件に合わせてレーダ断面積の計算を行なった。

災験観測に適したレータ2並置地点は 1地点しかなく、同橋の周辺の可航水面

も狭いことから、レータの電波は同橘の明石町側橋脚に向けて照射された。

明石町側橋脚とレーダ設置地 表.付2-1ー1 レーダ断面積計算

点との栂対的位置関係なとの計 のために設定した条件

算のために入力した条件は、表.

f寸2-1-1に示すものである。

また、明石町側矯脚までの距離

は約 117mであ り、佐川した

レーダ袋自のアンテナの水平ビ

ーム幅は 1.8。であることか

ら、レーダ電波が照射される幅

は約 4mとなる。

レーダ設民地点と1おまでの重ねi!'"

レーダ段目I色以と明石関I縞腕との

橋輸線jJlÎ.Jの{~.位:1f!続

レーダアンテナの刈さ

反射波受(，iJlJアンテナの尚さ

反EトI波受(，;の際のf~J石町筋脚までの

距緩

照射部分

盈金([

100m 

-6 Om 

8m 

5m 

450m 

j~越自由明四回世
r~、 ，。、 一一_t~__1f、

可1 I~r忌1TTN寸j ~ 

」ケ
1 
0 
In 

① I~ 単位:ミリメートル

図.付2-1-10 佃大橋明石町側橋脚部寸法図
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明石町側橋脚の寸法等を図.付2-1-9に示すが、相 4m内に入るものに

ついて、比較計算の上 1""1 5の識別岳母をつけた。

識別番号をつけた 1"" 1 5の部分におけるレーダ反射断面積を昭和54、 5 

5年度の本報告¥!fで報告している計算式に基づいて計算した結果を図.付 2

ー 1-1 1 ""図.付2-1-13に示す。

図.付2-1-11のものは、橋脚部1、2、3のみの部分による反射断面

積を績軸を反射角度として表したものである。図中の細線は反射角度のO.1 0 

毎に計算された{~r をそのまま表したものであり、太線は 2 。の方形窓で移動平

均した{直で、中木綿は、ピーク{直の包絡線である。

[d B] 

50 
レ
I 40 

20 

1 0 

。。5 

o d B = 1 m2 

1".1南
平η{置

101520253035404550 

反射角度
[度]

図.付2-1-11 レーダ断面積の計算(1. 2. 3のみとした場合)

[d BJ 

50 
レ
b40 

断 30
面
積 20

1 0 

OdB詰 1m2 

ttJlI直
平1勺liI
ピヲ1画!-一ー

5101520253035404550 

図.付2-1ー 12 

[度]
反射角度

レーダ断面積の計算(4を除いた場合)
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同様に、図.付2-1-12は4の部分を除いた場合の反射断面積のものを、

図.付2-1-13は 1""'"1 5の全ての部分を計算に考慮したものである。

[d B] 

50 
レ
会40

断 30
面
積 20

1 0 

0 

o d 8= 1 m2 

m~(岨

平1でfI ーー
ゼ・ヲi直ーーー

o 5 1015 25 30 35 40 45 50 
〔度]

反射角度

図.付2ー1ー13 レーダ断面積の計算 (1-1 5の場合)

2. 2. 3.佃大織のレーダ断面積の実測

佃大橋の明石町側嶋脚の上に反射角度を測定する装置と観測員を配置した。

これは水ょを移動しながら反射波を受信する受信船の位置(反射角度)を測定

するためで、測定さt、た角度はテレメータ装置により、受信船に伝送される。

{田島に設置されたレーダからは正確に橋脚にレ「タ電波を照射する。受信船

では受信用アンテナをやはり正確に橋脚に向けながら反射波の強度ぺンレコー

ダで記録する。

これらのレーダ断面般の実測を行う具体的な方法については、昭和 54年、

55年度の本報告.!lに鮮細に述べられているのでここでは省略する。

実験当時の周辺の状況を図.付2-1-14に示す。

実験を行なった佃ノミ崎の下は多くの雑磁船が航行しているので、橋脚部近辺

に他鉛が入ったり、電波かさえぎられたり、あるいは受信船が衝突のおそれの

ため停止したりすることから、なかなか良いデータが得られない。約 10回観

測を実施したが、 応良好と思われるものは 2例しか得られなかった。

このようにして得られた測定データの一例を図.付2ー1-1 5に示す。縦

軸がレーダ断街積となっている。

-240-

32度

4 

ーレーダ設置位置

明大 〈

橋 l佃l

i島l

図.付 2-1-14 レーダ設置位置と周辺の状況図

[d B] 

50 
レ
会40

富30

積 20

1 0 

0 

o d 8 1m
2 

計算fI
平均f置 ーー
ピーク値 ーー

0 s 10 15 20 25 30 35 40 45 50 

反射角度
[度]

図.i寸2-1-15 佃大橋のレーダ断面積の実測値

2. 2. 4.計算値と実測値との比較

図.付2-1-13に示した計算値と、図.付2-1-15に示した実測値

とでは、反射断面積の最大値は約8d B程、実測fil1の方が小さい。しかし、平

均値を比較すると傾向的には良く合う。これは、計算による尼大徳は複数の部

将からの反射波による紋式上の位相干渉の結果がそのまま表れたためと考えら
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nる。挺im値については、海面反射波による影響や、今回の針"には含めなかっ

た他の音i5f1からの反射波による1>J、司囲の箆岸による反射および陥までの距

障が極めて近いζ とによる影留などが考えられる。

惜のレーダ断配摘の計算にあたっては、Ia:Jc笛lま拙々の理由から民なってし

まうことがあるが、平均的なレーダ話語掃のバターンについては近似したもの

がmられることがわかった。揺が原因となって先生させるレーダ偽像の検討に

ついては、レーダ町田僚の広火値が問題となるが、 ζれは、海面反射波'J!'jによ

る{立?日干渉を考慮した場合、レーダ電波の往復で尼火 12dB強くなることが

あるζ とを考えれば、今回の計算値と実測慌の比較としては妥当であるう。

2. 3.鶴見航路禍断織のレーダ断面積の予測計算

2. 3. 1.計画されている婦の構造

御H己航路徽断仙の椛造lま、内々の理由からまだ検前中の段階であるが、次の

2 ~Ù りのいずれかの形式にまとまってきた。両係造とも料蝦怖で、

1.シング'L.<. rッキ情jll

2.ダブJL.・7 :Jキ構造

の2J!;式である。 lシングル ・デッキ橘は、将来的にはり岡部、ー般自;ilをそれぞ

れ並!Î1J に 2!高を也股しようとする計画であるが、当面は専用部の 61tU~(1~
分)を先行して迎股するもので~る。タプJレ ・ デッキ悟は、上部の期成政と F
部0)鋼床版とで、専用部、一般部を設ける、 tわば2階層得造の陥であるが、

当而はιiisの専用部の6車線を先行して建設するものである。

この2つの備過について、レーダ断面績のヨかえ忠良を検肘すると両持造と

もまi培部については大きな差異は祭い 'かし径間部については、シングル ・

デッキ情造のものは図.付2-1-18に示すような!待遇断面をもち、箱型に

四忘れている。

ダブル ・デッキ協は従来の吊揺のように連続トラス偶造となっている。図.

{寸2-}-16-図.付2-1-17にシングル ・デッキ信道およびダブル ・

ヂツキ情造の怖の全体概要因、主浴、橋脚部およびWflIffil等の形状について、

十回されているものを示した。

事
1

・@
2 

74出

シンクル ・デッキ橋の概要
2.¥ 1 

図.付2-1-16
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図.付 2-1ー18 シングル ・デッキ禍造の径間部の断面図

2. 3. 2.シングル ・デッキ婦のレーダ断面積のための禍造の取扱い

(1)径間部

図.付2-1-16に示されたように、シングル ・デッキ構造の径間部の側

簡は傾斜している。当たったレーダ屯波は径間部の部材が傾斜していることか

ら、この部分の上回に当たったレーダ1il波はよ空に反射され、下蘭に当たった

レーダ電波は前方へ反射される。下街に当たったレーダ電波は角度によっては、

海面反射によって、

図.(寸 2-1-19に示されているよ

うに船舶側に向じ経路で戻ってくるお

それがある。このような場合、橋が 2

本平行に存在するようなレーダ偽像を

発生させることがあるので、径間部側

苛の下部側部Mの角度も検討が必要で

あろう。

径間部の部材に関するレーダ断I爵tl
Jrnについては、柿I[油線方向には良く

継目のない板として、計算し、その長

さについては橘までの距離とレーダア

ンテナの水平ビーム幅から計算して定

めた。

( 2 )主浴および縞脚部

図.付 2-1-16に示されたように、主I苔は水面上の尚さ 3m、横幅40 

mものコンクリート製の下部構の上に応下部の横幅8. 5 m、最上部の繍脳 5

mで高さ 163mのI蓄が立っている。主I替は路面部分から 9.2。傾斜してい

るので、この部分にレーダ電波か照射されてもその反射波は上空へ散乱される

図
随
時

ー-
M ・

図.付2-1-17 ダブル・テ!."/キ橋の概要
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‘砂

上空へ・シングルデッキ

織iiの径附部

ム一一一〉
戻る

‘ 、£

海面
/'-、J 一、 ~、

図.付2ー1-19 シングル ・

デッ キ槍造の径間部の下面傾斜

している部材によるレーダ偽像
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ので、レーダ偽傑対策上は望ましい形状である。

主I菩部のように妥直部分の長い部材についての、 iThi{i反射パターンを考慮す

ると、計算上からは非常に狭いビーム幅の反射波となってしまう。船舶からの

レーダ電波か主t苔部の@II'i方向に連続した面に照射される場合は、電波の位相

函は均一とはなり1CYないので、連続した垂直面については、ある区画に区切っ

てそれぞれの平板からの反射波を合成して反射パターンの計算をしている。怖

のレータ断面積の計算にあたっては、従来より経験的に間さ約5m毎に分割し

ているので今国も向手法を用いた。主洛およびm脚部の繊幅がレーダ電波の照

射幅よりも大きい場合には、償幅lま照射幅と等しい長さとして処理した。

橋脚のコンクリート部分は金属と比較して反射が弱まるので、その分として、

3dB弱いものとして補正した。

( 3 )橋柱

図.付2-1-16の一般図に示しているように、取付橘の橋柱はシングル ・

デッキ捕の場合には、 8.5mの横幅で、高さが3'1mとなっている。この部

分についても主浴部分と同様に約5mの高さで分割し、さらにコンクリートで

あるところから金属面における反射よりも 3dBだけ弱いとした。

2. 3. 3.ダフル ・デッキ橋のレーダ断面積計算のための備造の取扱い

( 1 )径間部

ダブル ・デッキ構造の備では、 10m間隔で丞直材が配列される構造となる。

橋までの距離に応じて、レーダの照射ビーム幅内に何ぶの垂直材が含まれるか、

また上下弦材の照射幅の変化なども考慮しなければならないので、レーダ断面

積の計算は一周被維なこととなる。そこで径間部におけるレーダ断面積の計算

に次の使法を用いる。

径間部の lブロックとして図.{寸 2-1-20に示すように基本形状を定め

図.付2-1-20 図.付2-1-2 1 

1ブロックの基本形状 2ブロックの基本形状
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た。橋までの距離がし OOOm未満であったとき、レーダ断面積の計算では

垂直材が2本反射に作用するものとした。しかし、上弦材および下弦材につい

ては、入射角度に対応した照射幅の長さの部材としてレーダ断面積を計算する。

橋までの距離が 1、OOOm以上ある場合に、径間部で反射される部分の基

本形状としては2プロックとし、その形状を図.付2-1-21に示している。

ダブル ・デッキ橘の径間部 E 置

には、随所にガセット ・プレ トーマア「ー一一一~ I I 
-トが取り付けられているが、 IIウ!! J ‘I + I 
ガセット ・プレート凶付 叱11 /孟疋 |中心位置 | 
2-1-22 (a)のような M 斗 __ .____  I 

形状のものの他に 3種類ほと

ある。ほとんどのものは図.

付2-1-22(a)と向じ

形状で、大ききとしては大、

(a) (b) 

図.付2ー 1-22 ガセットプレート

の取り扱い

中の 2種類である。このような形状の複数個のガセット・プレートの反射パタ

ーンを位相干渉を含めて計算して求めることは実用的ではないので、図.f寸2
-1-22 (b)に示すように他の弦材等と 2mに計算することがないように

ftt!~置したよで、向面積をもっ方形豆授として計算することとした。また、その
勾合の反射の中心位置は方形平板の重心位置とした。

( 2 )主塔および橋脚部

シングル ・デッキ偽の均合と緩めて近似した形状であるが、繊幅が狭い点、

商さが低い点、また道路部分から上の傾斜角が災なっているなどの違いがある。

主I苔の垂直部分の分割方法や、レーダ電波の照射幅を厳える場合の横幅の処

理も、シングル ・デッキ備の場合と同様の処理方法とした。

( 3 )橋柱部

ダブル ・デッキ総の取{守備の橋柱は、図.{寸 2-1-17に示されているよ

うにシングル ・デッキ憎造の湯合より、やや大きい。

2. 3. 4. レーダ断面積の計算条件の設定

( 1 )入射角度の設定範囲

レーダ断面積の被計算物様に対して、図.付2-1-23のように、橋まで

の垂直距磁500m"'1、500mで正面から 50m"'300mまで偏位させ

た場合について、レーダ断面績を計算した。

反射角度によってレーダ断面積(パイスタティックレーダ断面積)

も変化するので、入射角度の変化範囲に対応して反射角度の 10 "'60。まで
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部から上方の主!Q部分は傾斜角をもっており、また、シングル・デッキ構造の

場合は径間部の部材も傾斜角をもっている。この傾斜角度については、妥直反

射パターンが変化するものとして処均している。
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図.付2-1-25

主矯の各面の取り扱い

2. 3. 5.主縫の上部の傾斜部分の取扱い

図.付2-1-25に示すように主塔の上

部の傾斜部分は、シングル ・デッキ術造では

9. 2。、ダブル・デッキ構造では 1O. 5。

傾斜している。

レーダ電波が同図矢印の方向から照射され

る場合、 Aの面はいわゆるハネよげ効果があ

るのでレーダ偽伐の発生を低減する効栄があ

る。しかし、 8の部分は逆にレーダ偽伐を発

生させやすい方向に反射させる。

そこで、主塔部分のレーダ断面般の計算に

あたっては、 A，n， CおよびDの各部分が

反射に作用するものとして処理した。

ただし、主tlfへの入射角度によっては、 B

およびCは影になって現れないこともあるが、

計目処理上の問題から、影になる部分の考慮

はしていない。
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2. 3. 6.補正係数

レーダ断面積の計算は、前面の部材についてのみ行っている。特にダブル ・

デッキ橘の怪間部については、後闘の部材や内部の部材の影智について考慮し

なければならないので、

後蘭部材の績~~の補正として

内部の部材の影響の補正として

を補正値として加えることにしている。

また、コンクリートの部分については、金属面との反射に比較して弱いので、

その補正係数はー 3dBとする。

+3dB 

+2dB 

レーダ断面積

2. 3. 7.レーダ断面積の計算結果

シングル・デッキ焔およびダブル ・デッキ縞のものについて、

の範PJlにわたって最大Miを胴汽し、その最大(u'iをもってレーダ断i白]績とした。

( 2 )レーダ偽像の発生以凶となる 2次反射物師、の位置の設定

楠におけるレーダ電波の反射点は船のレーダアンテナよりも高く、かつ 2次

反射物探は鳴よりも低い位置になるので、主!5なとの部分も含めて、図.(寸 2

-1-24に示すように惜で反射されたレーダ電波の垂直面における反射パタ

ーンも;1j..J.~しなければならない。

SH1-処理時間と実用性の聞から

検討して、鶴見航路繊断怖の均合

では、 2次反射物擦の位置は橘の

反射点からの距離500m、高さ

を観測船のレーダアンテナの高さ

と同じく 14mとして計算.した。

したがって、橋のレーダ断面積

は水平方向の入 ・反射角および垂

直Jj向の入・反射角をパラメータとして計算され、

れる。

( 3 )個々の部拐の反射パターンの合成

レーダ電波の照射範囲内にある部材の個々の反射パターンの包絡線を求め、

合成する方法で全体のレーダ断面積を計算した。水平方向およびiThu'i方向の両

反射パターンを考慮している。

( 4 )前方へ傾斜している部材の傾斜角の処想

シングル ・デッキ構造およびダブル ・デッキ機造の両形式の主浴とも、道路

入射角度の設定範囲

垂直反射パターン

の考慮

その最大値をもって決定さ

図.付2-1-24

を計算した結果を図.(寸2-1ー26.....，図.付 2-1-31に示す。
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これらの図は、被軸を橋までの垂山距灘、縦軸をレーダ断面積としてある。

繊方向への偏位を変えて一枚の図にillねて示しているが、これらの表値はレー

ダ断面積の最大値として求められた偵を記入しているので、個々にはばらつき

があるが全体の傾向として求めるこ とが可能である。シングル ・デッキ構造の

径間部のレーダ断面積は他と比較すると全体として小さくばらついているが、

これは同径間部の部材カ句頃斜角をもっている形状のためであろうと考えられる。

表.f寸2-1 2に計算から求められたレーダ断面積を示す。
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(OdB=lm2
) 

表.付 2-1-2

1品込/泌分 ，;m他 補Ji.II仇 レーダlllilfli航

シングルデッキ

t手IlUiill 9-23 。 9-23 

tJ~;~il 65-69 。 65-69 

縮位~iI 61-64 -3 58-61 
ダブルデッキ

径Im~"ß 31-36 2+3=5 36 -4 1 

主I符Z刊 64-68 。 64-68 

!前主;';1¥ 61-64 一3 58-61 

;111式

~I賃値
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付 2-1-29 レーダ断面積の

計算値 (ダフルデッキ矯.径間部)
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2. 3. 8.シミュレーション計算のためのレーダ断面積の計算式

( 1 )シングル ・デッキ愉のレーダ断面積

イ)径間部

傾斜した形状のため、かなり低くなっている。また、反射も大きくひねられ

たようになっており、入射角度 (θi)に対してばらつきが大きく・定の比例

関係が見いだせな ~\o そのためレーダ断面積が火きくなるように~.I，aすること

とした。

σ=0. 893xlO-2xR+10. 4 (ds) 

R:摘までの垂直距離(単位:m) 

ロ)主f~ííiI
出までの蚤直距続が短い範囲てーは入射角の膨智があるが、入射角が 2 ""3 

0・まで変化しても 2d 13Aミ渦であったので簡便な式とする意味から入射角の

影訟は特にパラメータとして入れないこととした。

σ=0. 2XlO-2XR+66. 2 (d8) 

ノ、)取{守備の橘柱部

総住都についても同様に求め次式とした。

σ=0. 273 x 1 0-.xR+6 O. 0-3 

=0.273xIO-ーxR+57.0 (dB) 

( 2 )タプル ・デッキ楠

イ)径tlll部

径間1511のブロック数を 1:および2とした場合について、楠までのis-直距離と

の関係から検討したが、大差かないのでダブル ・デッキの径間部は次式で表現

ずる。

σ=0. 193xI0-"xR+33. 5+5 

=0. 193xl0-2xR十 38.5 (d8) 

ロ)U苔部

シングル ・デッキ縞とダフル ・デッキ縞とでは計算値の上では、ほとんど差

は無かった。

寸法等の差としては、主I答脚部の倹幅が、

シングル ・デヅキ : 8. 5m 

ダブル ・デッキ : 10m  

であり、また、垂直面部分は44mと48mの庄がある。しかし、前述したよ

うにね怠な差は現れなかった。

捕までの距離が近い範囲においては、入射角の影響があるが、これも 2.5 

dB程度である。計算式を求めるよではレーダ断面積が大きく出るように、次

-252-

式とした。

σ竺 O.287XI0 2xR+64. 5 (dB) 

ハ)取付橋の楠柱部

同様にして、ダブル ・デッキ矯の取f寸備の橋往についても次式とした。

σニ O.28xI0-xR+60. 3-3 

=0. 28xl0 2xR+57. 3 (dB) 

2. 4. 鶴見航路摘断橋周辺のレーダ・ エコー レベル ・マップの作成

2. 4. I レーダ観測地点の決定

鶴見航路織断鴇として計画されている自梁の構造形式は，

( 1 ) シングル ・デッキ橘 :専用部と一般部の2橋が並行するように計画さ

れている。しかし、暗定施工としては専用部の 6車線(1楠分〕を先行して建

設する。

( 2 ) ダブル ・デッキ橋 :専用部と一般部を上面と下両の2層構造で計画

されている。しかし、恒定施工としては上面の専用都の6lJ!線を先行して建股

する。

の2形式である。

シングル ・デッキ備では、並行して 2:4>:の備が建設されることになり、レーダ ・

エコーレベル ・マップを正縫に作成するためには、橋によるレーダ電波の反射

l函となる地点でレーダ観測を実施しなければならなL、。ダブル ・デッキ橘とし

た場合にも同級である。さらに、レーダ ・エコーペル ・マップは、本質的には

計画されている係の主要部初の高さにレーダのアンテナを投置して観測される

べきものであるが，観測船のレータ ・アンテナをそのような高さまで高くする

ことは実際上不可能なことである。また、レーダ観測は橘軸線に沿って短い間

隔で実施するようにするのが漫想的である。しかし、このように レーダ ・アン

テナを橋の日さまで上げて，なおかつ，短い間隔で周辺地物のレーダ反射特性

を観測することは現実的に不可能である。

そこで，架橋前のレーダ ・エコーレベル ・マップ作成のための観測は、備軸

線上の航路中央部分と、 i毎鮫部の海中に楠脚が建設される場合には、その橋脚

部の位誼においてレーダ観測を行うとにしている。レーダ ・アンテナの高さに

ついても観測船に搭載されているものを変更することは困難であるので，その

まま(受用 している。

鶴見航路償断怖の建設予定地点を図.付 2-1-32および図.付2-1 

-33に示すが，シングル ・デッキ情造の2本の橋の縞軸綿の中心線とダブル ・

デyキ構造のものの縞軸線と航路中央線との交点は、ほほ同じ地点となること
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ミニコンへ

観測記録装置図.付2-1-35

汐路丸レーダ性能諸元

アンテナ向さ 14m 

アンテナ A<'I;:O. 8Jrt (カタログft'i)

ビーム編 iTW 2 OJlr (カタログfm
.iH11f1力 20.4KW (実測fft)

送(，lJ:J波数 9385MHz (カタログfii.)

パルス繰返し数 2000Hz (カタログf([)

パルス帆 O. 07μs (カタログ似)

測定レンジ 1. 5n.m. 

アンァナ刷転主主 20RPM 

図.付2-1-36 8地点でのレーダ

映像(リニア特性受信機使用)

ーダ映像写真のtM影記録を実施

し， No. l......No. 3の各地

点においてはレーダ映像写真の

線影のみ実施した。

ディジタル記録方式による観

測は、レーダm波の反射信号強

度を 64段階のディジタル値で

全周にわたって観測することが

可能である。レーダ映像写真の

機影はレーダの受信感度をあら

かじめ 10段階に設定した上で，

感度設定制御装置を深作しなが

らレーダ映像を出影するもので，

今回の観測においては観測l器材

の性能からー 35dBm""-9

OdBmの感度の聞で設定する

ようになされた。

この方法で観測されたレーダ

映像写真の一例を図.(寸 2-1

-36に示す。

また、観測にあたっては観測

時の周辺地物の状況や付近を航

行している船舶の動静が重要で

あるので、レーダ映像観測!と同

時に合わせて付近の状況観測を

実施した。

から，同橋周辺のレーダ ・ぶコーレベル ・マップ作成のための観測lはこの航路

中央地点と航路両側のi録中部の橋脚が建設される位置で実施することとした。
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これらの地点を図.付2-1-34でA，

B，およびC地点として示している。同国

には、これらの地点の他にi'¥o. 1""1¥ o. 

3と記されたところがあるが，これらの地

点は怖からの距離が750mと1， 500 

mとなる航路中央線上の位目である。 No.

1 ""K o. 3におけるレーダ観測は、架橋

前に周辺のレーダ映像を観測し、記録とし

て践しておくことにより、決矯工事の途中

および捕の完成後においてレーダ偽像の発

生が観測された場合の比較検討のための資

料とするものである。

表.付 2-1-3
ダブルデッキ

術造の場合

原重量

図.付 2-1ー 33 

。2

シングルデッキ

偽造の場合

図.付2-1-32

図.付2-1ー 34 

レーダ観測地点

4. 3.レーダ・エコー

レベル・マップの作成

レーダ ・エコーレベル・マッ

プの作成に先立ち、まず、 B地

点を原点として、陥軸線および

航路中央線を~傾倒とするメッ

シユ ・チャートを作成した。既

に述べられているが、シングル ・

2. 
2. 4. 2 観測器材と観測方法

観測に使用したレーダ哲誼は，東京商船大学付属練習船「汐路丸 (33 1総

トン)Jに設備されている舶用大型レーダで，このレーダの{土保 ・性能は表.

付2-1-3に示す。このレーダに図.付2-1ー35に示すようにディジタ

ル叫録装置と写真撮影袋町を取り付けた。

レーダ ・エコーレベル ・マップ作成のための観測は両装置を併閉して実施さ

れたが，樋軸線上のA，BおよびCの各地点においては，ディジタル記録とレ
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このメグシュ ・チャートに従って 75m間同のラインの交点に該当する地点に

ついて、レーダ屯波の反射強度を2.4. 2J貞の観測l結尽から求めて記入する。

このとき、橋軸線に沿って A，B， Cの3地点の観測IJ結束があるが、この 3地

点で観測された最も強い口号値で交点の反射強度を代衣させることにしている。

こうして作成された鶴}胡I(路縦断橋周辺のレーダ ・エコーレベル ・マップを図.

付2-1-38に示す。
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鶴見航路横断橋周辺のエコーレベルマップ
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図

デッキ橋とダブル ・デッニ守備とについて検討した結果、 lまぼ同一であったこと

からダブル ・デッキ備のt場合の埼軸線と航路中央線との交点 (B地点)を原点

としたものである。メッシユの大きさは従来より 75mとされているので今回

も問機に 75mとし、同F担保軸方向ともに::!:3 0 tli1立とした。このようにして

定められた座標軸と範囲をもとに、 1 0、000分の lの地図(繊浜市港湾局、

昭和 55年9月)を使用して、メッシユ ・チャートが作成された。この地図は

鶴見航路周辺を中心としたものでは無いことから、扇島側の該当範囲で不明な

部分は海上保安庁水路部発行の海図(:Xo.66)から求めて記入した。このよう

にして作成されたメッシュ ・チャートは図.f寸2-1-37に示されている。
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レーダ観測は出力 20kWで実施されたが、比較判断が容易となるように図.

付2-1-38では、

送信出力 10kW 

アンテナ水平ビーム幅 1. 0度

(そのイ也は表.付2-1-3と同じ)

として補正されている。

大黒海頭

30 
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鶴見航路機断橋付近地形サブモデル
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図.付 2-1-37



この図.{寸2-1-38の表値は次の意味をもっている。

r3J -40dBmけよりも強い反射信号

r4J -50dBm く x 壬 -40dBm
r5J -60dBm < x 豆一 50dBm

r8J -90dBm < x 壬 -80dBm
表値では r3Jが畳も強い信号ということになるが、これは観測装置の性能

上の制約から定量他として測定できた最強値がー 35dBmであったことによ

る。定性的には、扇島の付近の石油タンクや倉庫なとは、さらに lOdBm程

度は強い反射もあることが観測された。

1) d Bmとは、 OdBm=lmWとして定めた単位で、 -40dBmは 10 

4mWという意味である。
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付録 2-2 

レーダ偽像対策用多段斜面構造のレーダ電波の皮射特性

1.はじめに

瀬戸内海をはじめとして、船舶の航路を横断して大型の橋梁が建設されてい

る。この建設工事にともなって、橋脚やアンガレージが船舶の航路の近傍に建

設されることになり、レーダ偽像の発生に影響を及ぼすことが懸念されている。

アンカレージや鳴脚は巨大な構造物となるので、レーダ電波の反射体としても

大きく作問する。矯桁や矯縫のような金属部材には電波吸収材の装着等の方法

がレーダ偽像の減少対策用として施工されている。しかし、橋脚やアンカレー

ジのように表面がコンクリート製の構造物では電波吸収材の装者は困難である。

これらの構造物は表蘭積も大きく、恒久的な対策を施しておくことが要求され

る。そのため恒久的な対策法としてレーダ電波の反射方向を制御するような反

射面を構成させることが研究された。

この報告は本州四国巡絡橋の架橋工事に関して研究されたレーダ偽像減少対

策1)の一連の研究の中から、とくにアンカレージ等に施行する多段斜面構造

について、その織盟を述べるものである。多段斜面憎造によるレーダ偽像の減

少対策については、これまでに小型モデルによる検証実験から建設現場におけ

る施工試験まで実施され、南北備議瀬戸大橋のアンカレージ等に施工された。

本報告は多段斜面構造の効果の評価に関する一連の研究が終了したのでその結

果を報告し、多段斜面榊造のレーダ電波の反射特性について述べる。

2.多段斜面構造のレーダ電波茂射特性の測定方法

2. 1.浪Jj定方法の検討

巨大なアンカレージ等の側面に精成された多段斜面椛造の反射特性を明確に

知るためには、壁画に照射されたレーダ電波が上空にむけて反射・散乱される

綾子を反射パターンとして計測されることが望ましL、。しかしながら、上空に

反射された電波のな界強度を測定することには解決の難しい種々の問題点があ

る。

よ空における句界強度のislJ定方法として、次に述べる方法等を検討した。

(1)へリコプタによる方法。

( 2 )落下傘もしくは他の落下物により落下中に計測する方法。

( 3 )気球を利用して、完全無指向性の反射体をつり上げてその反射強度を測

定する方法。
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( 4 ) ~tJ;j(を利用して、受信機を上空につり上げて反射波を受惜し地上へ伝送

jる方法。

これらの方法を具体的に検肘した場合、次のような問題があった。

( 1 )測定可能な高さの問題 :へリコプタは超低空には降下できず、また回転

翼のために反射波が悦乱されるおそれがある。

( 2 )安全上およひ回収に関する問題 :落下余や落下物による方法は大洋上以

外では困難であろう。また回収は大変な作来となろう。

( 3 )空中における位置の国定と姿勢の保持に閲する問題 :気球は風の状態で

顕り回されるので、安定した位置と姿勢を確保することが難しL、。また気

象条件に左右されることになるので、測定が可能な時間的制約を受けやす

L、。

( 4 )その他、経済性、 f支術上の問題および也波法よの問題 :

これらの諸問題を検討した結果、次の2つの方式で多段斜面椛造の効果を測

定 ・減価することにした。

( 1 )気球を利用して受伯機を上空につり上げて反射パターンを測定する方法。

( 2 )一般の垂直な壁と多段斜面憎造の壁とのモノスタティックなレーダ反射

断面積を比較測定する方法。

2. 2.気球による測定方式の概要

AI，;~による測定方式の概念闘を図. 付 2-2-1 に示す。気球は空中での姿
勢カ向の保持のために飛行船型 (6.5 m)とした。浮カは約 20kgである

が、受信機器や光ファイパーによるデータ伍送機器のためにかなり市くなり、

浮力不足を生じたのでさらに直径3mの球形気球を付加している。 f手力につい

ては充分な予備浮力が必唆で、少々の風があっても吹き流されないことが重要

である。風の影響や強風時の安全対策なと気球関係業者からの助J等を踏まえ

て風速5m/s未満の状況の時のみ使用することにした。気球でつり上げた受

IJ機器と地上に設置した解析必録機器との聞は光ファイパーで持続している。

この理由は、一般の金属ワイヤーのケーブルでは 150mも垂直に立てられる

と立派な垂直アンテナと化してしまうおそれと、万一の際の落雷や高圧線への

{妥触ì1~紋の防止のためである。

反射パターンの計測にあたり、一般船舶のレー夕波の干渉を避けるため、こ

の計測lシステムの送信側と受信側との間で同期をとるようにしている。

気球に取り付けた受信用のアンテナの位置はiRll:li't用に使用されている光波式
ìJl~{!袋置で計測した。 $1距のための反射プリズムは受信アンテナの直上に 8 個
取り付けてあり、ほほ金問から測定できるようにしている。位躍のデータは測
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定時刻とともに縦 ・繊 ・高さの数値を光波式isIJ距装置に持続したパケット伝送

装躍を使用して無線伝送させている。

気球

ル弐

~ 

AC  
図.付2-2-1 気球による測定方法の概念図

多段斜面構造の効思の測定は、当初の3十im計画ではi毎ょにあるアンカレージ

を対象に行う予定であったが、諸般のJ附itから建設途中の南北備讃瀬戸大橋の

lAと呼ばれるアンカレージがある与島で実施した。この lAアンカレージの

壁面は図.f寸2-2 2に示すように高さ 3mと1. 5mの連続した斜面で棺

成され、その傾斜角度は 5度に設定しである。 5度と設定した理由は水平に入

射したレーダ波が斜面ではねよげられ 10度の角度で反射したとき、付近にあ

る向い構造物や山などを飛び越えるように検討されたものである。与島の lA

の前面は駐車場チ定地であり整地作xゅではあったが、壁画から蚤直に 100

mの位置で気球を織降させ、同じく 155mの位置から 10度の仰角でレーダ
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波を照明した。また、壁面目前には位置測量用機器(別名トータルステーシヨ

ン)を配世した。

反射パターンの計測実

験に先立ち、まずアンカ

レージに照射されている

レーダ淡の確認を実施し

た。 1Aアンカレージの

最上部から作業用ゴンド

ラを吊下げて、水平方向

および没直方向の照射範

囲を調べた。送信用に使

用したレーダアンテナの

性能とよく 一致している

ことがE官認された。

bCMF4 

1

・

J

.. 
0.126m 

b: 1.5叫 鳩 合

図.付 2-2-2 与島 1A寸法図

2. 3.垂直な壁との比較測定による方法(近距離からの測定)

反射パターンの計測に加えて、モノスタティックなレーダ断面績を比較測定

する方式を実施した。与J烏lAアンカレーシ前面の駐車場のエ'JJが完了したの

ち、地表(アスフアルト舗装)での反射波の干渉による影響を考慮した計測が

できるように、 1Aの望函から 50m、 75m、 100m及び 135mの地点

でレーダ断面績を計測した アンテナにはレーダ用アンテナ(，/<平ビーム幅:

1. 5段、愛直ビーム幅: 1 8度、利得:32 d B)とホーンアンテナ(水平

ビーム幅 :8度、垂直ビーム幅: 1 5度、利得 21 d B)の 2司王員のアンテナ

を使間した。 比較測定の対象とする垂直な虫については、かなり似してみた

が距離を変えながら測定できるような所はほとんどなかった。東京付近で 10ケ

所の、測定できる黍白な慣を般し出したが、距離を変えて計測できたのは 1ケ

所だけであった。これらの地点の中から、 6ヶ所1:ついては表.付 2-2-1

に笠の状況と計測できた距離を掲げてある

2. 4.垂直な壁との比較測定による方法(中距離からの測定)

前節で述べた近距離からの測定では約 100mと距緩が近すぎるため、船舶

のしーダに対応した状況の計測結果ではない。船舶用レーダにおけるレーダ偽

像減少対策の効果をより現実に近い状況で測定 ・確認することが恨要である。

その?め、南北備讃瀬戸大備の坂出側に近い海上にある 7Aと呼ばれるアンカ

レーシを対象に計測した。 7Aアンカレージの~衡に垂直な東側には石油精製

工場があり、工場棉内の在岸際およびm内道路上で測定することができた。測

定した 2地点の状況を表.付 2-2-2に掲げる。

表.付 2-2-1 測定した垂直な壁の状態

計測した市仰な ~の 4人況 ~までのil!ft
lJ!の栂煩(~~~}) 

A タイル抜り，恨の(，ijtiIHま芝生の広場 76m 
B コンクリート思i. ト‘l'分に出入口のための 33-170m 

の関子L部分がある。

C コンクリート釦.Bと[.. ]じピル，開.fL日;11の 20m 
なl.節分{比較11])

D コンクリート~1. '立，iiUfliは道路 58m 
E コンクリート製.%VJ，iIiは繋地された (:1也 124m 
F コンクリ ト .~. !lt，'，ijl自}は慾地された J:I('I， 73m 

，il捌'1対象としてはJ込いと認められる。

表.付 2-2-2 中距離からの多段斜面構造の測定

‘友 u 
測定湯1済 7Aまでの距滋 入QJ仰flJ アンァナの必さ 7Aの見え方の抗措司
7A東側 921m 。目E 5. 1 m 4K2きが見える
ぷl芋際

7A!4!側 1・ぬ 1 175m 2J!C 8. 7 m l'ì~iS 2/3が見える
m内奥部

3.計測結果と考察

3. 1.気球による反射パターンの計測結果と考察

気球の位置を測定した時刻と反射波の屯界強度を測定した時刻との差が士 5

秒以内であるデータを使用して測定結果をまとめた。反射i&:の強度の測定は送

信に同期させながら受信した 3マイクロ秒のゲート幅について 10ナノ秒8ビッ

トで標本化し、その中の車高備を倹出し、続いて 5田の受信を行って 5回分の

ι大値を測定結*として記録することとした。この測定は毎秒5個の最大値を

掠り返し測定できた。測定結果をまとめた一例を図.付 2 2-3および図.

付2-2-4に示す。

一例として示した測定結果においても、次の事実が指摘tされる。

( 1 )反射波の強度は激しく変動している。

( 2 )観測者がオシロスコープにより目視で観測した結果も激しく変動してい

る。
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反
射
角
度

.:デジタル方式1ご
，j;..e結果

')(・目視方式による
結果 (Pe a k) 

. 同a方式による

絡果 (Peak5回

の平均〉

。

図.付2ー2-3 反射波の受信強度

送信方向:仰角 1Oll 気球上昇(送信アンテナを走査したもの)

(度〉 .'デジタル方式fご
.J:..e結果

x 日観17王えによる
結果 (Pe a k) 

・ 回復方式による
aQ果 (Pe a k 5回

の平I~)

反
射
角
度

これらの結果について、次のように考察される。

( 1 )反射波の強度が激しく変動している理由については、

.気球の位置の脹れ回.りによるもの

-反射波の干渉によるもの

が、考えられる。図.付2-2-5にncar fieldにおける多段斜面
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f14造の反射パターンの理論計算価1)を示すが、少しの高さの変化でも強度が大

きく変化する掠子がわかる。ただし、この理論計算においては斜面と土面との

反射や斜面の底面の反射等は含めていない。用論計算値によれば、斜面の段紋

に対応した明(i{(な山の他に、符反射面の干渉で生じた細かな山がある。理局航

との比較から与終すると、反射波の強度はわずかな受信位置の変化で激しく生

しることが予想される。

jjVYZ功例
図.付 2-2-5 near f ield~Ø~ 

( 2 )反射角が 10度以下のところにも強い反射波が存在している理由につい

ては、次のように考察される巴

多段斜面構造のモデル実験の際に、予想外の反射波が観測さ!れたことがあっ

た。その際、原闘を推察し斜面の底面を電波吸収材で処理することで、予想外

の反射波の強度合苦しく下げることができた。したがって、実際の多段斜面m
mにおいても底面の影響は現れるものと考えられる。多段斜面総迭の各斜副.の

下部の底面とその下の斜蘭との聞での反射波の経路例を図.付 2-2-6に示

す。図.付 2-2-6の(1)で示す反射波の経路について観測条件に合わせ

て反射波の向Eぎを計算すると、壁面から 100mの距離では、 1 6段の斜闘の

底面での反射i皮は 16mから 18mlこ集中していることがわかった。この必さ

は照射中心の位泣からみると、反射角は-2度から-1度となる。図.付2

-2-6の(l1 )および(1 1 1)の場合の反射波は反射fIJで-8度、 -6

度および-4度にあり、 1度のところにはかなり集中している。つまり、ほぽ

水平方向に反射されるレーダ波が存在していることが予想される。これらの皮

射波はコンクリー卜面で 2固ないし 3回反射することになり、しかも反射係数

は低いので個々の強度は弱いと27えられるが、反射波が集中している部分では

干渉により強くなることも有り得ょう。
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図.付2-2-6 斜面下部と斜面との聞で起こる反射

( 3 )幾何光学的な反射角よりも低い部分にも強い反射がある理由については

次のように考察する。

使用したレータアンデナの蚤直ビーム幅は 18肢と広いことから、仰角 10 

度をつけても水平方向にかなり強く放射されている。送信アンテナと同じ日さ

の斜面で反射されたレーダ波は照射中心の位置からみると、反射角は-6度と

なる。例として掲げた観測結果にも見られるが、反射fllは 6自ら度から強くな

り、 10-24度の反射角で、愚大値を示している。これらの測定結果から、

多段斜面矯造により水平に入射したレーダ波は上空にはね上げられていること

は明確である。

図.付2-2-3および図.付2-2-4で示した反射パターンの測定結果

から入射角および反射角がO度のときの反射波の受IJ1ltカと躍も強く受信され

た上空での受信強度とをまとめて整理し、多段斜面構造の効果の定量的な評価

を試みる。 3整理結呆をk 付 2-2-3に掲げる。効果の数値は 3dBから 1

6. 5 d Bまでと大きく開いており、ここに掲げたデータのほかの結果でも 7

dBおよび9dBとなっている。周囲の条件によって効果は変わるが3dBか

ら17d Bf重度の効果は期待できるものと考えられる

多段斜面下部の底面の影容で水平方向に強い反射がでることを推定したが、

船舶のレータアンテナの潟さと 2次反射体の位置や高さも関連するので、一概

にこの底面がレータ偽{匁の大きな発生原因になるとは27えられない。

表.付 2-2ー3 図.付2-2-3と図.付 2-2-4をまとめた結果

デ ー タ |人以射角度oJJtのときの受(，Nr)JI!J大の受信'.111JI ~ .!.I 

l丸{、1'2-2-3からI -54dBm I -5 J、n

関.{、t2-2-4から1 -66.5dBm 
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3. 2.垂直な壁との比較測定による測定結果と考察

多段斜面椛造(与島 1Aアンカレージ)およびJ.I.!京近辺での垂直な壁のレー

ダ電波の反射強度を測定した結果を図.付2-2-7および図.付 2-2-8
に示す。
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多段斜面iとの距議 (m) 

図.付2ー2-7近距般からの反射強度測定結果(与島 1A:多段斜面憎造)

&:垂直墜A

・ B
6: 0 

y: E 
+: C 
班 F

すべてホナンテナ

これらの図の中の臨線は距離による受信電力の滅裂状況を最小自乗法によっ

て求めたものである。この距離による減衰幽線からレーダ断面積を求めるよう

Lした。1f回しかない測定結果についてはそのデータからレーダ断面積を求め

たが、結泉を表.付 2-2-4に掲げる。与烏 lAアンカレージの多段斜面綿

造のレーダ断面積はホーンアンテナを使用したときの計if!IJでは 29.6dBS

M (OdBSM=lm
2
) であった。垂直な壁でのレーダ断面積は条件の異な

るさまざまな観測l他が得られたが、距離に関する減裂状況が観測できたのは垂

直壁Bのものだけである。しかし、蚤直壁Bは建物下部に駐車場出入口のため

70 30 40 50 100 

蚤直蜜との~e厳 (m) 

図.付 2-2-8近距般からの反射強度測定結果(垂直壁)
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の開孔部があった。計測条件の良好であった垂直壁Fは道路から約70m雌れ

ているが、近づくことも離れることもできず観測値は lつしか得られなかった

表.付2-2-4 観測から求めたレーダクロスセクションと距厳による減衰

使用した 項 自 多段斜面憎i盆 垂直なuの区耳IJ

アンテナ

スロ yト レーダクロスセクション 17. 5dBSM 測定せず

ie般による減衰 R ->.・ 4 測定せず

ホーン レ ダクロスセクション 29.5dBSM 垂直UBのァータから

26.5dBSM 

垂直UBのデータから一部棄却

26.0dBSM 

全データを使用

27. 1dBSM 

Z十iilJl策決の良好なもの

35.8dBSM 

距搬による減衰 R -，. 垂直史Bのデータから
R ). 

黍直後8のデータから一部繁却
R・2. ~ 

会データを使用
R -2.・
(OdBSM=lm2) 

注)これらのデータは対象とした袋までのie緩が15 0 m釆渇のものである

測定されたレーダ断面積をまとめた結果を表.付 2-2-5に示す。この表

で示されたJQ呉の数値が近距離での計測で求められた効果である。この 2.9 

dB-6.2dBの効果は低い数値であるが、計測中における路面や土蘭の反

射による影響、周辺の俄造物による影響および多段斜面下部の底面の脈管など

があろう。多段斜面構造のモデル実験では、およそ 11 d Bから 16dBの減

少効果があると報告けされている。

表.付2-2-5 測定されたレーダ断面積をまとめた結果

'jω1 Aの多段斜刷1弘治のレーダクロスセクション 29.6dBSM l 

Jrql'f'\~B +‘I~分I}\HLのMìJE した " 32.5dBSM 2 
(2 6. 5 + 6 = 3 2. 5 d B S M) 
λj'~ 2-} 2. 9 d B 3 

'flll'f n，~ fでiJlIJ;.じしたレーダクロスセクション 35.8dBSM 4 
7..'JJ. 4-1 6. 2 d B 5 

近距離における観測条件のもとに求められ弁理論値と実測値との比較につい

ては、理論値と実測偵の間に約 10 d Bの開きがあり、実演l値の方が低い。こ

の 10dBの差の原因としては、

・対象物までの路面の影響は矯正していないこと。

.明囲の構造物の修響は考慮していないこと。

・コンク 1)ート面の凹凸が不均質であること。

による散乱状態の変化が、考えられる。~測債の方が低くなっていることは、
多段斜面構造はレーダ電波を良く反射散乱させ、その分だけ実測値が下がった

とも考えられる。

また、坂出側の 7Aアンカレージを対訟としたレーダ断面積の測定では、 7 

Aアンカレージの壁画に 5ケFJfの照射中心位置を設定して照射位置の違いによ

る反射強度の差を測定した。その結果を図.付 2-2-9に示す。

dBSM 
60 

50 

40 

30 

*. 

• 
*. 

1j ~lrnO度入射

平t~5 3.宮dBSM

... ‘ 

* ・ ~5 . 4dB 

1175moE入射

呼以三 BSM

r --- *のデータ1%平均値計算から除外官。
四国(~J I 7 瓦ー\尉I'I(~IJ

_l~②③Gl<i___ 
，'E，・:Jmir言台詞窓高温 75mからのレーダ被湧j

10 
‘V~ぉ~~~で1%下宮flI%割u買得で11.れていた

' 1 ・・ 2 ・，~， '~ .' ・ 5 ・

7Aへのレーダ波照射位置

図.付 2-2-9 7Aのレーダクロスセクション計算儀
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7Aアンカレージから921mの正面入射におけるレーダ断面積の吉博胞は、

53.2dBSMとなった。この観測において 7Aアンカレージ下部は、海面

上5mまで鋼鉄製のケーソンの本体部分が出ており、また、衝突保必のための

ゴム製フエンダが取り付けられており多段斜面構造とはなっていない。この 7

Aアンカレーシから 921mでの観測では、アンカレージ下部のゴムフエンダ

を含む金属の丞白な部分からの反射が大きかったのではないかと推定される。

次にアンカレージから l、 175mの正面位置からの観測では、アンカレー

ジの下令官3分の lが工場内の知樹帯に隠され、上部の3分の2が見えている状

況であった。見えている部分の中央の位置は約 2度の仰角をもって当たること

になる。

これらの観測結果について、次のように考察 ・整理した。

. 92 1 mからの観測値については、前面のゴムフェンダで一部散乱された妥

心な金属面からの反射として巧えられる。

9 21mでの観測値 53.2dBSM 

金局面とコンクリート薗との反射損失繍正値 一7 dB 

ゴムフェンダによる散乱補正値(縫定) ~ dB 
49.2dBSM 

より、レータr断面積は約49dBSMとなる。

・また、 1、 175mからの観測H直については、下部のケーソンの影響はない

が純樹帯で隠されていた部分の補正を身慮する。また、 5度の斜面が 2度の

仰角で入射することを考慮して補正するならば、多段斜面構造の効果が計illiJ

できたものと考えられる。

1、 175mでの観測総 27.8dBSM 

下部3分の lの隠された部分の補正値 1. 5dB 

2度の仰角で入射した分の補正値 3 dB 
32.3dBS:-'1 

より、レータ断面積は約32dBSMとなる。

92 1 mにおける観測値とし 175mにおける観測値との差裂が中距離で

の多段斜面構造の効果として号える。したがって、その差異 17dBが偽像減

少効民となる。往復で効果をもたらすと身えられれば約30dB以上の効果が

あることになる。
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4. まとめ

多段斜閥構造のレーダ屯波反射特性を計測した結果、その効果は次のように

まとめられる。

(1)気球を利用した反射パターンの針演l結果からは、片道で 3"-17dsで

ある。

( 2 )近距離における観測結果からは、片道で 17 d Bである。

( 3 )中距離における観測l結果らは、片道で 17dBである。

これらの計測結果では、レーダ偽像減少効果に 3"-17dBと大きく開きが

あるが、効*が得られたことは明確である。だが、効果量については、その場

所の条件や距離等によって呉なると考えられる。

多段斜面的造によるレーダ偽像減少対策は、 9、400MHz講のレーダの

みならず、その矯造上広い周波数議域にわたって対応できて、しかもメンテナ

ス ・フリーな促れた対策法である。今後、海上やその周辺に巨大な構造物が住

般される場合には、壁面形状に必ず保用されるものと考えられる。

[t溺静]

本研究は本州四国連絡縞公団から委託を受けて(財)海洋架矯調査会に設

立された fj~梁構造によるレーダ電波問主軽減策の検討委員会(委員長，.!)!京

大学名誉教按柳井久義先生)Jの研究調査の一環として実施された成果の一部

であります.子持者はこの研究調査の立京実施の全般にわたり実行し，この研究

成奴は日本航海学会に発表υさせていただいたものであります.ここに柳井久

殺先生他ご指導頂きました富良の先生の皆様に深甚なる感謝の意を表します.
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付録の参考文献lム各付録の末尾に付けました.
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著者の発表論文

「第 li;'iに!則するJHi-の発ぷdh丈1
GMDSS関連織器整備妓術指導ー

林尚吾，木村小

、1<成2年3Jl， (社)日本船舶品質竹'.fIIl16b会

G :v1 DSS に|刈.ìillする機擦の整備)，I~~Iの11 I蕊と終備技術の全般について昨細な紛;~}.1: 
を作成した ねに1Gi皮暗室の性能J.ViとGJ.-IDS S険協の↑'1.能iU'ii:ii法についてJ
細に指導し、その内容が含まれている

第 3 ï;îに l刻する.r.~者の発表dS文可

Observation of the Ice Floe with a Radar， 

井手麻奈λ、林尚f?，
1988~ド2}] ， The 3rd Okhotsk Sea and Cold Ocean Research Association， 

i)<のレーダbtMじりをディジタル処J'jlして、)1<野の凹凸の;.}徴を欽(II(的に表現するH
法についてi主ぺた. シーダf二号のfAP}(1， dきわめて会動が大きいので、 2次Jt:的な

平滑化処理を行い、令体的な符僚を嫡出することを試みた この手法(;!:広範聞な氷

践を短時IIIJ内1'::問先することが可能であり、今後は凹凸の測定制肢を現場の物理的調

査と比絞し、また込I耐風とのf経線抵抗との|悶述性を調査研究することで大きな成瓜が

Jgn与できる

AIR-SEA-ICE， Observation system of Hokkaido University and Prel iminary 

Results of the 1988 experi掴ents，

山田昌秋、J'liJUli男、主事尚吾、 )1r麻奈美，

1988年8H. lAHR Ice Symposium 1988， Sapporo， 

北海道人'?fJUI，tW?研究施設H掃討UI<M"~ぬぷIrr訴の沖合いnJliUIJ タワーにおいて尖ぬ
されたi!，U)<やiMfの徽圧力の鋭測に|則する十I!;'; 被圧力は胤によるものが大部分で

あり、 ìUfの }<IfuのI川凸の荒さ(ラツネス係数)の測定をレーダ1x.q，t信号で行った~;
来を述べた

Observation of the Ice Using a Radar， 

Jt-手麻奈'k.、外尚ft，
1989年2月， The 4th Okhotsk Sea and Cold Ocean Research Associatio凡

レーダ似iWJJtk点をcj'{、に 2KmX 2Kmのぬ聞の氷野を数lH九倣tXIで表現した

この418然、この NJ;I;l:氷野におよほす外))との閃述を主主合させ、風や潮流の影守によ

る流氷め~~iえW~の検討と検証のイ1'))1，.:断桁手段となる
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Observation of the Ice Floe Using a X-band Radar， 

JI:子:以会夫、件前ft.

1989 1'F.ll J J. 1 SNCR・89.
氷のシーダf.，.t.Qn1ザをデ f ジタル処売して、水野の門凸の特徴を以!:/i(J~に }i.JJl寸る }j
11:について述ぺた レーダじりの瞬時f直はきわめて:変動が大きいので、 2 次J~tJ~t.:
T滑化処1甲を行い、全体的な将叡を他出することを試みたρ 乙の f'iJ;:;t l.:~~P"な i)<
肢を絞ø~ rlll内に~1cすることが可能であり、レーダ似潟地点を'1'心に 2 Km X 2 K 
01の後l!lIのj)<ffをUll[と!¥jji凶で表現したF この結泉、この'HU立氷野におよ:ます

外))とのWJ~をま1合させ、成や潮流のZ5符による流氷のi弘北i甲沿rJ)検討と検知のイí)J

な ~rlrrH1 となる

Measuring of Roughness Using a Radar， 

n r If.l~ {，'; :k、林尚ft、I'f川n.f火、 ['1沢Y-1191、向坂徹、池rnJ¥:;J4t. 
、I'JI，記2112JJ，The 5th Okhotsk Sea and Cold Ocean Research Assoc iat ion， 

レ ダkqH~IJ か，; l!lられるi)<'I'fの凹凸のtM震を定181的な〆ーデ土するための仏本と

して、人f.fl(JI二作った形状の1'IJっている[UJoの測定を試みたe 倹11¥の|製作-，<'mJ¥に
上るも7りの1¥n.、 lï事やaì"i'に対する方策について j!} られた匁I~ r.;，r-ぺた

研究用レーダ車による探査および遠隠計測に関する総合研究.

4ト尚.，、 l制民伝~.k， ，IJ旧日秋、飯島幸人、

、!I'I&3{F3JJ，'I!成3年度科学研究費補助令 (総合A)研究成米特ittu.

レーダ・ 7ラ1タの瓜減にi渇する技術について、氷野および紛紛について通111した品

川をi(:' した 、 またレーダti射f.i~.による物~膏却、:.2.~{_'JÅqmttのn債を lilì1'lしれ

1.fにJl<ftのIUU~をi宝附計測する方式;に方向性をぷした。 また、レーダを伎JIlした流

氷の分布{.移動.fA怒を吉岡1L、オホーツク海の海氷のも'，氷生成にともなう人気と海lr:
IIIJの黙の移動の観点からの叙鴻調査の成来を述べた

レーダによる物棟の分類，

H尚fi、Jlllfl-公夫、手足典久、閃根怯jと，

1993{1'2)J， The 8th Okhotsk Sea and CoJd Ocean Research Associatiol¥ 

物"で反射されたレーダf，1りには、物僚の構iaゃ!iq.I1<:.1印のねt'b主L刈・よって{柿波11t[
のy{な古川丸分が合まれる，抜維の情迭を持つ物t:fからlill'(火する{仙波I，x:分が多く f守
tれるε このような反射f:;号の特性ーを使った物僚の分J.IIを));純文段をjlnして、その

"rtJ~1'Lをもt示した

Statistical Properties of Sea Clutter in Radar Polarimetry， 

~+ì，'~ li 、 j ト T:耳.~~去五、木村英之、関線松夫，

1993イド21J，The 8th Okhotsk Sea and Cold Ocean Research Assoclation， 
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海面反射殺 ì~ (シークラ 7 タ ) の幻り強lえの分-!1i~Ht を、iJf l('.偏波および水平偏波で
の送信および42・f.;の組合せで総合的にlI11'rlí~Æ した" シークラツタの反射f日号の娠

悩強f笠分，(p(手偏iを泊jの相Ii!i!によらず、どの脇fTも主Jt{-II-処分，(pに従っていることが
がjった

A~plitude Statistics of Sea Clutter Using an X-Band Radar， 

石川義裕、問絞怯夫、 JIr 't~~'; :k、 I:Tfまみ、外尚fi

1993年7月， IEICE TRぶS.CO川山.， VOL.E76'~NO.7， JULY 199~ 屯チw報

通信学会、英文誌，

Xバンドのレーダて人きな入射角度 (約81えから 181幻における海面反射殺音を観

測した 鋭4則、lillJのi毎11111立S('aSlal(' は 7 の~J\!iJlで、 i皮肉 6 901、風速2501/s 
であったg この観測においてi1uI[U反射ffi{i の統制 fl~な似仰の分布特性は、 AIC を
mいて判定すると刈欽1]，lJJ.i}-!1iあるいはKiHliにiiLっていることが'I1Jった

(第4t，'i:に関するお，:!J'の発1<，命丈守)

レーダの反射信号の 2次元的分布に関する研究.

!J:pJ手1I民、林尚行、 il";jく紀入、松野述jミ

昭和59年9JJ，日本航海学会ぬよuと、約70~J ， 

レーダ反射fロ勾による対象物のil'JHb' タを 2;;欠I乙の‘|色白として処理することにより、

紛紛の概略形紘や姿勢が後ll\できる吋自nt'tについて;~べた

Echo Enhancement for a Marine Radar by New Display Techniques， 

庄司和民、外尚jf、ih水車し)"，松野達夫

1984年10月. IS~CR'84. 
レーダ{日号をヂィシタル111として記憶して、 2;，大 JLIY~な分布強度の解訴から、従来の

レーダになかった符しい伐能をH:'ょせられることを従(~したの 鉛毒自のうた勢方i立の慌

時tを知ることができ、またその船i最もJ143にできることを，ょした

航海用レーダの反射信号に関する研究ーその現状と将来一.

庄司利氏、飯島十=人、休1~IJjtr. 
1984年11月，日本・中IkJ {¥-I"J誹ivi会協uii'咲H (ljl["-l，;:n ， 

航海周レーダの反射{ζりの己えれに|則するwfえをまとめた， lJt射1，;号の測定t支1向から、
最新I\.~のコンヒョータ処J~'hAのレーダでの処JI~技術にいたるまでを、 1':者らの最近

の研究成果を示しながら、将-*の以守{をiをベた

航海用レーダの反射信号に関する研究ーその現状と将来一.

庄司平日民、飯山名人、林尚fr，

昭和60年2J.:1， f1本航海学会誌「航海JtM3~J' ， 
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1:記の治文を日本訴でi圭べたもの

港湾尉見周レーダの反射信号を利用した画像処漣による船舶の総トン数の維定.

外尚fi.
H{{利62i(:2月. 11本航海学会嘉文集、第76号.

}jfな分解能(/)優れたレーダでヨtitされた船舶の反射fJUを107'ノセコンドで際.j.:化し

た1 収itしt.:f，;l}ーについて平面的な広がりと平面的なZZさ (強J[}について分桁し

た絵果、総トン欽とおい椴関関係があることを示したリ レーダtAqH，;lJの処珂で総

トン紋や奇iH量、アスベクト角などの情報が瞬時にf!lられることは船舶の安全地行に大

きな効瓜がある

On Probabi I ity of Estimation of Vessel's Characteristic by Si叩leImage 

Processing of Radar Echoes， 

林尚f:、j卜千胤余J:.，

19891H1)J， 1 SNCR. 89， 

)ifな分前能の倹れたレーダで測定された紛紛の反射f;i号を10すノセコンドで燃本化し

t. 収集したれりについて平面的な広がりと平面的な高さ(強jえ)について分析し

たぷ米、総トン欽とおい相関関係があることを示した レーダtdH，りの処.f1I'で総

トン欽や船川、アスペクト角などの情報が隊時に符られることは納骨(1の'j<令JoFm二大

さな幼朱がある

研究周レーダ車による探査および遠隔計測に関する総合研究.

Hi'{j ";、内111i 11秋、関根徐夫，青田昌秋、飯島幸人、

千成3iF3Jl.平成3年度科学研究費補助金 総合A 研究成，!+H<<~'，'~IL
レーダ・クラ 7タの低減に関する技術‘こついて、 ilc野および船舶について通111した結

決を示した.またレーダ反射信号.ニよる物保形状ユ2.:.1ゃ反射特れのl¥G'iを:it却した

nに氷野のIU)t"lを遠隔計測する方式に方向性を示した。 また、レーダを1史IIJした流

氷の分(jjや移動林態を3hl!'し、オホーツク海の海氷の~iJ< J4' hlt. にともなう大気と泌i下

1mの熱の移動の級点からの観測調交の成!f.:を述べた.

ミリ波レーダによる船舶の検出.

++尚:i，Jt下麻奈美，左治佳一，石川義裕， 関恨松jと，

平成3iF3)J，11本航海学会論文集、第剖号，

クヲッタの'1'にある船鮒の検出確率を定めたときの~7.~符m宮市のJ!I'ぬ111( と'J.:iUWiを
求めf・際l二、そのデータからJ佐定した線型軽モデルが近似的にあっていれば、Jljl;おfII(と

'J，iiU~ I~iには人l~がでないことを確認した。 船形の形状泌ぶにはThrcsholdDclccl ion 
)j式をmいる Ij~のI交際に、 タ ーゲッ ト対ク ラッタ比を rô) Lさせるため2怜 Jイルタを

他川して1.7dBのli'lしができた。
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Recognition of Shape Using a Radar， 

井手麻奈美、持尚f;.

平成3年2月.The 6th Okhotsk Sea and Cold Ocean Resεarch Association. 
船穂の自動推定に関する!J;i{的な実験*i~'! をtaiei し、レーダ映像に剛ft処理を施すこ
とによって符られる各径側線の推定の可能性について述べた

レーダによる物標の識別.

林尚吾，

1992年10月， 114:航海学会航法システム研究会，

レーダのIiMむ号をJHいた物仰のA別hAの託行のこれまでの研究成朱をまとめて先

去した [cl1外における海氷のHJJIの.制IJに|則する研究初、況も述べた

(第5toiにl史iするl.:おの発み;必)l.可)

レーダ画像処理による船形の推定，

井手麻奈美、林尚ft，

平成2年3月，日本航海学会zib文it!、白1~82;J'， 

対象とする船舶のレーダ映像かι、その車ii納のアスベ?トflJ、人きさ、紛形、さらに

紛径を維定することを以みたa レ ダ以射fi;むのデータに両仮処理として、空間フィ

ルタ処理をぬし、映像のnmを強制した， アスベクトflJを一例lこ1:げれば約10皮の

誤差の後間で推定が可能である

Creation of Ship's Picture from Radar Echoes and New Attractive Oisplay 
Techniques， 

体尚吾.'J宇手麻公夫、

1991年10月， IAIN '91 The 7th International ConRress， 

海上や降 fての1/;縫的なシーダ反qH.1勾の多放のむ!iØ1給~~を基礎として、対象とする

船舶のレーダ映像から、その船舶のアスベクトflJ、大きさ、給形、さらに鉛孫を推定

できることを示したの レーダl止qH1 りのデータに附f'S:処珂の~1l6フィルタ処理を施し、
映像の特徴を強品して、対象船舶の骨古川ヤ総トン欽をMt定できる‘ その結来をコン

ヒュ ー タ ・ グラフイクスとして校保映像でn~~txJに表現を以みた

レーダ信号からの船舶映像の作成と新しい表示方式.

林尚吾， Jt:手麻奈美、

平成4{f6月， f1本航治学会必「航i1u.J~お 112 サ，
L¥IN' 92で発火したluJ名の，1言文をIJ1":，， 11で~l介し t. もの
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第 6':'<‘ご討する抗『おの先N.論文".t;)

走錨の発生に関 する調査研究.

林尚吾、 I~l 十lH.í~k、大i}~:及ー，

昭和61年3)J，II(WI62{1'3)J，昭和63イ1-:3)J， (M) 1 1 本航路t~J;~協会 ，
定3首の発1]:を'Jllii!l':hUI} して、先天の守備や転j{1付・ゐことは;1fj~t防 IU. きわめて.f(決

なことである ， ，L~jij'JI 例のL間合研究によりぬ凶の~Hlr を行い、..uU'i6車率の}jll\ を::A

みた

走錨監 視レーダについて，

件尚吾、飯..~ ，1 人.

昭和62年4Jl. (社)也 fi虚1J'j!:会 字iii航行エレクトロニクス研究会

S A:.J E 87-2， 

f荷i白Ijlにiiaが，)1けて討t.される (k鈎)と惨めて尻人な泌総'Jih'x.を引き起こす 本研究

は除 kからのレーダ，-l:る ~iùi(，紛の舷mにより fjij，a<的に必'1U，を発見して、対象となる

船員自にFf;'iを党するfめのレーダ ・システムについて研究した p メlよ舗の検知には海

l面tdHftnの抑制t除去がシステムの良6を決めるJ五・災な・及拡である、 海面反9・HlL
tEの除去には、スイーツとスキャンの 2つの相関処到により効来を上げたp え;SEの倹

知には1屯i?i.の;変化を2況がF ドリングJi:leて処E較するのが効取もn<flii使である

レーダによる走鎗検知の可能性について，

山田多i!>人、飢~:，・~;入、休尚 ii

昭和63年8}J， 11本航海学会A文集、第79号，

レーダIltq.n1りのパソコンに上る処理でん錨状態を弘・4処する1JA.について述べた

走S詰の検主11に 1;H，t.'U\の~れ(111 りのほかに夙に刈するγスベクト frJの検出が!T~ ・1たであ

る。

座礁予防システムによる航路監視実験ー レーダ映像マ ッチング方式の測位シ

ステムへの応用ー，

i同日尚吾、 づ~A~ill.、外向名古、 LII崎本・男、村瀬1'.7rtj ，

-r:成2年9J1. 114~航海学会高文集、第83~}.

座司里子防システムとしてのJ/i.A的要求機能l立、 (1動的な鉛似のIitIi2.と障害物のiz:主で
ある。 FF3物のデータ{卓司般の海図をもとにディジタル i毎[~l を作成した。 位ii'1の
測定lまロランCあるいはデッカ航法によるi主的を限的位向として使!日し、紡確な船似

の測定をレーダ映像とディジタル首長図とのマッチングで行った。 MlJ告の条件によっ

て精度が花れされる

A Stranding Avoidance System Using Radar Image Matching --Oevelopment 
and Experi冊ent一.
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体尚吾、桑山進、外!尚幸庁、 IIJ険方男、村瀬↑o，9:iij，

1991年7H，Journal of N:l¥'igation (英1'1)¥"01. 44 ~o . 2， 

座礁予防システムとしての)，!"本的要求機能は、 n動的な船{慌の館LZとFF77:妨の4Eみで

ある~ ~~f_:~却の 7・・ タは 般のi毎閃をもとにディジタルi1~l~1 を作成したo f立恨の

測定はロランCあるいは.yッカ航法によるf'Lti'i.を慨時f.j;i~; として他111 し、 1再確な骨()位
のìßgÆをとレーダIÞÆ(~ とディジタル海j;:(J とのマッチングでねった~ ~J;~の条件によっ
て精度が!r.1iされる

第 7 全にr~Jするおおの党.}<.{è丈守

The Study on an Intelligent Ship Toward Twenty-first Century， 

飯島幸人、林尚fL

1988年2JJ，IAIl¥-88 Internat 10nal Navigat ion Con~ress ， 
知能をJ主従とした無人化航行~の研究開発の'}.iぬ状況を ;.ßぺた Xuぷデータ・ベー
スと知的rlH訴処却に kる船舶i喧行システムの全般についてj，r納に研究した

高度知能化船の無人化の研究，

飯品事人、林尚 f:、鈴木努、坑J.[:郁男、鈴木俗、浜111悦之

昭和63年3JJ，11IH'1l62iPIQ科学研究費補助金 (総合:¥)研究成果報告書，

船舶5ち~人{ヒー伎を ll~として、総合的知能ftのための紛.!J(J体の知能化、陸上支媛、

人工iVJIJ~ ‘こかる情報総{民.~.と'広後関にわたって郷 tc~.f:先を行った

次世代航法技術の展望.

林尚吾.

、'"成元五1-:5}J， 11本航海学会創立40周年記念シンポジウムJif待論文，

次世代における航;J;i主待ilJ.、JJUI・のnli.航法に除1:からの|削I!ぷ仮に.1t:えられた01!t
航法に~I刻されるべきであることを述べた。 外部からのH~íUi皮によらずに自紛の

位置を測定で主る能))'よ'ITd::であるε その能力に加えて、1I的地まで自分で判断し

ながら訪冶できるF賢官Eが今後必裂となる

Study towards at 21st Century Intel I igent Ship， 

飯島幸人、外尚f:.
1991年7JJ，Journal of Navigation (尖1*1)Vo1.4.1 No.2， 

知能を基礎とした煎人化航行紛の併究開発のうたぬ状況を述べたe 匁J.是データ ・ベース

と知的判断処理!による船舶j'，W システムの令般についてれ制に研12し、シミュ レーショ

ン実験まで尖泊 した*，'，%を述べた。
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次世代の海上航法技術の展望.

外尚fl.
'1'.成5(1~ 5 JJ. i江H';報通信学会 宇宙航行エレクトロニクス研究会技術械

:'，S.¥NE93-4. 
穴111f¥:l! rn立航法J:こ加えて、自分では収集不可能な外郎からのtMi1で .:iJ~されな
がら、 (1e.説得険能によって臼的地へ向かつて航行していく fílÍ l~航法j へと巡む.

1・Iiltには波範伐を持った判断険自主が不可欠である また人IU)の悦'jLに側、tiするレー

ダについて、ltHJiの外国における物守主ぷ事IJの方式も、1i'r.のこれまでの研;完成朱と倒

せて紛介した
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付録 1に関する著者の発表論文等

レーダ ・アスベクタの開発，

飯烏幸人、持尚ι
昭和51~・1月.日本航海諸文集、第 5 4 ~}. 

レーダ・アンテナのInJ転角度比例して、:it.f，~パルスの繰り返し周波殺を変化させ
る この送信パルスを受j，;してパルス絞りj注し川波紋を測定するだけで即座に

その相手紛のγスベクト角を知ること lができるo ':J.i験.J{[7iを試作し海上実験を

実絡し、XIll上支持の無い良好な純米がj!tられた

レーダ ・アスペクタの研究ー (2) ， 

林尚吾、飯品三和人、 ド1111.公太郎、杉1I1利時，

H丹羽154年2月， I~ 本書記i私学会川古文~、 部60 ~J ， 
レーダの送1，~ハルスの'，'.IJm をアスベクト 1(J に対応して公化させる)J:rl::でのデータ
伝送Jjj:¥を改良した 新しいJi.Aでは約1000マイクロ秒の'，'，jW)のド位2桁を制

御してデータを{ム込する H式をI~J~ し " 0 この2桁のμn予に$11115、迷aおよび

その他のf前世たとえばれ転、/正恥あるいは減i色などの持:船底;剖内線なども含め、

tMfH.lのm人を行った， さらにfJ ~bOJ'び111 し-'( (Hht山根交換も合めたレーダ通

信システムを::.tf下し、気内'k-'売で'k~止した.

ショーダビジョンシステムの研究，

庄司和民、飯島幸人、外尚fj、鈴木努、荒JHJI) 93、鈴木俗、浜田悦之

昭和58年3JL 昭和5ï(1'度科学研究'l~補助金 (終合A 研究成来報告書

船舶へ安全航行のための映像f古紙を除lから伝送するシステムについて体系的に

研究し七 このシステムはn紛の刷聞を航行する紛紛の待#1、Hi昔、目的地、

危険物の悠4&のイi皇壁、 H;I;~や銑E語、fVWl切の状況および内紛の現.(f!主演をテレピ
放送を受むするような筒飽きでffi械がそけられる. このような悩報伝送システ

ムの技術的な研究開発を行った

マリトラビジョン ・システムの研究.

庄司和民、飯山手入、林尚 ff，

昭和59年2}j.*ι〈尚骨fi入学部 32111ド;!:術;制iH8丈!t.
船舶へ安全航行のためのi則象的械を砂 |から伝;r，するシステムについて体系的に

研究した。 このシステムは1'1船の'.'，J聞を航行する船舶の将軍l、針路、口的地、

危険物の総裁の有無、|即日や航路、防'，，;物の-1AiJtおよびn紛の現在位置をテレピ

放送を受信するような筒j飽きで悩械が'1けられる このようなt1'/報伝送システ
ムの技術的な研究開先を行ったe 与らに人1111の心則的な変みへの彩符も含めて

発展させ、室内実験に主るデータu:;r，や1<IJ'Jiìl、のct!~ に l則する結果を述べた
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陸上レーダによる船舶識別装置に関する研究.

4宇品in.、紙代々的、広111(1'(問.

、I!成2{Jo3J]から、1'-1ぷ-1ij'.3JJまで (3年度IIIJ). (I!f} 11 本航路f.~.設協会

小用紛や滋illtt'il!シーダで発見Lづらく、またi副Jシステムも満足なものをJZ絞

していないことが多い そのため海穫の同選や危喚状態を限 i二から知らせるとき

にも船名がわからず、海上での安全filf~にや'J~事かの対策が変求されている白 そこ

で簡便なn動よ晶君1)災憶を各紛紛に括採させ、除1.の広iJlm.制)レーダで監悦す

るシステムについて、町}紛mぉ土びF主上側のシステム全体について伺!泥沼fr.を行

'? t.: 
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付録2に関する発表論文等

橋がレーダ映像に))Z(ます影響について，

飯島幸人、林尚吾、阿土拓士、中島俗、藤井英信、佐藤徹郎，

昭和51年11月，日本航海学会誌「航海J第50号，

現在~偽されている慌についてのレーダ政像の潟れを行い、不安映像や咲{象妨3
(偽{象)等の実態をきゅうめいするとともに、このIllj:;gについての注怠を喚起した。

また備の附辺に泣けるレーダの{史111 について鰐(討をザえ、あわせて~:!1rを除去す
るための対応策についてのJiIÎ'j を 'J~'唆した。

偽像調査用レーダの開発，

林尚吾、Ji::':;j平日民、飯山，~;人，

昭和54年2)J. 1Ií{，f1153"I'.J立J.l.( J;clm船人'‘?/;!:~VJ 挑ìiÎi会

~，0，~誌が1Jì. 閃となって発' 1 するレーダiゐ(~:について、そのづè'l合 I~U'ltを定量的に解明
するにあたって、 J)lに ~'t している偽i般の~，jll主を 11 (i(1・に測定する[]的と、その他

必~なデータを15る 11 O'~に治し f・レ ダの I~l発灼ぜ?を fiった この偽{定調査期

レーダを使111して、レーダi創設の允'1:f-iUllとr-;H附，*の抑制が'J.:htl!されている。

橋梁におけるレーダ偽像低減のための電波吸収材の貼付効果.

件尚吾、飯島幸人、、leff!}1.、lm.

昭和訂正手12}].東京商船大学研允tlH';'.

闘ぬ大換に実際に使用される lブロ ックをi史IIJしてiUi度吸収付を貼付したときの

シーダ偽f'S!減少効果についての弘U実験を行ったr. 前向主係トラスl:f弦材およ

び毛皮uに貼付したときに効果が人さく、その効以:!fJI d Bであった t その

他の部付に貼付した効:lHまあまり終かった 多民fiql偽仮については恰梁の内部

の&1\材および償備に貼付したときに大きな効:l~があった

橋からのレーダ反射パターンおよびその反射断面積について，

1主司和民、飯山手入、杉崎1l{1'1~、今iP~r ，1""，十字尚丹、木村小ー、鈴木努、

荒井郁男

昭和53.iF8月.[]本航海学会ぬ文糸、第 59~} 

総~に起閃するレ}ダfr.}(撃の ~'II無情のJIiI，命的自庁允を行うためには、十局梁のレー

ダ反射ハターンを知る必吹がある そのt.め'x際のめのパイスタチック反射断

lfii般の測定を実施した 怖をt手術的な'-1i}彩、v似として火現することにより、任

意の入射条件における反射I析凶凶1を求めることがnJ能であることを示した。
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橋によるレーダ偽像の理論的考察，

鈴木努、仇 JH1~9}. 本付小'、庄司有l民、飯白幸人、杉崎IIWI :、/ì'ilq(.l，ん、

外尚ti--
lIif，f!153年8Jl.11 +航海学会a文集、第 59号

絡に起i可するレーダf~f窓の受fn1ttカレベ〆をよ主がるシーダ)jf{Aを綜品、その受

f，~レベルを St1î するために必裳な縫のレーダ反射ltT凶j肢をE軍司量的に求めるJii去を

考察しfム そσJt'i~~、絡を~形・JL恨の集合体として7;'え、フ:~の~t>Hと 1平君1 ・I!t証

との2~Ü~1孟変換係欽の導入で近似できることを示したε この:JHi刀法の~‘'ítt

1;1')[際のfhでの制澗結呆と比牧して後認した

シミュレーションによ るレーダ偽像発生予測について，

杉崎IIWL、/i'iIHfJ.f争、 II:")和民，飯島幸人、林尚丘、木村小¥鈴木第、

ni.JI uli!)J， 

lIiHII531r'8) J. 11ホ航海学会論文集、第 59 ~;- . 

レーダ偽1飲の党11t，'IH14を解明し、これをモデル化して .tt1ヒ~，jlるべく/JJf允尚1t

を行っλ・ )，~-t:(1内な }jWとしてモデルを作成し、シミュレーシ 3 ンを'ÀhÚIして、

』見%と J目安しながらモデルを修正する技法をとった。 モデルはできる m~ り ・・般化

されたものとなるように考慮した.大三ぬ僑周辺の泌岐を対象にしたI!Jft . (-iU'シ
ミ:J.レーシH ンをはみたが、今後のけんとうしだいで卜分に'AlTIIニ供せられる段

防にfllj主できる

副生フェライトによるレーダ偽像減少効果について.

小品俗、外尚ff、荒Jt-節男、佐藤尚登、田原正日，

lIi~~1I 55í，，2 }j .日本航海学会論文集、第 620，

1JlイE、l賓に完成し、あるいは完成しつつあるj!;采にもレーダ1刻家対泌が可能な}j

V;として!昌宏をt構成する郎材に何等かの表面処理を施Eし、レーダの電波を吸収

させる そうして係援のレーダ副主主フェライト換+1による:}.el知処汗による減少

:tb~~ :計上従で22dBであった

レーダ偽像対策用多段斜面憎造のレーダ電波の反射特性，

朴 I~'~ !(、似品;ド人，千hltz年3月，
11-1、航泌学会，命文集、第82号，

.. MIWQI‘lill~怖の 4つである南北 ・偽~瀬戸人総のアンカレージはその物則的人

きさがきわめてr..;:人になることから、レーダ偽{象の発生に íf(人なJ~~'W を )ldます

その対策としてアンカレージの側 l阿に 3 メ ートル.f1J3tの~Mで斜IfiJ の術iEをJ.ili*"的
に偶成させることで、レーダ電波を t~に散乱させる対策を'.thÚIした 1>:，命Jえ

はその)，'，総的訓1i:研究官日分からJ!.oW的な笑施4古来までを総似的にi串べ、多段糾I(U
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構造のレーダ偽{設に対する効米を示した. 効況は片illで3-17dBと大きな

向きがあったが、場所やB駐車Eに主 って l~なると 15える. この対策}j#.:;Iま使用す

るレーダの周波欽にil(イf.しない制点がある

橋および架空電力線がレーダ映像におよぽす影響について，

巻島勉、休尚吾、 1也7.r" .!，!U;( ì乃骨Mrt航1rpi~1é綴;53Z 昭和 50年度

昭和51年3月. ;.R;;C商船人"?船舶運行研究ぬ，i2，

橋および架字電力線がレーダ映像におよ:ますt!;?!'について、文地調査および対策

につ理命的な湖倉検討をtll;'j、また、 ;，Imによる瓜悦線、に主る紛fv:測定の精度に

関する報告を行った。

架橋がレーダ映像におよぽす影響調査，

庄司和民，飯品幸人、杉崎11日1]:.、今il川fiル、林尚f?、鈴木努、荒井郁男、木

村小一，

昭和52年3JJから却化まで(1 8 {lqflJ) • 

3財官がレーダl決仮におよlます'IWWT品:J1d[!:九，':. <H) 11本海健助J[:協会

本州側bi-li生寺1'11必の祭給lこ1'1'.うレーダ偽似のIi月刊を研究、 i刈1r.したレーダ偽{笠の発

生機偽の詳細な Jljl ，~角HIfと、 1!; U~のレ ダ以q~wrl耐 fl~の測定を行った その結

果、設計段階にあるf角栄におけるレーダ偽ftの先生'fi附シミュレーション古河I能

になり、設計会史有J レーダ!f.)ftの ~JIーを低減する Hb .t-t l五の倹Hも可能となった

本州問凶途絡係の除決の全てについて、匁j!;前、 ~J命中および匁係後にわたって
研究、減資および織的した

橋のレーダ偽像対策の基礎的研究.

巻品勉、特尚汗、{也 7 名.w.以内骨(l~íl航行制ff.封i{出!} (昭和 53年度

昭和54.if3Jl.J.4iJ;(1白書合大学船舶逆行研究施泣

l岳のレーダ偽{象対策(M};従ð~fif允をlI!勺し、 11\.純な形状のヤ僚のパイスタチァク

レーダUMI折血 fjtの):\~Ý~測定を'JH白し、月r~n~~佐完結*ーと比較したa 理:命結果と

優れた~合を示せたことから、ぬmな )IW~のためJ1I1治的な:l t P:が容易ではない反

射物療に対して，尖験的にbtqil断Irljft'(を;Rめられることを/J'した。

レーダ偽像 を減少させる工法の実際の効果の飼査，

中島裕、林尚母、荒JHllíリj、杭)j~J~'，í{~、fItlJ;tlE 1，-:， 

似合像減少工法現場実験jJj):.， Imfl5~ 11:3) 1， (l!1) 海洋匁紙調査会，

レーダ偽{象を減少させるしはの'A際の幼米を別代するための野外実験を本州四回

i主総総として初めて告さ fft，された人 -';~jf:;でhった@ 険料m沼i皮吸収材を使用した

レーダ偽f~減少]jl; をHHtJした 'X験，11僧lの吃架から、測定、日土指持、評価
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判断rJ)全般にわたって~ubj し、研究結束・を報告した

橋梁4荷造によるレーダ電波障害軽減策の検討.

!却Jt.久f良人必子:敬.泊池和郎.休尚吾他

U!Hi154 {F3J 1から平成，i:.{ド7月まで 1 2年度分). 

俗世情i主によるレーダ.，li~1i防害軽減策の検，;'-tお{~iW (財) iおìMt~Uí;剥食会，
1命保のH!r.立が1m河となるシーダ偽i象の発生を低減させるために、)，1;'''':的にレーダ

I~I~:を発'Lが少ない伶iをを研究すると共に、既存の偽~，偽造的にレーダ偽I~;のø\.
7械 ;r(がr;::1IIできない郎分 lこ対する1なi皮吸収材での対*-など'l~ぬlIHにわたって潟1t
研究した 対策の・)j';j~tして研究調子tされたアンカレージの側慌に対する多11

糾I(n l/H'! による対'i1ì. H11ま環境対涼の I偏からもれ{尚が113いt 自11民~1.の向いみい1也

被l吸収M のI~I~ も行い、_.j，;州 ~'4l"J連絡偽のー部にぬじされている。レーダ{射殺の

flt成長I~止として倹I~-tされた各対策手段の全てについて、，，'1刻11'..: 検止U-J見Jtk'ぷ験に

につて研究所十li/Jl.び，;I'ltHiがなされており、本研究tlt;'，の対wはiけい!のみならず，，'

際的にもJ，'ベ'.となるであろう

橋のレーダ偽像対策，

岳山勉、 1f尚出、{也7名

IJ(Hn56{ド3JJ，点点的船員(J航行調査報告!，I} (日rHtl55 {I'I.立)， 

*京商船大学船舶逆行研究施設，

係のレーダ偽{家対策をfl!勺し、単純な茸%えの平似のパイスタチックレーダtAQIWi

1fII!o¥の極外測定を災施し、男;造的推定率古来と比較した 1 さうに絞殺な形4人をJ年つ
物~(儲)の;'IÃ:J軍ぬ*li来と優れた笠合を示せたことかう、 !!ta_な形状のため1型

治的な51'tlヵマF易ではない反射物~，こ対して、1:-'主的!二kQ.f断l剖f，\を ;Rめられる

ことをiJ'した

東京湾機断道路の建設にともなうレーダ偽像の発生予測，

+fj'I{J !{.、木村小，
日目利60{131]， *J;(湾4決断道路が船舶用レーダ映像におよ:ます23併の泌11:討i

~ti')， I ( ， (社) FI ~ì11J::雄防 11-..協会，

東J;t;~倣ltfriU路の~tぷにともなうレーダi<M象の発/1.を '[-;ut し、必決nじじてレー

ダ~~I主の対策を検，i'Jした 倹討の基礎データとする t.めに I，~;Uの物押、のエコー

レベルマツツをf1:1ocした

船舶のアスペクト角の相違によるレーダ断面積の観測調査，

林尚 f(、m.JHJ~9J、杉崎ßH生
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昭和61年6JJ. *J;(汚挑!訴追路レーダ映像品~1t. 扱 ;~;-\!L (社)日本海縫~)j 11: 
協会.

東京湾償断iu路i主;"l'}JAlの'1'リミ節分に大島な人I:ぬがitむされる ρ この人工島と付

近を航行する鉛MIとのIUI"cレーダ偽Itが発生する恐れがあるので、)!;徒データと

して船舶のアスベクト JIIの持J~によるレーダ滅的Iftlを似湖珂1をした きた、レ

ーダ偽It:の発生予測について械;なした

レーダ偽像の発生予測，

件前吾、荒井有li!.ß、杉曲i:'rUii'I ~. 

昭和63年611.東京地i主総t，f，に|刈する船舶航行てた令対京凋ft限;tit-，
社)日本海難|リljll-_協会，

*点i巷にillJ立されるi!Ji卒者{.f，が!J;(I!~となって允生するレ ー ダ偽{象について jl~lì;rに発

生の予測を行った その J.~fItデータとなる{ω川 .ì1lのレーダエコーレベルマッフを
観測に~づいて作成した

-297-



若性

双幽線航法指針

Jur 昭和52年4月 海文念出版

ぷl曲線航訟の，'，のロラン AおよびロランC航法システムについて~l細に

解説した、 4415fli双曲線航法の全般をぷ細にまとめた唯・のものである .

(8i';~謝人、~本5否、 1ì'"1 1t 1t.馬、林尚吾、坂回一雄、野口努、必1臥守比一、

111倦)~郎、木村;J、・、鈴木裕) 。
:決策郎分I;t.2 7 -3 1、36--16、5-1-58、62-66、67-69

、71 -76の各ページ

新nr航海ハンドフヅクJ
J与_;T，:昭和52年 9月成111世

~fliìfl二際して航海，;I?~r則Ì!.[lの最新'.:'ti子制路、主主J.!f附路および!IH点 1"1 1f6につ

いて紙不しt. 十A1'抗日分I;t.1 0 5 -1 1 8ページ

航海システムとコンビュータ

lji.~年 昭和62年7月，東京商船大学公|別排出教科11i
船舶のflJ:b化、 IIに船絡の自動化と無人化について解説しt. さらに知能

化への党泌を述べ、将*の船舶妓衡の発展、展FF.を述べた。このような技

術の現政院での結晶として守タ路丸一3i!l:~について詳細に紹介、解説し

た

基本航海用語集

jt若手成5年5月 海文章・出版

114-航海学会の航海1Il~持委只として. 1 0 年聞にわたる委H会治動で航海

別 23および航法文~システムにl対する府議の執筆を専仔となってN~í した .
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くその他の発表論文等〉

船舶自動誘導システムのシミュレーション.

鈴木努、JIT.jf::{J~男、似品す主人、'*f.品1] f;"骨他，

昭和50年8H.也子通信学会

狭Ac道における?なi皮八事}鮒説得方式の1，1，.総研12と校~~を使ったシミュ
レーションを行った. 外活lのある環J車，'，での~J抑制御文験で多訟の紛
紛の議場が可能である~Jiを倹J正した

FMビート方式による双幽線航法システム.

鈴木努、荒井郁男、飯Jみや人、+f.品1]tf， 

RR和51年3月， Hi~J皮航法研究会

狭7}C域別のí1iì皮航行後WJ)Ù\として、 h文9・J~[Oij の:，I~í1ìiが1;劾なマイクロ
i皮を{史用した FM-CWì.皮による iUiJNI'H_術をjぷ川した命U!~システムを IJlJ
発した。 このシステムは利IIJ('í'である船舶仰ではピート I，~波放を測定
できる簡単な受f.i災前だけでn紛のf，~iriが求められる初点がある

理諭の提案と校刷新}を利IJJしたシミ J レーシ日ン');:験を'XMJiし、実用の

際に改i守されるべき点を切らかにした

ガン ・ダイオード発信器の航海への花、用.

飯島幸人、林 尚 fi

昭和51年11月，昭和51~・l!r東京尚船大学了i川 1-=記念学術講演会
狭水道を航行する船舶において、レーダtよイ、可欠σ22備であるが、鉄水

域におtふる航行i'ì'品lJおよびtMUシステムとして党~~させる ι1:、簡便に利
均できる航行l~助システムのi副党が大きな変みとなる。 その tl的のために
レーダの周波数帝でマイクロ淡を発銀でさる-Jiン・ダイオードを使用した

小型送m~を22E十し、救命JIjピーコン、 トヲンスホンダおよび鉛毒自説湾問

コースピーコンを試作開発して、そのの効ttをifJlぷ験で実証した

距離測定口ラン受信機の研究と実船実験，

今j.jH事潟、林尚fT-，

昭和51年l月， 円本航海学会必){_!s、部 54 ~; 

距離測定方式によるロラン受1"機に!則する)，~礎研究を行い、ロラン C に

おける精度と利川純開を研究した IIlJいj山火i皮によるtiJJ.iUq'(> 11 入没II~
等の従来では測定に不~皇な条件のIItにも比較的制伎の良い測定が可能で
あることを尖紛尖験から得た
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ロランC受信波形と時間差測定方法の研究

/;-;lt* J.l~、休尚 Ji

昭和51fF12JJ， 1:1-1'航海学会必丈朱、出 56り
ロランCでの船似;UIJiじにおいては、距離測定ロヲンんパを快/1Jし、 i皮j杉

処E型による ~ff. i'iの除去および桜数サイクルの巡回l二主るI，t泊iU~ :.t.....，.の決

定等を行え 11、 JI :li~ にぬ1t'l lit に;U3 f屯が"

導擦による位置の線の精度 .

を品勉、/'i.I¥il1， j、外的ii
日間有1514'1211.日本航海午会~文集、第 5 6号

日7僚はNi l，主の良いf." : i7iの叙を {!Jる便利な航路H~ぬであるが、これまでそ

の紡lえの併允l止符.Þ，;\であ り た。 l 対の主~~のìJI.斤:の:誕百1I以界 jll J?よび導

僚のliili創(!縦とItJl;U'おと;!tn、までの距離とのltからm将級からの似{立に

ついてik必をたてた. 検証lま海 L'X験で行いEftZされえ. I/;t，Jtにもと

づいた術的;r¥で')WJ(rりには十分であることも示した

マイクロ ・プロセッサによる簡易型速度計.

体尚吾、杉的昭'1.
日;i布]53年21). 1.14，航海学会請文集、第 58 ~;-

航海fflr.亀詳の性能(IIJ1 : に Lê.;Jljされるマノクロ・フロセ ・';I ~J の ・例として

簡易慰述1立官十を従来した。フロペラ回転数をSIi似し、ゾロベフのヒ 7チ

、スリ Yツ'l{l守を動的に.15'1伍することによって111;1峨，倒的にも O.5ノッ

ト程度の!tlしをでi也1えを指示できることをぷしt.。

中心固定円形走査2アンテナ法によるテレビ・ゴースト波測定システム.

体尚吾、泌[m、校Jei.主郎、 i度辺広次、 j瓜ぬ問、 1:(川洋，

昭和55{f.3JJ.附手1155iIQ!['，iiチ通信学会ふ凶大会

テレビジョンIu..送のゴーストI攻防合対策として、ゴースト放の到;1ミJj向

の測定:;9¥要な焚滋である この測定のために中心11.1，主 2γンテナ法

をIflいた捌11ÙU合hlc.:よよりさ守{面白~I二鋭いピームがNムれる!問先システム

を開発した。 M1 1~'~)世A/Dコンパータとマイクロ ・ コンヒュータを中

絞とするrH!似QIJil.:システムである

中心固定円形走査2アンテナ法によるテレビ ・ゴースト波の測定，

林尚昔、 ì~[ IH '、松le達郎、渡辺広次、似品|弘、日川i下，

昭和55年7JJ . テレビジニI ン学会創立30~制作ぷ念全l弘!大会，
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上述めシステムを{史111して、テレビ・ゴースト減のJij主制定を究ぬした

その結果、以lえ- I 0 tili[のT・ llr{幅でjifJ 米ゾIj(Î1Jの;.，~がで与た

総合信号実習システムについて，

林尚脊、 J;~代勉，

昭和56千f.9}J. 11本航iiiJ.'';!:会ぬ文集、第65号

鉛車自I聞のi刷g?としてi土III 与れる ft1t信号やモールスじりについて、{，~号
法の修作のためのJi:(i)j訟をハードウニアおよびソフトウ ュγのl勾衡か

ら検討し、システム化した結果の'_， l綴である

通信実習教官方法の改善とその成果について.

体 尚 吾、同代勉、小山t!H!i).
昭和59~ド2JJ I.J本航海学会必文集、第69な，

総合{，.;'íJ'ß~!システムをさらに充実し 、 ìJI.覚的.rXiìWも 450 人し t. {，，~} 

j去の教1i).パょについて体ぷ化した教'('fJJ法とも工米形).¥.(，'l:るんtよとの教

育効果のlt絞占制作を行った、 きわめて優れた効栄かあ たことから、

現住では商船教育のれや伐において、著者らがl羽交した総合的り火:l~1 シ

ステムでの教'(jがf::t，1"化してきた

航海技術の教育とマイ クロ ・コンビュータ，

林 尚 吾，

1984年11月. [1 -1' ・ ql川介 r， iJf~ftì災会議被安H 什1'1."J，;/t) 

航海技術をええゐt刊1"航泌官|協には、多数のマイクロ .:1ンピA ータが

応mされている 二のように内政化しつつあるて%:技~.，を航海lJ" を tF攻

するうf・生に教nする )j7}:について研究し、Jt<<;自りな:k:hIII例をj生ぺた

航海技術の教育とマイクロ ・コンビュータ.

林尚吾，

昭和60年21)， 11 本航海，}:会主主 f航海j 第83~~・

上日己のi沿えを (J本f，hで述べたもの

Basic Experiment on High Precision Positioning and Speed Measuring 

Using GPS， 

亭~尚昔、 井f.Jt~ ~モ夫、 I : ~!f' まみ 、 飯尚幸人、加l湖ïJ~(i-.、消Iil.H.:，
、ド成3年2)J 

The 6th Okhotsk Sea and Cold Ocean Research ~ssociation . 
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GPSの移動作におけるjLHrlJの測i立精度を，>1価し、 i}<認証rlJのi}<llJや

流氷の移動訟の測定、あるいは除上における微少な移動j.tの測定、月号

人U'1t紛や漂流;71::"¥の他民測定などの利用に|刻して、実験似in!から{!}

られた2Ht自りな匁IJ.!をのぺた

Land-Based Evaluation on Oynamic Accuracy in Position Provided by 

Global Positioning System， 

上野まみ、林尚ft、)1:Trh奈呆，

1992年3月. IEEE '92 Posi t ion Locat ion and Na¥'igat ion Symposium 

これまであ似iIlW.!I!I!1101定，内での観測結果ばかりである.こσ:研究.立、

これまで笈験がIH鈴であった移動しながらのGPSによる測位飢采を

きわめてfMえのおい1j{j;øl航法尖~で比較測定した*:i米を j色べている

知的問内なら(iCEPで飲メートル以内の締役がi!iられt-ことから、

自動雄/nt:1シス71、への).I:.;IIIに綬l刻したω 操船)i;:¥'li水先案内人の伐

船技術を44t縦しt.ノ、タ ーン燥船}j式を提案した

ディファレンシャルGPSとその応用，

本本尚昔、加湖周n.、 ~JI尚{一'

平成4年3月. f1本航海学会誌 f航海j第111~;・

GPSに選択利JIIれによる精度劣化がつけらて以米、測j，:t.U.I立の劣化

が問題となっている. その対応策のーっとしてデイソ 7 レンシャJレ

方式が注目を集めている ~ -1広報告はその}j式の概1<を術鋭し、 n動'11

を使用した実験t'，'!I~を t/l:>よしながら、今後のぷ砲について述べた
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